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【記号表】 

 

 本論文で使用する主な記号を以下に示す． 

 

(1)第 3章～第 5章で使用する記号について 

a   ：パラレル機構ベース部の奥行き 

A   ：直立姿勢時の支持基底面の面積 

b   ：パラレル機構ベース部の幅 

c   ：パラレル機構出力点の X軸方向の幅 

Cr   ：被験者の足長に対する踵からの距離の割合 

d   ：パラレル機構出力点の Y 軸正方向の奥行き 

D   ：回転行列 

df   ：t 分布の自由度 

dfa   ：分散分析における因子 Aの変動(行間変動)の自由度 

dfb   ：分散分析における因子 Bの変動(列間変動)の自由度 

dfe   ：分散分析における誤差変動の自由度 

dft   ：分散分析における全体変動の自由度 

e   ：パラレル機構出力点の Z 軸正方向の奥行き 

Ei   ：X軸周りの回転行列 

Ei   ：Y 軸周りの回転行列 

Ei   ：Z 軸周りの回転行列 

f   ：パラレルワイヤ駆動機構出力対偶点の高さ 

F   ：被験者の自重 

Fa   ：分散分析における因子 Aの分散比(行間の分散比) 

Fb   ：分散分析における因子 Bの分散比(列間の分散比) 

Fx   ：被験者の自重の水平成分 

Fy   ：被験者の自重の垂直成分 

JP,i(xP,i,yP,i,zP,i)     ：動座標系上における出力節側のワイヤ連結点の座標 

J’P,i(x’P,i,y’P,i,z’ P,i)       ：姿勢変化後のワイヤと出力節との連結点の座標 

JB,i(XB,i,YB,i,Z B,i)        ：静止座標系上における入力節側のワイヤ連結点の座標 

k   ：被験者数  

l   ：被験者の足首から重心位置までの距離 

lm   ：重心動揺の測定条件数 

l         ：ワイヤ長さの変化量 

li   ：姿勢変化前のワイヤ長 

l’i   ：姿勢変化後のワイヤ長 
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L   ：COP の総移動距離 

Lb   ：被験者の足幅 

Lf   ：被験者の足長 

Lu                    ：被験者の第 1指MP 関節から外果が最も外側に突き出

している点までの距離 

Ls   ：背中から肩峰点までの長さ 

Lt   ：被験者の足先の位置の規定値 

Lw   ：被験者の両足間の幅の規定値 

M   ：足関節モーメント 

M   ：各軸周りのモーメントのベクトル表記 

Mx   ：X軸周りに作用するモーメント 

My   ：Y 軸周りに作用するモーメント 

Mz   ：Z 軸周りに作用するモーメント 

MSa   ：分散分析における因子 Aの平均変動(行間の平均変動) 

MSb   ：分散分析における因子 Bの平均変動(列間の平均変動)  

MSe   ：分散分析における誤差の平均変動 

MSt   ：分散分析における全体の平均変動 

O-XYZ         ：パラレルワイヤ駆動のベース部に設置された静止座標 

系 

OF-XFYF ZF     ：フォースプレート上の座標系 

OS-XSYS ZF   ：被験者の静止 COP 位置を中心とした座標系 

p   ：確率 

P-xpypzp      ：パラレルワイヤ駆動の出力節に設置された動座標系 

P1   ：直立姿勢 

P2   ：Crの目標値を 60%とした傾斜姿勢 

P3   ：Crの目標値を 70%とした傾斜姿勢 

P4   ：最大傾斜姿勢 

S   ：重心動揺の外周面積 

1S ， 2S    ：t 検定における測定値の標準偏差 

SL   ：サポート部のベルト長さ 

Sl   ：サポート部のベルト高さ 

Sa   ：サポート部のフレーム幅 

SA   ：外周面積を直立姿勢時の支持基底面の面積で除した値 

SSA   ：分散分析の因子 Aの変動(行間変動) 

SSB   ：分散分析の因子 Bの変動(列間変動) 

SSe   ：分散分析の誤差変動 
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SSt   ：分散分析の全体変動 

t   ：t 分布表における t の値 

t0   ：t 検定における統計量 

T   ：COP 可動域の面積 

TA   ：COP可動域の面積を支持基底面の面積で除した面積比 

T   ：ワイヤ張力ベクトル 

U2   ：結合不偏分散 

W   ：ワイヤ方向ベクトル 

1X ，
2X   ：t 検定における測定値の平均 

Xij   ：二元配置法における測定値 

.iX    ：分散分析における因子 Aの水準の平均値 

jX .    ：分散分析における因子 Bの水準の平均値 

. .X    ：分散分析における全体の平均値 

(xi，yi)   ：OF-XFYF上における COP の座標 

   ：静止座標系 X軸まわりの回転変位 

   ：静止座標系 Y 軸まわりの回転変位 

   ：静止座標系 Z 軸まわりの回転変位 

   ：被験者の傾斜方向を示す角度 

   ：被験者の傾斜角度を示す角度 

max   ：被験者の最大傾斜角度 
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(2)第 2章，第 6章～第 8章で使用する記号について 

a        ：試作機のベース部の径 

ae        ：楕円の長軸 

b        ：試作機の出力部の径 

be        ：楕円の短軸 

c        ：試作機の原点 Oから出力部までの高さ 

d        ：試作機装置ベース部から原点 Oまでの高さ 

dlj   ：駆動ワイヤ j のワイヤ牽引量 

dlk   ：駆動ワイヤ kのワイヤ牽引量 

dm   ：出力点と目標軌跡との最短距離 

dl   ：ワイヤ牽引量 

D   ：出力点の進行方向を示す指標 

D        ：回転行列 

F   ：パラレルワイヤ駆動機構の発生力を成分とするベクト 

 ル 

Ff   ：モータ出力回転軸とワイヤとの摩擦力 

FR                   ：F の回転方向成分ベクトル 

RF̂    ：PRi FRを表す 

RF    ：FRの大きさ 

FRi                   ：各ワイヤの回転方向成分の発生力 

iFR
ˆ    ： RF̂ の各要素 

FT                   ：F の並進方向成分ベクトル 

FTi                   ：各ワイヤの並進方向成分の発生力 

G    ：プーリとモータ出力回転軸の中心を結ぶ直線と 2円の 

共通接線の交点 

h   ：各離散点の番号 

H   ：プーリとモータ出力回転軸の中心間距離 

i   ：各ワイヤの番号 

I   ：プーリ中心と Hまでの距離 

I   ：m次の単位行列 

j   ：駆動ワイヤ 1 

k   ：駆動ワイヤ 2 

k         ：内力項における任意の m次列ベクトル 
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KP         ：アクチュエータ駆動量の比例定数  

kRmax         ：任意回転方向の力に対し決定される最大内力係数 

li   ：姿勢変化前のワイヤ長 

li’   ：姿勢変化後のワイヤ長 

l1   ：受動関節角 α1, β1を用いて求めたワイヤ長 

l2   ：受動関節角 α2, β2を用いて求めたワイヤ長 

L   ：支柱長さ 

Lf   ：被験者の肘から力点までの距離 

m         ：パラレルワイヤ駆動機構のワイヤ本数 

n         ：自由度 

O-xyz   ：動座標系 

O-XYZ        ：静止座標系 

pi   ：各ワイヤ方向を表す単位ベクトル 

p’i   ：相対座標系での姿勢変化後のワイヤの方向を示す単位 

ベクトル 

pTi   ：piより機構が発生可能な並進方向成分を抜き出したベ 

クトル  

P1   ：各受動関節角が α1, β1のときの出力点位置 

P1’   ：P1を XY 平面に投影した出力点位置 

P2   ：目標点位置 

P2’   ：XY 平面に投影した目標点位置 

Pdh   ：離散点位置 

Pdh’   ：XY 平面に投影した離散点位置 

PRi   ：XRiを列の成分とする行列 

q                    ：回転方向の自由度 

ri   ：出力節と各ワイヤとの連結点の位置を表すベクトル 

rBi   ：絶対座標系での各ベース部対偶点までの位置ベクトル 

r’Bi   ：相対座標系での姿勢変化後の各ベース部対偶点までの 

位置ベクトル 

rBXi   ：rBiの X座標値 

r’BXi   ：r’Biの X座標値 

rBYi   ：rBiの Y 座標値 

r’BYi   ：r’Biの Y 座標値 

rBZi   ：rBiの Z 座標値 

r’BZi   ：r’Biの Z 座標値 

rPi   ：絶対座標系での各出力部対偶点までの位置ベクトル 
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r’Pi   ：相対座標系での姿勢変化後の各出力部対偶点までの位 

置ベクトル 

rPXi   ：rPiの X座標値 

r’PXi   ：r’Piの X座標値 

rPYi   ：rPiの Y 座標値 

r’PYi   ：r’Piの Y 座標値 

rPZi   ：rPiの Z 座標値 

r’PZi   ：r’Piの Z 座標値 

R   ：モータ出力回転軸の半径 

R1   ：プーリ溝部を表す円の半径 

R2   ：モータ出力回転軸を表す円の半径 

RX(α)   ：X軸周りの回転行列 

RY(β)   ：Y 軸周りの回転行列 

RZ(γ)   ：Z 軸周りの回転行列 

s   ：直線の傾き 

se   ：(dm
2) ’=0を満たす t の値 

SOi   ：ばらつきの評価値 

SPi   ：出力部対偶点 

t   ：媒介変数 

tm   ：(dm
2) ’=0を満たす t の値 

tP   ：目標軌跡上の垂線の足を表す t の値 

T   ：ワイヤ張力ベクトル 

T’                   ：外力項によるワイヤ張力ベクトル 

Tc   ：出力軸からみて定張力保持機構側のワイヤの張力 

Tf   ：肘関節最大発揮トルク測定実験時に紐にかかる張力 

Ti   ：パラレルワイヤ駆動機構の各ワイヤ張力 

Ti’                   ：T’の成分である各ワイヤ張力 

Timax   ：パラレルワイヤ駆動機構の各ワイヤに発生する最大張 

 力 

Tp   ：出力部に働くワイヤ張力 

TR’   ：TRi’を成分とするベクトル 

TRi’   ：出力節に発生する任意方向への回転力によりワイヤに 

生じる張力 

TRmax   ：TRmax,iの最大張力値 

T’Rmax,i   ：出力節に発生する任意方向への回転力によりワイヤに 

生じる張力の最大値 
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Tt   ：回転中心回りで出力部に発生するトルク 

T’Tmax,i   ：出力節に発生する任意方向への並進力によりワイヤに 

生じる張力の最大値 

uj   ：駆動ワイヤ j のアクチュエータ駆動量 

uk   ：駆動ワイヤ kのアクチュエータ駆動量 

u   ：駆動軸のアクチュエータ駆動量 

ν   ：内力行列 

vi   ：νの i 番目の成分 

wi   ：パラレルワイヤ駆動機構のワイヤベクトル 

W   ：各ワイヤベクトルで構成されるワイヤ行列 

W+
   ：ワイヤ行列の擬似逆行列 

WR
+

   ： +
W の RF に乗じる成分のみ抽出した行列 

WRi
+

   ：i番目の TRi’に関連する行列WR
+の要素を抜き出した行 

ベクトル 

x1   ：プーリの中心の x座標 

x2   ：モータ出力回転軸の中心の x座標 

X0   ：XY 平面上における任意の点の X座標 

XBi   ：ベース部対偶点の X座標値 

XEh   ：離散点位置の X座標値 

XPi   ：出力部対偶点の X座標値 

X’Pi   ：姿勢変化後の出力部対偶点の X座標値 

XRi   ：λRiに対応する固有ベクトル 

y1   ：プーリの中心の y座標 

y2   ：モータ出力回転軸の中心の y座標 

Y0   ：XY 平面上における任意の点の Y 座標 

YBi   ：ベース部対偶点の Y 座標値 

YEh   ：離散点位置の X座標値 

YPi   ：出力部対偶点の Y 座標値 

Y’Pi   ：姿勢変化後の出力部対偶点の Y 座標値 

ZBi   ：ベース部対偶点の Z 座標値 

ZEh   ：離散点位置の X座標値 

ZPi   ：出力部対偶点の Z 座標値 

Z’Pi   ：姿勢変化後の出力部対偶点の Z 座標値 

α   ：静止座標系 X軸回りの回転変位 

α1   ：出力点が偏差を生じながら変位したときの X軸回りの 
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回転変位 

α2   ：X軸回りの目標回転変位 

β   ：静止座標系 Y 軸回りの回転変位 

β1   ：出力点が偏差を生じながら変位したときの Y 軸回りの 

回転変位 

β2   ：Y 軸回りの目標回転変位 

γ   ：静止座標系 Z 軸回りの回転変位 

Δli   ：ワイヤ並進変位 

Δθe   ：出力点位置と最短距離にある目標軌跡上の点における 

目標回転変位とエンコーダによって計測した出力点に 

おける回転変位との差 

θ   ：ワイヤの角度 

θ1   ：プーリとモータ出力回転軸の中心間を結ぶ直線と x軸 

のなす角 

θ2    ：プーリとモータ出力回転軸の中心を結ぶ直線と 2円の 

共通接線のなす角 

θi   ：出力点と離散点を結ぶ直線とがなす角 

θr   ：隣り合う離散点の位置ベクトルのなす角 

θs   ：目標軌跡(直線)が X 軸となす角 

θw   ：ワイヤ巻き付け角 

λRi   ：( WRi
+)T WRi

+の固有値 

λR   ：λRiを対角要素とする対角行列 

μ   ：摩擦係数 

φ   ：出力部と XY 平面とがなす角 

φa   ：目標軌跡とその後の線分とのなす角 

φb   ：目標軌跡とその前の線分とのなす角 
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第 1章 緒論 

 

1.1 研究の背景と目的 

 近年，人が行っていた作業をロボットで代替することで，生産性の向上や人

の労働環境の改善が行われてきた．一方で，ロボットなどの発生力を人の作業

補助に利用したパワーアシストによる重量物運搬や介護補助装置が多く開発さ

れている．(1-6)．さらに障害や後遺症により失われた身体機能の一部をロボット

が代替することを目的とした装置の開発(7，8)やリハビリテーションの支援を目的

とした装置も開発(9-11)されている．これらの装置は，筋力や身体剛性のアシスト

および身体能力の測定を行うことで，人とロボットの新たな関係を築いている．  

本研究では，軽量かつ安全な人体装着型の人体動作測定，および補助装置装

置の開発を目的とし，その手段として，パラレルワイヤ駆動機構を用いた装置

およびその制御手法を提案する．パラレルワイヤ駆動機構はアクチェータによ

りワイヤの長さを調節することで出力部の位置・姿勢を制御可能な機構である．

パラレルメカニズムの剛体リンクの代わりにワイヤを使用するため，可動部が

線状化され，出力節を可動させる際のリンク自体の質量が無視できる．すなわ

ち，可動部の小型・軽量化が可能であり，かつ柔軟性を有することから，人体

への装着に適している(12,13)．また，万一システムが暴走した場合においても，

シリアルメカニズムや剛体リンクを用いたパラレルメカニズムと比較して安全

性が高いことも挙げられる． 

 本研究では安全面及び制御面から従来手法では困難とされる転倒実験装置と

スキルアシスト装置について，パラレルワイヤ駆動機構を用いた装置を開発し，

パラレルワイヤ駆動機構を用いた人体装着型装置の有用性を確認する． 

 

1.2   パラレルワイヤ駆動機構を用いた転倒実験装置 

1.2.1  研究の背景と目的 

  転倒は日常的に発生する偶発的な事故であるが，高齢者は健常者よりも転倒

の頻度が高い．また，高齢者の転倒は骨折などの大怪我から寝たきりにつなが

りやすい．そのため，高齢者の転倒予防のためのトレーニングなどが行われて

おり，そのための指標とするためにも易転倒性の評価方法の確立が重要視され

ている． 

 現在の易転倒性の評価方法においては，直立姿勢時における重心動揺の測定

によるバランス維持能力の評価(14)が主である．このような転倒評価の実験にお

いては，被験者を転倒させ負傷させる事態を引き起こすことは絶対に避けなけ
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ればならない．そのため，実際の転倒における挙動を測定し評価する方法は確

立されていない． 

 このことから，実際の転倒挙動を測定し評価する方法の確立が必要である．

また，安全な転倒実験の測定および定量評価のため，被験者の動作を規定し，

転倒時の被験者の姿勢や荷重の測定が可能であり，なおかつ転倒時に安全に被

験者を支持する実験装置が必要となる． 

 パラレルワイヤ駆動機構はワイヤで出力節を駆動するため可動部の小型・軽

量化が可能であり，かつ，柔軟性を有することから，身体になじみやすく体に

装着する機構に適する．同機構を転倒に対する身体能力の測定時に身体に装着

し，機構で身体を保持すれば，転倒後の被験者の安全が確保できるとともに，

ワイヤの長さや張力などを測定することで，転倒時の被験者の姿勢や作用する

負荷を測定・評価することが期待できる． 

 著者らは先に,パラレルワイヤ駆動機構を用いた座位における転倒実験装置を

開発し(15)，同装置による転倒実験から被験者の安全を確保した状態で転倒実験

が可能であること，被験者間および座位姿勢の変化で転倒挙動に違いが見られ

ることを確認した．このことから，パラレルワイヤ駆動機構を用いた装置は転

倒挙動の測定に対し有用であることを示した． 

  そこで立位におけるパラレルワイヤ駆動機構を用いた転倒実験装置を提案し，

同装置を用いた転倒に対する立位バランス能力の測定について検討し，提案す

る装置の有用性を確認する． 

 

1.2.2 従来の研究 

  転倒回避能力の評価については，多くの研究で検討されている．一般的な転

倒評価方法としては，ヒトのバランス能力と転倒を深く結びつけ，バランス能

力の評価より転倒に対する能力を評価する方法が提案されている．ここで，バ

ランス能力は一般的にフォースプレート(重心動揺計)を用いて評価され，同計測

器により，静的姿勢および動的姿勢における一定時間内の足圧中心の総移動距

離，足圧中心の変化の軌跡が描く図形の外周面積を計測し，その大小より易転

倒性の評価を実施している．また，重心動揺計による評価方法について検証す

る研究(16)も行われている． 

 転倒評価の研究として，堀川らは高齢者の易転倒性の評価(17)を，今本らは高

齢者の身体的転倒リスクの評価(18)を実施し，静的立位姿勢に着目した転倒評価

方法を検討した．また，高倉ら(19)や猪飼ら(20)や泉ら(21)は傾斜台や振動台の上で

の重心動揺の変化を測定し，動的な立位姿勢に着目した転倒評価方法を検討し

た．また，座位においても，西村らは足組み座位姿勢でのバランス能力を(22)(23)(24)，

川手らは座位上体動作時におけるバランス能力の評価方法を提案している．ま
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た姿勢制御を行うため転倒に影響すると考えられる下肢筋力が着目され，足関

節モーメントのトルクや足指把持力の測定による下肢筋力測定による転倒評価
(25) (26)も行われている． 

 しかし，いずれの方法も被験者の安定した姿勢保持状態における足圧中心の

みを転倒評価の対象とし，転倒瞬間および転倒リスクの高い状態で得られる同

データに着目した転倒評価は数少ない．これは，同実験を安全に実施可能な装

置が数少ないためである．同様の理由で，転倒リスクの高い状態における被験

者の挙動測定も困難となっている． 

提案する機構では，被験者の動作を規定し，転倒時に安全に被験者を支持す

る装置を目的とするため，転倒リスクが高い状態における人体動作測定が可能

である． 

 

1.3   パラレルワイヤ駆動機構を用いたスキルアシスト装置 

1.3.1  研究の背景と目的 

人の動作補助において，力の補助は必ずしも必要ではなく，手先の位置，姿

勢，移動軌跡を補助することが重要な場合が多い．例えば，作業の動作教示や

リハビリテーションでは，補助者の支援のもと人が自ら試行錯誤的に動作その

ものを学習したり，施術士の補助のもと患者自身の意思で積極的に四肢などを

動かしたりする必要がある．このとき補助者は，作業者の身体部を安定して保

持しながら，その動作を阻害しないように行うことが多い．つまりこれらには，

他者や外部からの能動的な力の補助ではなく，本人が主体的に動作し，それに

協調した動作の補助を外部から行うことで，四肢を中心とした位置や姿勢決め

の精度向上を行う支援が重要である．ここでは，そのような支援をスキルアシ

ストと定義する． 

このように同アシストは動作の学習が重要でありながら，現在のところ補助

者が不可欠である．しかし，近年進んでいる高齢化や人口減少のため，患者一

人あたりに充てられる理学療法士（PT）や作業療法士(OT)が不足し，機能回復

のためのリハビリテーションの補助を十分に受けられないことが問題となって

いる． 

さらに，人は正しい動作，技術を習得するために正確な動作を試行錯誤し，

自らの感覚にその動作をフィードバックし体得すが，自らの感覚で正しい動作

を体得するには多大な時間を要し，他者からの教示をそのまま動作に活かすこ

とも困難である． 

以上より，作業者や患者だけで効率的に動作を学習できるスキルアシスト装

置が望まれる．特に上肢は先端に手指を有するため，スポーツから日常生活動

作において重要な役割を有し，作業教示やリハビリにおける必要性が高い．さ
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らに，作業者や患者の負担軽減のため，自宅での使用や持ち運び可能な装置が

必要となる． 

そこで本研究では，補助者に代わって前腕動作のスキルアシストを可能とす

る，軽量な人体装着型装置の開発し，第 1 節で述べたパラレルワイヤ駆動機構

を用いた装置およびその制御手法を提案する．提案する機構では，パラレルワ

イヤ駆動機構に加え，定荷重ばねを用いたワイヤを牽引する駆動装置を有する．

同装置が非駆動状態では，定荷重ばねによりワイヤ張力を必要最低限に保ちな

がら，外力によりワイヤの引き出し，巻き取りが受動的に行われる．また，駆

動状態ではワイヤを強制的に巻き取ることで出力部の位置・姿勢を制御可能と

する．同ワイヤ駆動装置を有することで，機構へ人が変位を入力でき，さらに

出力節回転中心で同変位を測定して制御的な張力調整なしに出力点を目標軌跡

まで制御する． 

本論文では，まず，前腕に装着することを目的とし，定荷重ばねを有する回

転 2自由度パラレルワイヤ駆動機構および動作補助手法を提案する． 

さらに同機構の試作機を製作し，基礎的な実験を行ってスキルアシスト装置

としての有用性を確認する． 

 

1.3.2 従来の研究 

従来から人の動作補助を目的とした装置として，出力部に対して人が操作を

行う機構形式と，人体の一部を出力部として制御する装着式の機構が提案され

ている． 

前者の装置として，鴻巣らの提案する，剛体リンクを用いた並進 3 自由度の

機構形式(27)がある．同装置はインピーダンス制御を用い，自動車組立ラインに

おけるモジュール搭載作業時に，水平方向動作の慣性負荷に対する操作性の補

助を行う．大型部品の姿勢を拘束する必要があるため，剛体リンクを用いたオ

ーバーハング構造を用いることで高剛性を実現ししている．しかし，機体重量

および設置空間が大きく，持ち運びや自宅での使用を目的としたリハビリ装置

への応用は困難である．  

また，より小型の装置として，描画作業時のスキルアシストを目的とし，2自

由度平面 7 節平行クランク形機構を用いたロボットアーム(28)が立矢らにより提

案されている．同装置は受動関節を用いることで人の操作を機構へ入力でき，

人と協調しながら軌跡の補助を行う．剛体リンクを用いることで高精度な動作

が可能である一方で，操作者は出力点のみを把持するため，十分な人体保持が

できない．また，装着式に応用する場合でも，リンクと身体の干渉の問題によ

り操作者の動作を阻害してしまう．  

さらに，Yanlin らの提案する，トルク出力モータを用いてワイヤを牽引する 6
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自由度パラレルワイヤ駆動機構(29)がある．同装置は，上下左右に固定されたモ

ータから引き出された 8 本のワイヤで球状の把持部を支持する構造である．把

持部を任意方向へ変位させることでバーチャル環境に表示された物体の操作が

可能であり，インピーダンス制御によって同動作を補助する．しかし，出力点

をインピーダンス制御するとともに，ワイヤ張力も同時に調整しなければなら

ず，複雑な制御が必要である． 

一方，後者の装置として，小林らの提案する，定荷重ばねを利用してワイヤ

を牽引することでインピーダンス制御を行ってスキルアシストを実現するパラ

レルワイヤ駆動機構(30)がある．同機構は，定荷重ばねを利用したワイヤ牽引の

ほか，定荷重ばねと接続した直動動作する剛体リンクにより，自由度と同じワ

イヤ数でワイヤに張力を生じさせる構造である．それにより，通常自由度数に

加え 1 本以上のワイヤが必要なパラレルワイヤ駆動機構に比べ構造が簡素とな

る．しかし，同構造では剛体リンクの定荷重ばねとワイヤ張力との釣り合いに

より出力点位置が決定するため，摩擦などの損失が原因で位置決め精度が低い．

また，機構構造が原因で，ワイヤを牽引することで力を生じさせる方向と，ワ

イヤを繰り出しながら剛体リンクの定荷重ばねのみで力を生じさせる方向があ

り，出力する力に大きな異方性を有することが懸念される． 

また，Alamdari らの提案する，ロードセルによりワイヤ張力を，また慣性セ

ンサにより位置を測定しながら，インピーダンス制御を行って人の動作補助を

行うパラレルワイヤ駆動機構(31)がある．同装置は下肢のリハビリを目的として

おり，矢状面方向へ下肢を動作させるために 4 つの，冠状面方向へ下肢を動作

させるために 3 つのモータを用いている．機構は簡素であるが，出力点をイン

ピーダンス制御するとともに，ワイヤ張力も同時に調整しなければならず，複

雑な制御が必要である． 

提案する機構では，自宅での患者のみによるリハビリが可能な装置を目的と

するため，上記の機構と比較して軽量かつ簡素な装置を提案する．また，イン

ピーダンス制御を用いず，定荷重ばねを利用したワイヤ牽引のみでの簡素な制

御を行う． 

 

1.4 本論文の構成 

 本論文の構成を以下に示す． 

 

第 1章 緒論 

 本研究の背景，目的および従来の研究について説明する．また，本論文の構

成について述べる． 
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第 2章 パラレルワイヤ駆動機構 

 本研究で用いるパラレルワイヤ駆動機構について説明する．装置を構成して

いるパラレルワイヤ駆動機構の特徴について述べ，力学関係および張力解析法

について説明する． 

 

第 3章 立位バランス能力測定装置 

 本研究で用いる立位バランス能力測定装置について説明する．本装置を構成

しているパラレルワイヤ駆動機構を用いた機構部，サポート部，ワイヤ張力測

定部，フォースプレートの特徴・設計・製作についてまとめ，製作した実験装

置の仕様を紹介する． 

 

第 4章 転倒限界での足圧中心位置の測定 

 第 3 章で製作した装置を用いて，被験者の身体を装置の動きに追従させて傾

斜させる実験を実施し，バランスを保つことができなくなる限界での足圧中心

を測定した．その実験結果を被験者間で比較・考察し，提案する装置の有用性

を検討する． 

 

第 5章 傾斜姿勢時の重心動揺 

 同装置を用いて，被験者の姿勢を傾斜させた状態で重心動揺測定を実施し，

直立状態での結果と比較することで，その有用性を検討する． 

 

第 6章 ワイヤ駆動を利用したスキルアシスト装置 

提案する回転 2 自由度パラレルワイヤ駆動機構をスキルアシストによる人体

動作補助に応用するため，摩擦を利用したワイヤ巻き取り機構を提案・製作す

る．また，同機構および同装置を用いた人体動作補助装置の試作機を製作し，

さらに，その計測・制御系の製作を行う．  

 

第 7章 ワイヤ駆動を用いたスキルアシスト制御 

第 6 章で製作した試作機を用いたスキルアシストの方法として，連続軌跡動

作と不連続軌跡動作のスキルアシスト方法を示す．連続軌跡動作アシストでは，

直線，円，および楕円動作を，不連続連続軌跡動作では四角形，および自由曲

線を扱うこととし，それぞれについて目標点の算出方法を示す． 
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第 8章 試作機を用いたスキルアシスト実験 

試作機と第 7 章で述べた制御手法を用いて行った直線，円，楕円，正方形動

作スキルアシスト実験についてそれぞれ結果を示し，追従および繰り返し位置

決め精度評価を行う． 

 

第 9章 結論 

 本研究で得られた結論を要約して述べる． 



- 8 - 

 

第 2章 パラレルワイヤ駆動機構について 

 

2.1 緒言 

  本章では，パラレルワイヤ駆動機構の構造および機能，機構解析方法について

説明した後，パラレルワイヤ駆動機構の構造を説明し，同機構の動作範囲，必要

ワイヤ張力の算出を行う． 

 

2.2 パラレルワイヤ駆動機構 

2.2.1 機構の特徴 

 パラレルワイヤ駆動機構とは，図 2.1に示す従来のパラレル駆動機構のリンク

部分にワイヤを使用した図 2.2に示すような機構である． 

 パラレル駆動機構は複数の入力リンクにより出力節を支持・駆動するため，シ

リアルメカニズムに比べて大きな力を発生できる．それに加えてリンクをワイ

ヤとしたパラレルワイヤ駆動機構は高出力かつ軽量な機構である．また，同機構

はリンクにワイヤを使用するため，可動部が線状化され，出力節を可動させる際

のリンク自体の質量が無視できる．すなわち，万一システムが暴走した場合にお

いても，シリアルメカニズムと比較して安全性が高い．さらに，リンク自体に柔

軟性があり出力節が可撓性を有する。 

 以上より，パラレルワイヤ駆動機構は人体装着型の動作補助装置として非常

に適している． 

 

   

                  

図 2.1 パラレル駆動機構        図 2.2 パラレルワイヤ駆動機構  

    

出力節

リンク

ベース部

出力節

ワイヤ

ベース部
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2.2.2 Vector Closure の条件 

パラレルワイヤ駆動機構を任意の位置・姿勢へ制御するためには，出力節の動

作範囲内かつ，出力節に連結したすべてのワイヤ張力が零または引張状態とな

る必要がある．上述の第 2条件は Vector Closureの条件(32)(33)で表される．  

図 2.3のように出力節がm本のワイヤでベースに連結する n 自由度機構を考え

る．ただし，mは 1n 以上とする．出力節の運動を表す座標系を o- xyzとし，出

力節と各ワイヤの連結点の位置を表すベクトルを ir ( mi ~1 )とする．また，各

ワイヤの方向を表すベクトルを ip ( mi ~1 )，各ワイヤの張力を iT ( mi ~1 )とす

る．なお， iT の符号は引張状態において正とする．「パラレルワイヤ駆動機構」

を動作させるためには，n 次元空間におけるm個のベクトルが次の条件を満たす

必要がある． 

① 各ワイヤの張力 iT はすべて零以上である． 

② m本のベクトル ip のうち任意の n 本が線形独立である． 

③ iT が次式を満たす． 

 
0

1




m

i

iT ip  (2.1) 

上記の②および③は，任意の 1 本のワイヤが他のワイヤと引っ張り合い，つ

り合うための条件を示しており，これが成り立つとき，パラレルワイヤ駆動機構

を任意の位置・姿勢へ制御できる． 

 

 

図 2.3 m本のワイヤで連結された n自由度のパラレルワイヤ駆動機構 

 

 

 

出力節 z

x

y

o

ワイヤ

r1

p1

r2p2

p3

r3

ri

pi
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2.2.3 力学関係 

図 2.3 に示したパラレルワイヤ駆動機構が Vector Closure の条件を満たしてい

るとし，出力節に発生する力とワイヤ張力の関係を考える． 

出力節上の i番目の連結点において，機構が発生可能な並進力と同方向の成分

を ip から抜き出したベクトルを ipT ，機構が発生可能な回転力と同方向の成分を

)( ii pr  から抜き出したベクトルを )(  ii pr とし，これらのベクトルから構成さ

れるワイヤベクトル iw ( mi ~1 )を次式で定義する． 

 












)(

T

ii

i
pr

p
w

i  (2.2) 

さらに，各ワイヤベクトルをまとめ，ワイヤ行列W として次式に定義する． 

 
],,,[ 21 mwwwW   (2.3) 

各ワイヤ張力 iT を成分とするベクトルをT ，パラレルワイヤ駆動機構の発生力

を成分とするベクトルをFとすると，つり合い式は次式となる． 

 WTF   (2.4) 

ここで， 

 T
21 ),...,,( mTTTT   (2.5) 

とし，上付添字“T”は転置を表す． 

式(2.4)における行列は，パラレルワイヤ駆動機構の入力部であるワイヤの本数

に対し，出力節の自由度が小さいため正則ではなくなる．そのため，W の逆行

列を算出することができない.したがって，擬似逆行列


W を用い，発生力Fに対

するワイヤ張力T を次式で導出する． 

 
kWWIFWT )(  T

 (2.6) 

 
1TT )(   WWWW  (2.7) 

ここで， I はm次の単位行列，kは任意のm次列ベクトルである．特に，ワイ

ヤ本数が最小である 1nm の場合における張力T は次式で表される． 

 
vkFWT  T

 (2.8) 

ただし， 

 
]ˆ[ 1

1



 nwWv  (2.9) 

 
][ˆ

21 nw,,w,wW   (2.10) 

とする． 
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式(2.8)における右辺第 2項は，ワイヤが引っ張り合う内力を表しており，すべ

てのワイヤの張力が零以上となるようにkを決定する． 

 

2.2.4 固有値解析を用いた張力解析法 

2.2.4.1 外力に対する評価 

 式(2.8)より，パラレルワイヤ駆動機構に発生するワイヤ張力 T は発生力 F の

方向および擬似逆行列W＋に依存する．すなわち，パラレルワイヤ駆動機構を用

いた装置開発の際，装置各部の強度を推定するためには，出力節の位置・姿勢お

よび発生力を考慮して，ワイヤに発生する最大張力を推定する必要がある． 

 最大張力を求めるためには，機構が取り得るすべての位置・姿勢に関して任意

の発生力 F を式(2.8)に代入し，得られる張力 T を解析すればよい．しかし，任

意方向の発生力は無数に存在するため，詳細な解析には膨大な計算時間が必要

である． 

そこで，本研究では短時間でワイヤの最大張力の推定が可能な固有値解析を

利用した駆動特性解析を実施する．本節では，同解析方法を説明する．なお，以

下での説明は，最小ワイヤ本数である m=n+1の場合とする． 

まず，外力に抗する発生力Fにより決定される式(2.8)の右辺第 1項を外力項と

し，各ワイヤの張力がすべて零以上となるようにワイヤどうしが引張しあう内

力を表す第 2 項を内力項として定義する．本解析法では，外力項と内力項を独

立して扱い，互いの最大値を算出し加算することで，ワイヤに発生する最大張力

を簡便に推定できる． 

はじめに，右辺第 1 項における最大値の導出方法を説明する．外力項は 
W に

よる線形写像となっており，その最大値は固有値を利用して算出する．まず，次

式で示すように式(2.8)の右辺第 1 項をTとし，Tの成分である各ワイヤ張力を

iT  ( mi ~1 )とする． 

 FWT
  (2.11) 

 T

mTTT ),,,( 21
 T  (2.12) 

次に，発生力Fの成分である並進力を FT，回転力を FRとし次式で定義する． 

 
),( RT FFF   (2.13) 

 T
qnFFF ),,,( )(T2T1TT  F  (2.14) 

 
T

qFFF ),,,( R2R1RR F  (2.15) 

ただし， )~1(T qniF i  および )1(R nqiF i  は独立した i番目の方向への並
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進力および回転力を表し，並進方向の自由度を qn ，回転方向の自由度を qとす

る．さらに，出力節が発生する回転力 RF によるワイヤ張力は，式(2.11)から回転

力に関する成分のみを抽出し，次式で表す． 

 
RRR FWT


  (2.16) 

 
T

mTTT ),,,( R2R1R
 T  (2.17) 

ここで， 
RW は RF に乗じる成分のみを 

W より抽出した行列である．また，

RTは出力節に発生する回転力により，ワイヤに生じる張力 iTR
 ( mi ~1 )を成分

とするベクトルである．式(2.16)より， i番目のワイヤ張力 iTR
 に関連する行列


RW の要素を抜き出した行ベクトルを 

iRW とすると次式が導かれる． 

 RRR FW


 iiT  (2.18) 

さらに，式(2.18)の両辺を二乗すると，次式となる． 

 RR
T

R
T

R
2

R )( FWWF



iiiT  (2.19) 

ただし， 
ii R

T
R )( WW は実対称行列であり，その固有値を )~1(R qii  ，対応す

る固有ベクトルを )~1(R qii X とし， iRX を列の成分とする行列 iRP は次式で定

義する． 

 
),,,( R2RR1R qi XXXP   (2.20) 

これより，行列 
ii R

T
R )( WW は直交行列となる iRP によって，次式のように分解，

および対角化される． 

 i
T

ii
T

i RRRRR )( PλPWW 
  (2.21) 

また，固有値 qR2R1R ,,,   を対角要素とする対角行列 Rλ の関係を用いると，

式(2.19)は次式のように表される． 

 RRRRR
2

R )( FPλFP i
T

iiT   (2.22) 

ここで， RR FP i を RF̂ で表し，その要素を )ˆ,,ˆ,ˆ( R2R1R qFFF  とし，任意の方向へ

発生する回転力 RF の大きさを RF とする．また，式(2.22)において， RR FP i は RF

に対して大きさを変えない直交座標変換であることから次式が成り立つ． 

 2
R

2
2R

2
1R

2
R

ˆˆˆ
qFFFF    (2.23) 

なお，式(2.19)における 
i

T
i RR )( WW は準正定値行列であり，その固有値は零以

上となる．したがって，任意方向への大きさ RF である回転力 RF の発生に対し，

ワイヤ張力の最大値 iT max,R
 は次式で表される． 

 
Rqi FT  ),,,.(max R2R1Rmax,R    (2.24) 

また，出力節に発生する任意方向への並進力によりワイヤに生じる張力の最
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大値 iT max,T も同様の過程で導出することが可能である． 

 

2.2.4.2 内力に対する評価 

次に，右辺第 2 項における最大値の導出方法を説明する．前目で検討した式

(2.8)における右辺第 1 項は，発生力に対して各ワイヤ方向に必要な張力を示す

が，その値は発生力の方向により負となる場合がある．しかし，ワイヤ張力は常

に零以上とする必要があるため，第 2 項により，各ワイヤ張力間のつり合いを

保ちつつ，内力を発生することで，ワイヤ張力を零以上とする．したがって，式

(2.8)の右辺第 1 項によるワイヤ張力Tが明らかであれば，次式により k の値が

決定される． 

 










 








m

m

v

T

v

T

v

T
k ,,,.max

2

2

1

1   (2.25) 

ここで， )~1( miTi  はTの成分であり，いずれかは負となる最小値である．

また， )~1( mivi  は式(2.9)で表される v の i番目の成分である．これより，各ワ

イヤ張力 iT は次式となる． 

 
iii kvTT   (2.26) 

ただし，Tの成分である )~1( miTi  はFの方向により変化するため，各ワイ

ヤ張力を求めるには，それぞれの方向におけるTを求め，その後，k の値を決定

する必要がある．しかし，同方法では，多量の計算を要するため，ここでは，前

目で得られた各ワイヤに関する外力項の最大値を用いて内力項を決定する．な

お，出力節が発生する並進力と回転力については，前目と同じく独立に扱うこと

として，今回は，回転力が発生する場合を例として考える． 

 機構がある位置・姿勢において，発生可能な任意方向の回転力 RF に対する外

力項から決定される最大ワイヤ張力の大きさ )~1(max,R miT i  を式(2.24)から得た

とすると，式(2.8)の k に相当する値 maxRk は次式により表される． 

 










 








m

m

v

T

v

T

v

T
k

max,R

2

2max,R

1

1max,R
max ,,,.max   (2.27) 

これより，内力項は ivk maxR となるため，機構が発生可能な任意方向への回転

力に対する i番目の最大ワイヤ張力は次式により表される． 

 
iii vkTT  maxRmax,Rmax,R  (2.28) 

 また，機構がある位置・姿勢において動作可能な任意方向へ並進力を発生する

場合の各ワイヤの最大張力 )~1(max,T miT i  も以上の方法で同様に決定する．さ

らに，出力節が並進力と回転力を同時に発生する場合では，それぞれの発生力に
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対する最大張力 ii TT max,Rmax,T , を求め，これらの和を i番目の最大ワイヤ張力と

する． 

 

2.3 結言 

 本章では，まず，パラレルワイヤ駆動機構の構造および機能について述べた．

同機構は，ワイヤを用いることで，軽量，柔軟な特徴を有し，人体への装着に適

している．同機構は，動作条件として Vector Closureの条件を満たす必要があり，

これを基に力学関係および張力解析法を示した．張力解析では，短時間でワイヤ

の最大張力の推定が可能な固有値解析を用い，ワイヤに働く張力を内力項と外

力項に分けて算出する方法を示した． 
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第3章 立位バランス能力測定装置 

 

3.1 緒言 

 本章では，立位バランス能力測定のために製作した実験装置の概要および機

能について説明する．また，実験装置の各部の概要・設計・制御方法について

順に説明する． 

 

3.2 立位バランス能力測定装置の概要 

 本論文で行う転倒実験は，安全な転倒挙動の測定およびその定量評価が目的

である．そのため，以下に示す機能が必要となる． 

(1) 被験者を安全に支持し，実験中は被験者を過度に拘束しない機構 

(2) 被験者の身体動作を規定することが可能 

(3) 転倒評価の指標として足圧中心および負荷荷重の測定 

 転倒に対する立位バランス能力を測定するため，これらの機能を有する実験

装置を設計・製作した．図 3.1 に製作した立位バランス能力測定装置の概要を示

す．本装置は，パラレルワイヤ駆動機構を用いた被験者の動作制御および身体

支持を行う機構部，被験者の足圧中心位置(以下，COP とする．)を測定するフォ

ースプレートで構成されている．また，フォースプレート上には被験者の足圧

分布を測定するため，圧力分布測定装置(アニマ：MD-1000)を設置する． 

 

X (a)

Z (g)

O

1030
1420

1
2
2
3

2
0
9
3

[mm]

XF

YF

OF

Y (b)

ワイヤ

サポート部

フォースプレート

球対偶
駆動部

張力測定部

機構部

ベース部

 

図 3.1 立位バランス能力測定装置の概要 
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 本装置のサポート部は，4 本のワイヤの伸縮でベース部の静止座標系 O-XYZ

上の各軸周りに回転運動が可能である．そのため，被験者の身体にサポート部

を装着することで，被験者の身体動作の制御・保持を行う．これにより転倒実

験において，転倒と同時に被験者の身体がサポート部で保持されるため，安全

な転倒挙動の測定が可能である．サポート部には図 3.2(a)のようなベルト式また

は同図(b)のようなハーネス式を用いる． 

 フォースプレートは，一辺の長さが 350mm の正方形状であり，XY 平面に作

用する鉛直荷重を大きさ 1.0N，位置 1.0mm の分解能で測定できる．フォースプ

レート上には，静止座標系 OF-XFYFを設定し，被験者の COP の位置を表す．な

お，同座標系の原点 OFはフォースプレートの中心であり，YF軸は Y 軸と一致し

ており，点 O と点 OF間の距離は 230mm である．圧力分布測定装置は，厚さが

5mm，一辺の長さが 350mm の正方形板である．表面のセンサシート部は，3600

の測定箇所にマトリックス状に等分割され，垂直荷重の大きさを各々100mm2あ

たりの圧力として出力する．測定圧力の範囲は 10.0～400.0kPa であり，分解能

は 0.1kPa である． 

 

 

(a) ベルト式サポート部  (b) ハーネス式サポート部 

図 3.2 サポート部の概要 

 

3.3 機構部の設計・制御 

3.3.1装置の動作範囲 

 立位における身体動作は自由度が大きい．そこで，本研究で対象とする立位

における身体動作は，図 3.3 に示すように被験者の足関節を中心とした，前後傾

斜，側方傾斜，回旋の回転 3 自由度の運動に限定する．n 自由度(n は自然数)の

パラレルワイヤ駆動機構は，n+1 本以上のワイヤが必要である．そのため，本機
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構では 3 自由度とするため，同自由度の実現に必要な最小のワイヤを用いる． 

 機構の姿勢は図 3.4 に示すベース上の静止座標系 O-XYZ，支柱の中心を原点 P

とした動座標系 P-xpypzpで表す．静止座標系 O-XYZ は球対偶の中心を原点 O と

し，Z 軸を鉛直上向き方向，Y 軸を装置前面方向とする右手直交絶対座標系であ

る．サポート部の姿勢は，X，Y および Z 軸回りの順に回転する角変位a，bおよ

びgで表す．これらの回転運動により，被験者の前後傾斜，回旋，側方傾斜の運

動を制御することで被験者の動作を規定する．なお，a，bおよびgがいずれも零

である初期姿勢とする． 

 出力節の動作範囲決定のため，被験者が運動可能な足首周りの回転角度の調

査を行ったところ，被験者が意識して傾斜可能な角度は最大 11deg であった．そ

のため，a， b，gの最大値を 20deg とし，出力節の動作範囲を各軸周りに-20～

20deg と設定する． 

 

前後傾斜

側方傾斜

回旋

      

O

X

Y

Z

xp

yp

zp

P

a

b

g

ベース

出力節

 

図 3.3 立位姿勢時の身体動作         図 3.4 回転 3自由度 

パラレルワイヤ駆動機構 

 

3.3.2 パラレルワイヤ駆動機構の運動学解析 

 パワレルワイヤ駆動機構は，ワイヤ長を伸縮させることで出力節の姿勢を制

御する．そこでサポート部の姿勢制御を行うため，回転 3 自由度パワレルワイ

ヤ駆動機構の逆運動解析を行い，目標とするサポート部の回転変位から各ワイ

ヤに必要な並進変位を算出する． 

 本研究で用いる回転 3 自由度パラレルワイヤ駆動機構には，出力節に 4 つの

ワイヤが連結される．このうち，出力節上の連結点が 3 点決定すれば，従属的

に残りの連結点位置が決定する．よって，順運動学解析では解析対象とする機
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構を 3 本の剛体リンクにより構成されるパラレル駆動機構とみなす． 

 回転 3自由度パラレルワイヤ駆動機構における逆運動学解析について図 3.5を

用いて説明する．出力節に回転変位を与えた場合の各軸周りの変換行列 D は次

式で示される． 
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よって，姿勢変化後のワイヤと出力節の座標との連結点の座標は次式で表され

る． 
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以上より，ワイヤの並進変位
il は，姿勢変化前のワイヤ長を

il ，姿勢変化後の

ワイヤ長を
il ，入力節

iBJ ,
の座標 ( )iBiBiB zyx ,,,

をとして次式のように表される． 

iii lll −=         (3.5)  

2

,,

2

,,

2

,,

2

,,

2

,,

2

,, )()()()()()( iBiPiBiPiBiPiBiPiBiPiBiP zzyyxxzzyyxx −+−+−−−+−+−=  (3.6) 

上式により得られる並進変位分のワイヤをアクチュエータにより巻き取ること

で，目標の回転変位を実現できる． 
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図 3.5 3本の剛体リンクにより構成されるパラレル駆動機構 

 

3.3.3 機構寸法の決定 

 次に機構寸法の決定を行う．パラレルワイヤ駆動機構では機構の寸法，出力

節の姿勢および出力節に発生する力に依存して，ワイヤに発生する張力が変化

する．そのため，図 3.6 に示すパラレルワイヤ駆動機構の各寸法 a～f を設計変

数として定義し，2 節で決定した可動範囲を満たす中で，張力が抑制されるよう

な設計変数の組み合わせを求める． 

 被験者の身体構造から，c=200mm，f=900mm と決定し，残りの変数について

解析する．まず，最大張力の解析対象としたい機構寸法を決定する．次に，出

力節の可動範囲内で，を 1deg ずつ変化させながら駆動特性法により，各々の，

における最大張力を求める．なお，出力節に作用する発生力は単位回転力とし

て扱い，単位回転力に対する可動範囲内での最大張力を算出して，当初解析対

象とした機構寸法における最大張力値とする．以上の流れを，解析対象とする

機構寸法を変化させながら繰り返し，最適な機構寸法を決定する． 

 解析の結果，装着性と張力抑制を考慮し a=500mm，b=600mm，d=0mm，e=0mm

と決定した．決定した機構寸法を表 3.1 に示す． 
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図 3.6 パラレル駆動機構の機構寸法 

 

表 3.1 パラレル駆動機構の機構寸法 

a[mm] b[mm] c[mm] d[mm] e[mm] f[mm] 

500 600 200 0 0 900 

 

次にワイヤの最大張力を算出し，ワイヤ径とアクチュエータの選定を行う． 

決定した機構寸法において 1Nm の回転力を発生するために必要な最大張力は

7.55N であった．そこで，被験者保持に必要となる最大回転力を算出し，必要な

ワイヤ張力を算出する． 

 最大張力算出のため，図 3.7 に示すような被験者モデルを用いる．同モデルの

質量中心と体重を決定し，転倒を保持するために必要な回転力を推定する．被

験者モデルの質量中心位置および被験者モデルの体重として，AIST 人体寸法デ

ータベースより得た成人男子の体重 95%タイル値 135.3cm と 76.6kg を用いる． 

 以上より，機構の可動範囲が最大で 20deg となることを考慮すれば，被験者

モデルを保持するために必要な回転力は 348Nm と想定される． 

 同値に，1Nm の回転力を発生するために必要な最大張力 7.55Nm を乗算すれ

ば，ワイヤに作用する最大張力値として 2627N(268kg)が算出される．以上の張

力値を参考に，ワイヤ径を 2.5mm，アクチュエータを表 3.2 に示す AC モサーボ

ータを選定した． 

 ワイヤを巻き取るプーリの直径を 30mm とすることで．モータに必用なトル

クは約 40Nm と推定される．同値はモータの瞬時最大トルク内に収まり，転倒

時の被験者を安全に保持できる． 
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被験者の質量中心

Fg

m1

fmax

m2

f

l

fmax = 20 

  l = 1353

  f = 900

 Fg = 76.6 × 9.81

  m1  =  Fg  × (l - f)  × sinfmax

  m2  = Mg   × f   × sinfmax + m1

         = Fg   × l   × sinfmax

               = 348

 

図 3.7 被験者モデルに作用する回転力 

 

 

 

表 3.2 AC サーボモータの仕様 

仕様 

形式番号 TS4609 

質量[kg] 3.7 

出力[W] 400 

減速比 1:25 

回転速度[min-1] 120 

定格トルク[Nm] 26.4 

瞬時最大トルク[Nm] 79.2 

 

3.4 サポート部の製作 

 本装置の用途は立位バランス能力の評価であり，多くの被験者で実験を行う

必要があるため，様々な体格の被験者で実験可能とする必要がある．そのため，

被験者を支持するサポート部として，ベルト式サポート部およびハーネス式サ

ポート部を製作した． 

ベルト式サポート部は，皮製のベルトで被験者の胸部を囲み，転倒した際の
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被験者を柔軟に支持することが可能である．また，ベルトの長さは被験者の胸

囲に合わせて調節可能である．なお，ベルトのみでは拘束力が弱く，身体動作

の規定が難しいため，ベルトの下部に補助用のフレームを取り付ける．同フレ

ームは被験者の横方向への傾斜に対し身体動作を補助する．設置位置は被験者

の両脇とし，被験者の両脇位置に合わせて調節可能である． 

AIST 人体寸法データベースより人体寸法を調査し，腋窩高および胸部横径か

ら，ベルト長さ SLは 0～1300mm まで，ベルト高さ Slは 950～1500mm まで，フ

レーム幅 Saは 200～400mm まで可変可能とした．ベルト式サポート部の概略お

よび各部の可変範囲をそれぞれ図 3.8，表 3.3 に示す．なお，被験者の横方向を

支持するフレームと背中上部には緩衝材として弾力性のあるウレタンを貼り付

け，転倒時の被験者への負担を軽減する． 

 ハーネス式サポート部では，図 3.9(a)に示すように実験装置の上部からワイヤ

により吊り下げ固定したハーネス(インターリハ製)を同図(b)，(c)に示すように

被験者の胸部および大腿部に装着する．ワイヤの長さは，ハーネスを装着させ

た被験者に対し，違和感を与えない程度の長さに調節する．ハーネス式サポー

ト部は，ベルト式サポート部と比べ被験者に与える拘束力が小さいため，本研

究では重心動揺の測定において使用する． 

 

Sa

S
l

 

図 3.8 ベルト式サポート部の概略 
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表 3.3 ベルト式サポート部の可変機構 

可変部位 可変範囲[mm] 

SL 0～1300 

Sa 200～400 

Sl 900～1500 

 

 

(a) 装置に固定したハーネス    (b) 胸部保持部       (c) 大腿保持部 

図 3.9 ハーネス式サポート部の概略 

 

3.5 ワイヤ張力測定部の製作 

 ワイヤの張力を測定するために，ワイヤの途中に張力測定部を設置した．同

部では，ひずみゲージ(ゲージ率 2.15)を貼付した張力測定用プレート(材質：ジ

ェラルミン)によってワイヤ張力の大きさを検出する．同プレートの寸法を図

3.10 に示す．また，出力電圧の取得方法として 2 枚ゲージ法を用いる．さらに，

出力電圧は DEICY 製マルチストレインアンプ MA-201ST を用いて増幅および

200Hz のローパスフィルタリングを施した．また，増幅された出力電圧は

Interface 社製 AD ボード PCI-3634(分解能：12bit)を用いてデジタルデータに変換

する． 

 0～400N の範囲で 100N 毎に荷重をプレートに加えて出力電圧を測定し，各ワ

イヤの張力測定部で検出される単位出力電圧あたりの荷重を求めた．同値を表

3.4 にまとめる． 
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図 3.10 張力測定用プレートの概略 

 

表 3.4 ワイヤ張力測定部の単位出力電圧あたりの荷重 

ワイヤ No 荷重[N/V] 

1 0.004707 

2 0.00463 

3 0.004595 

4 0.004739 

 

3.6 フォースプレートの設計・製作 

 実験装置の座面にフォースプレートを設置し，転倒実験中における被験者の

COP を測定する．この実験装置にはフォースプレートを 2 枚作成し，片足毎の

COP および荷重の測定をすることで詳細な転倒挙動の測定を可能にする． 

 本フォースプレートでは，その面が互いに垂直な起歪材を設置することで 3

軸方向の荷重検知を実現した．フォースプレート天板に荷重が作用した際，天

板からボールジョイントを介して，内部に設置された起歪材へ荷重が伝達され

る．この時の各起歪材のたわみをひずみゲージ(ゲージ率：2.18)により検出し，

荷重を推定することで，被験者の COP を測定する．なお，2 枚のフォースプレ

ート上には座標系 OF-XFYFを設ける．また，今回はフォースプレート上に圧力分

布測定装置を設置するため，2 枚のフォースプレート上に一辺の長さが 350mm

の正方形板の金属板を介し，1 枚として使用した．同座標系の原点と実験装置の

位置関係を図 3.11 に示す．同図は，図 3.1 に示した実験装置を Z 軸方向から見

たときのフォースプレートと球対偶である．座標系 OF-XFYFは，各フォースプレ

ートの中心を結ぶ直線の中点を原点とし，YF 軸を装置前面方向とする右手座標

系である．製作したフォースプレートの概要を図 3.12 に示す． 
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図 3.11 立位バランス能力測定装置における座標系 OF-XFYF 
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図 3.12 フォースプレートの概略 

 

3.7 結言 

本章では，被験者が安全に転倒実験を行えるように，立位バランス能力測定

装置の各部の機構寸法を設計・製作した． 
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第 4章 転倒限界での足圧中心位置の測定 

 

4.1 緒言 

本論文では，被験者が静止立位状態で身体を傾斜させた場合に，バランスを

保つことができなくなる限界を転倒限界と呼ぶ．本章では，被験者の転倒限界

での COP を測定し，その結果から実験装置の有用性を述べる．  

 

4.2 転倒限界の測定実験 

4.2.1 装置の装着方法  

 測定装置を装着した被験者の正面および側面からの様子を図 4.1(a)および(b)

に示す．サポート部はベルト式である．測定時には図 4.2に示すように被験者の

初期姿勢での立ち位置を指定する． 

まず，図 4.2(a)に示すように，被験者の背中および臀部を結ぶ青破線が Z 軸とほ

ぼ平行になるように立位姿勢をとり，被験者の肩峰点，大腿骨の大転子，くる

ぶしの 20mm 前方の位置を接続した赤破線が Z 軸と平行になるようにする．Z

軸と被験者背面までの距離は約 80mm とする． 

次に，足部は図 4.2(b)に示すように，青破線で示す足指の内側の接線をおおよ

そ Y 軸に平行とし，背中から肩峰点までの距離 Ls [mm]と，くるぶしから足先先

端までの距離 Lu [mm]を測定する．これらの値より，くるぶしが前述した位置と

なるように原点 Oから被験者の足先の距離 Ltの値を指示する． 

 また，図 4.2(b)に示すように，両足支持における被験者の両足間の幅 Lw は被

験者の足長 Lf[mm]および足幅 Lb[mm]を考慮し，足型を囲う矩形が正方形となる

ように次式で算出する． 

2w f bL L L= −             (4.1) 

なお，右足と左足の位置は Y 軸に対称とする．さらに，図 4.2(c)に示すように，

片足支持における足の接地位置は，第 2 指先端と踵後端を結ぶ直線が Y 軸と重

なるように設定する． 
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(a) 正面      (b) 側面 

図 4.1 測定装置を装着した被験者 
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(a) 側面                   (c) 片足支持での足型 

図 4.2 被験者の初期姿勢での立ち位置 

(b) 両足支持での足型 
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4.2.2 測定方法 

 測定は両足および片足支持状態を対象に以下の手順で行った． 

(1) 装置を初期姿勢として被験者の胸部をサポート部のベルトで囲む．被験者

は 4.2.1で述べた直立姿勢とする． 

(2) サポート部の傾斜方向を設定後，装置を動作させてCOPの測定を開始する．

被験者は，身体がサポート部にふれる程度に装置の動作に追従し，身体を傾斜

させていく．ただし，姿勢の変化は足関節の回転で行い，足関節より上部は直

立姿勢を保つようにする． 

(3) 被験者は，立位状態を保つことが不可能となりバランスを失った瞬間にサ

ポート部に身体を託す．装置は，被験者がバランスを保てなくなりサポート部

に寄りかかったときのワイヤ張力の増加を検知すると同時にサポート部の動作

を停止し，初期姿勢に復帰する．  

 被験者の両足支持の様子は図 4.1に示すとおりである．また，片足支持では図

4.3に示すように，支持脚の膝を伸ばし，遊脚の脛側中足点を支持脚の内果に接

触させる．サポート部の動作は，被験者が容易に追従できる 1.0deg/s の等速回転

運動とした．測定時には COP，ワイヤ張力を 20Hz のサンプリングレートで測定

した．両足支持における傾斜方向は図 4.4(a)に示す①～⑩の順に計 10 方向，片

足支持は図 4.4(b)に示す①～⑦の順に計 7方向とした．なお，両足支持における

②～⑦の傾斜方向 [deg]は，図 4.4(a)に示すように第 1指内側に接する Y 軸に平

行な青破線と，第 1 指の先頭に接する X 軸に平行な青点線との交点を赤点線で

示すように原点と結び，赤点線と第 5 指の中足指節関節(MP 関節)を結ぶ角度を

3等分することで決定する．また，右片足支持における②～⑥は Y 軸から右回り

に=30，60，-30，90，-90deg，左片足支持における②～⑥は左回りに =-30，-60，

30，-90，90deg とする．これらの角度は，被験者がサポート部の傾斜方向と平

行に COP を移動させ易いように，バランス維持に重要と指摘されている(34)足指

の関節位置を主に考慮して決定した．測定対象は表 4.1に示す健常者 12 名(平均

年齢 31.7±10.7 歳；男性 8名，女性 4名)とする． 
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図 4.3 片足支持での被験者の姿勢 
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(a) 両足支持での足型          (b) 片足支持での足型 

図 4.4 傾斜方向 
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表 4.1 転倒限界を測定した被験者の性別，年齢，身長および体重 

被験者 性別 年齢 [years] 身長 [mm] 体重 [kg] 

1 男性 21 1790 60 

2 男性 23 1740 64 

3 男性 24 1830 65 

4 男性 33 1730 70 

5 男性 34 1690 66 

6 男性 47 1650 61 

7 男性 47 1600 57 

8 男性 48 1750 82 

9 女性 21 1590 48 

10 女性 23 1690 67 

11 女性 24 1600 45 

12 女性 35 1630 45 

平均±標準偏差 

男性 34.6±11.5 1722.5±74.2 65.6±7.7 

女性 25.8±6.3 1627.5±45.0 51.3±10.6 

計 31.7±10.7 1690.8±79.0 60.8±10.9 

 

4.2.3 転倒瞬間の判別 

  測定結果の例として以下に身長 1830mm，体重 65kgの 24歳成人男性(表 4.1

の被験者 3)と，身長 1690mm，体重 66kgの 34歳成人男性(表 4.1の被験者 5)の 2

名で行った測定結果を示す．まず，前節で述べた測定において，各ワイヤ張力

から求められる X，Y および Z 軸周りのモーメントの平方二乗和値である点 O

周りの合モーメントと，フォースプレートで測定する被験者の COP の時間に対

する変化から，転倒瞬間の判別を行う方法について検討する．図 4.4(a)の方向④

へ被験者 3 が姿勢を傾斜した場合の，装置動作開始時からの合モーメントおよ

び COP の移動量の時間に対する変化を図 4.5 に示す．図 4.5 より，測定開始か

ら約 24s 後に合モーメントおよび COP が急変している．これは，被験者がバラ

ンスを維持できなくなり姿勢を崩して COP が急変し，サポート部に寄りかかっ

たためである．いずれの変化も顕著であるが，本論文では転倒時の COP，すな

わち，転倒限界での足圧中心位置の測定を目的とするため，COP が急変する時

間を転倒瞬間の判別に用いる．ただし，先述のとおり装置は合モーメントの急

変により被験者の転倒を判断し停止する． 
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図 4.5  合モーメントおよび COP の変化 

 

4.3  転倒限界の測定結果 

4.3.1 両足支持での測定結果 

各被験者の両足支持および片足支持での実験結果を付録 A に示す．ここでは

例として差が見られやすい被験者 3および被験者 5の両足支持における COP の

変化および転倒限界での COP をそれぞれ赤小丸および青四角で，測定時の各被

験者の足部接地状態の足型とともに図 4.6 に示す．片足支持状態での結果を図

4.7に示す．なお，座標系には図 3.11に示したフォースプレートの中心を原点と

する OF-XFYFを用いている． 

図 4.6より，いずれの被験者においても設定した傾斜方向にほぼ追従できてい

る．また，転倒限界の COP は，いずれの場合も足のふちの内側であることが確

認される．これは，被験者の COP は静力学的な釣り合い条件より足の支持基底

面を超えられないためである． 

ただし，両足支持状態において，被験者 3 では足先への傾斜である方向①～

⑦で，被験者 5では全方向において転倒限界が足のふちに達していない．また，

図 4.7より片足支持状態において，いずれの被験者も方向①の転倒限界は両足支

持の場合とほぼ同様であるが，横方向および斜め前方向では足のふちより明ら

かに内側となっている． 

 COP が足のふちに達する前にバランスを失う原因として，前方向の傾斜に関

しては，図 4.8に示すようにつま先立ち状態となり足指に大きな力が作用し，指

による支持力が限界に達することが考えられる．また，後方に関しては，足関

節に作用するモーメントが関節の発生力の限界に達するためと考えられる．さ

らに，片足支持状態では，接地していない足を図 4.3に示すように支持脚に密着

しているため，身体の左右のバランスをとりにくく，また，大きなモーメント

が足関節に作用することなどが原因と考えられる．ただし，詳細な考察は，立
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位バランス能力の評価の観点のみからでなく，足関節の発生力，可動域，足圧

分布などを測定した上で，バイオメカニクス的な検討が必要であり，将来的な

課題の一つである． 

 なお，図 4.6(a)における被験者 3の方向⑧での転倒限界は足のふちを超えてお

り，支持基底面の外に COP が存在している．これは図 4.9 に示すように，身体

側面方向への身体傾斜角度が大きくなると足関節を内転し，測定開始時には接

していなかった足の横ふちで身体を支えるためである． 
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(a) 被験者 3 
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(b) 被験者 5 

図 4.6 両足支持における COP の変化および転倒限界での COP 
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4.3.2 片足支持での測定結果 

COP 転倒限界転倒限界でのCOP
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(a) 被験者 3(右片足支持)       (b) 被験者 3(左片足支持) 
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(c) 被験者 5(右片足支持)       (d) 被験者 5(左片足支持) 

図 4.7片足支持における COP の変化および転倒限界での COP 

 

 

図 4.8 前方傾斜時の右足(被験者 3) 
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図 4.9 側方傾斜時の右足(被験者 3) 

 

4.3.3 転倒限界評価値の算出  

測定した転倒限界により，立位バランス能力を評価する方法として，図 4.6(a)

に示すように■を直線で接続した領域の面積を用いることを検討する．本論文

では，同領域を COP 可動域と呼ぶ．さらに，身体寸法の異なる被験者の COP

可動域を比較するために，幾何学的に COP が存在可能な支持基底面に対する

COP 可動域の割合を用いる．支持基底面は，図 4.10に示すように，両足支持の

場合，赤実線で両足の足型の外側を囲む面，また，片足支持の場合は右片足支

持での例を示す，青実線で各足の足型の外側を囲む面とし，支持基底面の面積

A[mm2]により COP 可動域の面積 T[mm2]を除した面積比 TAを評価に用いる． 

以上のようにして求めた，A，T および TA をそれぞれの測定結果に対して図

4.6，4.7 中に記す．被験者 3 と 5 の TAを比較すれば，被験者 3 は，両足，片足

支持のいずれにおいても大きな数値を示し，被験者 5 に比べ立位を保ちながら

姿勢を大きく傾斜できることが把握される．図 4.11 には全被験者の両足支持，

右片足支持，左片足支持それぞれの TAの値を示す．被験者数が少ないため，お

およその傾向であるが，被験者全体の TAの平均値に着目すると，両足支持で 0.47，

右片足支持で 0.22，左片足支持で 0.19であった．これより，両足支持では TAの

値が片足支持の 2 倍以上であり，安定している．また，両足支持での TAの値を

同年代で比較すると，男性に比べ女性は減少する傾向にあり，20 代では 0.07，

30代では 0.09減少する．また，TAの値を同性別で比較すると，年齢が上がるに

つれて減少する傾向にあり，男性では年代が上がるにつれて約 0.08 ずつ減少，

女性では 0.10 減少している．片足支持においても同様の傾向が見られるが，TA

の値が全体的に両足支持に比べ半分以下となっており，年齢や性別間の差の値

も小さい．  
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図 4.10 支持起底面の定義 
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図 4.11 全被験者の両足支持，右片足支持，左片足支持それぞれの TAの値 
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4.4 測定結果の統計処理 

4.4.1 平均値間の差の検定 

 測定結果に関して，被験者数は 12名と少ないが参考までに，年齢，性別など

による差の有意性について検討するため，平均値間の差の検定(以下，t 検定とす

る．)を用い統計処理を行う．t 検定には，対応のある場合と対応のない場合があ

るため，以下に，有意水準を 5%とした場合での両者の手順について説明する． 

 

(1) 対応のある t 検定の手順 

対応のある t 検定は，同じ被験者に対し 2つの条件下で測定した値を比較する

場合に用いられる．同検定では，被験者数を k，各条件下で測定した値の平均値

を
1X ，

2X ，標準偏差を 1S ， 2S ，相関係数を r とし，統計量 t0の値を次式で算

出する． 

)1/()2( 21

2

2

2

1

21
0

−−+

−
=

kSrSSS

XX
t      (4.2) 

有意差検定では，有意水準を 5%とする場合，t 分布表から自由度 df=k-1，

0.05/2=0.025に対応する t の値を求め， 0t ≧t(df，0.025)のときは有意差あり， 0t

＜t(df，0.025)のときは有意差なしと判定する． 

 

(2) 対応のない t 検定の手順 

対応のない t 検定は，2つの被験者群に対し測定した値を比較する場合に用い

られる．同検定では，各被験者群における被験者数を k1，k2，平均値を 1X ，
2X ，

標準偏差を
1S ， 2S とする．結合不偏分散 U2および統計量 t0の値を次式で算出す

る． 

 )2/()( 21

2

22

2

11

2 −++= kkSkSkU      (4.3) 

)/1/1( 21

2

21
0

kkU

XX
t

+

−
=        (4.4) 

有意差検定では，有意水準を 5%とする場合，t 分布表から自由度 df=k1+k2-2，

0.05/2=0.025に対応する t の値を求め， 0t ≧t(df，0.025)のときは有意差あり， 0t

＜t(df，0.025)のときは有意差なしと判定する． 

 

4.4.2 青年群と中年群の比較 

図 4.12 に示すように，被験者を 6 名ずつ 20 代の青年群と 30～40 代の中年群

に分け，両群間の TAの値を対応のない t 検定により有意水準を 5%として確率 p

値を求め判定した．さらに，同図中には，両群内で右片足支持と左片足支持に

おける TAの値を対応のある t 検定により，有意水準を 5%として確率 p値を求め

判定した結果を示す．なお，TA の平均±標準偏差は青年群において，両足支持

で 0.52±0.063，右片足支持で 0.26±0.062，左片足支持で 0.22±0.050であった．
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一方，中年群では両足支持で 0.42±0.071，右片足支持で 0.18±0.057，左片足支

持で 0.15±0.020であった． 

図 4.12 より TA の平均値は，両足支持(t0=2.322，p<0.05)および左片足支持

(t0=2.750，p<0.05) において，中年群では青年群に比べて有意に小さい値となり，

右片足支持(t0=2.078)においても，有意な差ではないが中年群では青年群に比べ

て有意に小さい値となった．これより，転倒限界は加齢による筋力やバランス

能力の低下にともない減少すると推測できる． 

また，青年群と中年群それぞれで，右片足支持と左片足支持における TAの平

均値を比較した結果，青年群(t0=1.289)および中年群(t0=1.543)のいずれにおいて

も有意な差は認められなかった．したがって，右片足支持と左片足支持におけ

る転倒限界の差異は小さいと考えられる． 
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図 4.12 青年群と中年群の TAの平均値および標準偏差 

(*p<0.05，n. s. 有意差なし) 

 

4.4.3 男性郡と女性群の比較 

 図 4.13 に示すように，TAの性別差について，男性群 8 名と女性群 4 名それぞ

れ TAの平均値を求め対応のない t 検定を行った．TAの平均±標準偏差は，男性

群では両足支持で 0.48±0.092，右片足支持で 0.23±0.086，左片足支持で 0.17±

0.055 であった．一方，女性群では両足支持で 0.46±0.059，右片足支持で 0.20

±0.008，左片足支持で 0.21±0.024であった．TAの平均値には両足支持(t0=0.322)，
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右片足支持(t0=0.621)および左片足支持(t0=1.177)のいずれにおいても，男女間に

有意な差は認められなかった．ただし，今回は男性群と女性群の人数差が大き

く，また，女性群の年齢の平均±標準偏差 25.8±6.3 歳が，男性群の 34.6±11.5

歳に比べかなり若いことなどから，性別に関する差に関しては，さらに，測定

と検討が必要である． 
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図 4.13 男性群と女性群の TAの平均値および標準偏差(n. s. 有意差なし) 

 

4.5 結言 

本章では，本研究で実施する転倒限界の測定方法を説明した後，転倒瞬間の

判別方法を検討した．また，両足支持・右片足支持・左片足支持で転倒限界の

測定実験を実施し，それぞれの転倒限界での COP を求めた．同結果では，各被

験者で両足支持・右片足支持・左片足支持における特徴がみられ，本装置を利

用した転倒に対するバランス能力の評価が可能である． 

 また，支持基底面に対する COP 可動域の測定結果より，立位状態でのバラン

ス能力の特徴を数値で表し比較することが可能であり，また，個人差が表れや

すいことが確認できた．さらに，測定結果の統計処理を行った結果より，転倒

限界が加齢にともなう筋力やバランス能力の低下により減少する可能性につい

て言及した． 
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第 5 章 傾斜姿勢時の重心動揺 

 

5.1 緒言 

第 1 章で述べたように，現在の転倒回避能力測定の基準として，直立姿勢時

の重心動揺の測定を行い，バランス維持能力による評価が行われている．本章

では身体姿勢を傾斜した状態での重心動揺を測定する実験を提案し，既存の重

心動揺測定より転倒リスクを高めた実験を行うことで，より検出力の高い転倒

回避能力の評価が可能であることを示す．  

 

5.2 傾斜姿勢時の重心動揺の測定実験 

5.2.1 測定方法 

身体姿勢を傾斜した状態での重心動揺を測定する実験を行うため，被験者に

はサポート部を装着させ，設定した姿勢・COP で身体姿勢を維持させる実験を

行う．測定の手順を(1)~(3)に示す． 

(1) 第 4章の第 4.2.1項で述べた直立姿勢となるように立ち位置などを調整する．

ただし，被験者に図 5.1に示すように，ハーネス式サポート部を胸部および

大腿部に装着する． 

(2) 姿勢の傾斜は COP の位置で規定することとし，サポート部を動作させ，被

験者の COP が目標位置に達するまで身体を足関節まわりに傾斜させる． 

(3) サポート部を停止し，被験者には姿勢を傾斜させたままで静止立位状態を

続けさせる．この時の重心動揺を 20s 間測定する． 

 被験者は表 5.1 に示す健常者 10 名(平均年齢±標準偏差 22.9±0.7 歳；男性 10

名)とし，両足支持と右片足支持それぞれで測定を行った． 

 

 

 

図 5.1 ハーネス式サポート部を装着した被験者 
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表 5.1 重心動揺を測定した被験者の性別，年齢，身長および体重 

被験者 性別 年齢 [years] 身長 [mm] 体重 [kg] 

1 男性 22 1790 60 

2 男性 23 1740 64 

3 男性 23 1690 58 

4 男性 23 1770 60 

5 男性 23 1730 68 

6 男性 23 1770 61 

7 男性 24 1600 57 

8 男性 22 1750 65 

9 男性 22 1640 52 

10 男性 24 1660 56 

平均±標準偏差 22.9±0.7 1714.0±61.1 60.1±5.0 

 

5.2.2 測定中の視覚条件の設定 

測定時の被験者の視覚条件は， 表 5.2 に示す条件 A，B，C の 3 通りとした．

同表より，まず，条件 A では被験者の前方に，COP とその目標位置が OF-XFYF

上に表示されるディスプレイを配置し，被験者には COP と目標位置が一致する

ように姿勢を保持するよう努めてもらう．次に，条件 Bでは，被験者の COP が

目標位値に達した後は COPをディスプレイから非表示とし目標位置のみを表示

する．さらに条件 C では，被験者の COP が目標位値に達した後は，被験者には

眼を閉じるように指示する．  

 

表 5.2 被験者の視覚条件 

条件 A 
被験者の COP が目標位置に達した後も 

ディスプレイによる教示を継続させる． 

条件 B 
被験者の COP が目標位置に達した後は 

COP を非表示とし，動作を教示しない． 

条件 C 
被験者の COP が目標位置に達した後は 

被験者に眼を閉じるように指示する． 

 

5.2.3 COP の目標位置の設定 

 ディスプレイによって被験者に教示する COP の目標位置は，図 5.2 に示すよ

うに，被験者の足長に対する踵からの距離の割合 Cr[%]で指定する．測定は，直

立姿勢，Crの目標値を 60%，70%に設定した 2 箇所および各被験者で指定する
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最大傾斜姿勢の計 4 箇所で行う．最大傾斜姿勢は，被験者ごとに Crを 90%から

5%ずつ変化させ，立位姿勢を 20s 間以上維持可能であった最大の Crでの姿勢と

する．なお，測定は各条件で 2 回ずつ行うが，S の値は COP が一瞬であっても

大きく変位した場合に値が急増するため，今回は，測定時間全体の傾向をより

表す結果として，Sが小さいほうの結果を用いた． 

 

           

：直立姿勢時のCOP

：傾斜姿勢時のCOP

Y

X O

1
0
0

%

7
0
%

6
0
%

 

図 5.2 COP の目標位置 

 

5.2.4 重心動揺評価値の算出 

重心動揺の評価値として，サンプリング周波数を 20Hz として得られた測定時

間 20s 中の 5～15s における 10s 間の結果より，COP の総移動距離 L[mm]および

その移動範囲である外周面積 S[mm2]を算出する．さらに，被験者の足部面積の

差を考慮するため，S の値を被験者の直立姿勢時の支持基底面の面積 A[mm2]で

除した面積比 SAを算出する．なお，L の値はサンプリング数が nである OF-XFYF

上における COP の座標(xi，yi)[i=1～n]から次式で算出する． 


=

++ −+−=
n

i

iiii yyxxL
1

2

1

2

1 )()(      (5.1) 

また，Sの値は図 5.3(a)に例を示すように，COPの移動軌跡の測定結果において，

軌跡の最外郭で囲まれる図 5.3(b)に例を示す黒塗り部分の面積として求める． 

 

 

(a) COP の移動軌跡     (b) COP の外周面積  

図 5.3 外周面積の定義 
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5.3 統計処理の方法 

 COP の目標位置間および視覚条件間における測定結果の有意差について検討

するために，二元配置分散分析および Tukeyの HSD法による多重比較検定を用

いて，評価値の統計処理を行う．以下に，有意水準を 5%とした場合の分散分析

および多重比較検定の方法を示す． 

 

5.3.1 分散分析 

 分散分析は 3 つ以上の平均値間の差の検定に用いられ，測定値に影響する因

子の数により，一元配置法，二元配置法，三元配置法，多次元配置法などに分

類される(35)．姿勢保持実験の評価では，測定値が被験者の個人差および測定条

件によって変動すると考えられるため，因子の数が 2 つである二元配置法の分

散分析を用いる． 

被験者の個人差を因子 A，測定条件を因子 B として，二元配置法における測

定値の配列を表 5.3に示す．ここで，被験者数を k，測定条件の数を lm，測定値

を Xijとし，因子 Aと Bの各水準および全体の平均値を式(5.2)～式(5.4)で算出す

る．また，分析に利用する統計量をまとめた分散分析表を表 5.4に示す． 

 有意差検定は有意水準を 5%とする場合，F分布表より自由度 dfa，dfe，あるい

は dfb，dfeのときの F 値を求め，Fa≧F(dfa，dfe，0.05)のとき因子 A の水準間に

有意差ありと判定し，Fa＜F(dfa，dfe，0.05)のとき有意差なしと判定する．また，

Fb≧F（dfb，dfe，0.05)のとき因子 Bの水準間に有意差ありと判定し，Fb＜F(dfb，

dfe，0.05)のとき有意差なしと判定する． 

 因子 Aの水準の平均値 miji lXX /. =     (5.2) 

 因子 Bの水準の平均値 kXX ijj /. =     (5.3) 

 全体の平均値     
mij klXX = /..     (5.4) 

 

表 5.3 二元配置法における測定値の配列 

因子 
B 

A 
B1 B2 B3 ・・・ Blm 

 

A1 X11 X12 X13 ・・・ X1lm 

A2 X21 X22 X23 ・・・ X2lm 

・ ・ ・ ・  ・ 

・ ・ ・ ・  ・ 

・ ・ ・ ・  ・ 

Ak Xk1 Xk2 Xk3 ・・・ Xklm 
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表 5.4 分散分析表 

要

因 
変動 自由度 

分散(平均変

動) 
分散比(F 値) 

A  −=
2

..

2

. XNXlSS ima  1−= kdfa
 aaa dfSSMS /=

 

eaa MSMSF /=

 

B  −=
2

..

2

. XNXkSS jb  1−= mb ldf  
bbb dfSSMS /=  

ebb MSMSF /=  

誤

差 
bate SSSSSSSS −−=  

)1)(1( −−= me lkdf

 
eee dfSSMS /=   

全

体 
 −=

2

..

2
XNXSS ijt

 
1−= mt kldf    

  

5.3.2 多重比較検定 

分散分析において，F検定により有意差が認められた場合でも，全ての平均値

間に差があるとはかぎらない．そこで，多重比較検定を用いてどの水準の平均

値間に有意差があるかを調べる必要がある． 

多重比較検定の手順は，q(lm，dfe，0.05)の値を q分布表から求め，統計量 HSD

を式(5.5)で算出する．比較する測定値における平均値の差(
ji XX − )と HSD を比

較し，前者が大きければ有意差ありと判定する． 

kMSdflmqHSD ee /)05.0,,(=       (5.5) 

 

5.4 重心動揺の測定結果 

5.4.1 両足支持での測定結果 

図 5.4に各被験者のそれぞれの Crにおいて測定値から算出した L，Sおよび SA

の平均値と標準偏差を示す．また，各視覚条件における全被験者の Cr，L，Sお

よび SAの値とその平均値を付録 Bに示す． 

統計処理を行った結果として，Crの目標位置間での有意差について表 5.5に示

す．また，視覚条件間での有意差について表 5.6 に示す．なお，表 5.5および表

5.6 では，被験者が静止立位状態を維持する姿勢を以下に示す P1～P4 により表

している． 

P1：直立姿勢         

P2：Crの目標値を 60%とした傾斜姿勢 

P3：Crの目標値を 70%とした傾斜姿勢  

P4：最大傾斜姿勢 

図 5.5 に測定結果の例として，視覚条件 A でのそれぞれの Crにおける 2 名の

20 代男性(表 5.1 の被験者 2，3)の COP の軌跡を示す．なお，同図中では測定時

間内の COP の座標の平均値として求めた重心動揺の中心を原点 OSとし，各軸が

XF，YF軸と平行な座標系 OS-XSYSで COP の変化を表している． 
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 図 5.4 よりいずれの視覚条件においても，Crの増加にともない重心動揺の L，

S および SA の平均値は増加する傾向を示した．これらの結果において，分散分

析および多重比較検定を行い，Crの目標位置間での有意差を求めた．その結果，

表 5.5に示すように，L は姿勢の傾斜とともに Crに対する有意差が全ての視覚条

件で確認された．S および SAにおいても最大傾斜姿勢において他の姿勢と比較

し有意な増加を示すことが全ての視覚条件で確認された．  

視覚条件間で Crの値を比較すると，図 5.4 より，視覚条件 C では最大傾斜姿

勢での Crの値が減少する傾向を示した．分散分析および多重比較検定の結果，

表 5.6 に示すように，視覚条件 C では条件 A に比べ，最大傾斜姿勢における Cr

の値に有意な減少が認められた．L，S および SAの値については，図 5.4 より，

視覚条件 C では他の視覚条件と比べ増加する傾向を示した．また，最大傾斜姿

勢において，視覚条件 B では条件 A に比べ増加する傾向を示した．分散分析お

よび多重比較検定の結果，表 5.6に示すように，視覚条件間での有意差が直立姿

勢または Cr の目標値を 60%とした傾斜姿勢では確認されたが，Cr の目標値を

70%とした傾斜姿勢および最大傾斜姿勢では確認されなかった．これは，図 5.4

からもわかるように，L，Sおよび SAの標準偏差，すなわち重心動揺の個人差が

Crの増加にともない増加したためと考えられる． 

重心動揺の個人差は，図 5.5(a)に示す 2 名の被験者の COP の軌跡においても

確認できる．同図(a)より被験者 2 の重心動揺は，Crが 80%の最大傾斜姿勢にお

いて最も大きい．最大傾斜姿勢における L，S および SAの値は直立姿勢に比べ，

それぞれ 2.8倍，7.8倍，7.7倍となっており，S および SAの値が顕著に増加して

いる．一方，図 5.5(b)より被験者 3 の重心動揺は，Crの増加にともなう L，S お

よび SAの値の増加傾向が比較的小さい． 

 これらの結果から，Cr の増加による影響を受けやすい被験者と受けにくい被

験者が存在し，身体を傾斜させることで重心動揺に個人差が生じやすいと考え

られる．最大傾斜姿勢では視覚の影響を受けやすく，重心動揺は COP の位置が

教示される条件(条件 A)において減少傾向を示したが，閉眼条件(条件 C)では増

加した．一方，直立状態においてはそれぞれの被験者に L，Sおよび SAの差はあ

まり見られない．すなわち，両足支持における重心動揺の測定結果は直立姿勢

では表れにくく，姿勢を傾斜するにつれて個人差が顕著となることが推測され

る．重心動揺の測定は主に直立状態で行われているが，以上のように姿勢を傾

斜するにつれて個人差が顕著となることから，本装置による測定結果でバラン

ス能力の優劣の評価がより適切に行える． 
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図 5.4 両足支持における各視覚条件での L，S，SAの平均値および標準偏差 
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 (b) 被験者 3 

図 5.5 直立姿勢，傾斜姿勢で測定した COP の軌跡(視覚条件 A，両足支持) 

 

5.4.2 右片足支持での測定結果 

 右片足支持での測定において，視覚条件 C(閉眼条件)では，静止立位状態を維

持する 20s 間に被験者がバランスを崩し，左足を接地してしまう場面が多く見ら

れたため，測定を複数回行うことは困難と判断した．したがって，右片足支持

での測定は視覚条件 A，Bでのみ行った． 

測定結果として，図 5.6 に各被験者のそれぞれの Crにおいて測定値から算出

した L，Sおよび SAの平均値と標準偏差を示す．また，各視覚条件における全被

験者の Cr，L，S および SAの値とその平均値を付録 B に示す．これらの結果に

おいて分散分析および多重比較検定を行い，Cr の目標位置間での有意差を求め

た結果を表 5.7に示す．さらに，第 5.4.1項で述べた対応のある t 検定を用いて，

視覚条件 A，B 間で比較した結果を表 5.8 に示す．また，測定結果の例として，

視覚条件 A でのそれぞれの Crにおける 2 名の 20 代男性(表 5.1 の被験者 2，3)

の COP の軌跡を図 5.7 に示す． 

 図 5.6より視覚条件 Aにおいて，測定時の Crの平均値±標準偏差は，直立姿勢
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では 45±4.4%，傾斜姿勢では 59±0.8%，67±1.7%，75±3.2%であり，最大傾斜姿

勢における Crは両足支持での結果と比べ，約 7%小さくなった．また，視覚条件

B における Cr の平均値±標準偏差は，直立姿勢では 48±4.2%，傾斜姿勢では

59±2.6%，68±1.7%，74±1.9%であり，最大傾斜姿勢における Crは両足支持での

結果と比べ，約 7%小さくなった． 

これは，第 4章で示した図 4.6と図 4.7の比較からわかるように，前方方向の

転倒限界が，右片足支持では両足支持に比べて後退しているためである．また，

L，Sおよび SAの平均値は両足支持での結果と比べ全体的に大きくなった． 

しかし，L，Sおよび SAの値は，Crの増加にともなう変化量が両足支持の場合

と比べて小さい．分散分析および多重比較検定の結果，表 5.7より，Crの目標位

置間での有意差は，視覚条件 A，Bのいずれにおいても認められなかった．この

原因として，右片足支持では，Crの値にかかわらず L，S および SAの値が両足

支持での最大傾斜姿勢時よりも大きく不安定であったため，直立姿勢時でも静

止立位状態を維持可能な限界値付近まで達していたことや，個人差による値の

ばらつきが顕著に現われたことが考えられる．  

視覚条件 A，B間の有意差を対応のある t 検定により判定した結果，表 5.8に

示すように，直立姿勢において，Crの値が視覚条件 Bでは視覚条件 Aに比べ有

意に増加した．しかし，L，Sおよび SAの値については，いずれの姿勢において

も視覚条件間で有意差は認められなかった．これは，上述したように右片足支

持は不安定であり，測定値に個人差の影響が大きく現れたためと推測できる．  

図 5.7(a)より被験者 2 の重心動揺について検討すると，L の値はいずれの姿勢

においても約 300mm であるのに対し，Sおよび SAの値は Crが約 60%，67%の傾

斜姿勢において，直立姿勢，最大傾斜姿勢と比べて小さいことがわかる．一方，

同図(b)より被験者 3 では L の値が約 400mm であり，被験者 2 に比べて 100mm

大きい．また，S および SAの値は Crが 60%，68%の傾斜姿勢で比較的大きく，

被験者 2とは異なった変化の傾向を示している． 

これらの結果より，片足支持においては姿勢を傾斜しない状態においても個

人差が顕著となり，立位バランス能力の評価実験に適する．しかし，同状態は

不安定な状態であるので，転倒を防ぐために本装置を用いた測定は有用である．  
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 (b) 被験者 3 

図 5.7 直立姿勢，傾斜姿勢で測定した COP の軌跡(視覚条件 A，右片足支持) 

 

5.5 結言 

 本章では，身体姿勢を傾斜した状態での重心動揺の測定が可能であることを

示し，転倒リスクの高い姿勢でのバランス維持能力の測定から，より有用な転

倒回避能力の評価の可能性について言及した． 
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第 6 章 ワイヤ駆動を用いたスキルアシスト装置 

 

6.1 緒言 

本章では，回転 2 自由度パラレルワイヤ駆動機構をスキルアシストによる人

体動作補助に応用するため，摩擦を利用したワイヤ巻き取り機構を提案・製作

した．また，同機構および同装置を用いた人体動作補助装置試作機を製作し，

さらに，その計測・制御系も製作した． 

 

6.2 回転 2 自由度パラレルワイヤ駆動機構の解析と設計 

6.2.1 機構の構成  

 人体に装着して動作補助を行うためには，人体とできるだけ干渉しない機構

が求められる．したがって本研究では，図 6.1 に示す，回転 2自由度パラレルワ

イヤ駆動機構を用いる．同機構は中央の支柱以外ワイヤにより構成されるため，

人体に装着しやすく，軽量かつ柔軟などの特長を有する． 

n自由度（nは自然数）のパラレルワイヤ駆動機構は n+1本以上のワイヤが必

要であり(36)，本機構では 2 自由度とするために必要な最小の 3 本のワイヤを用

いている．機構は，ベース部から d の高さに固定した 2 自由度の対偶を介して

長さ cの支柱で連結する出力部を，3本のワイヤの伸縮で任意周りに回転できる．

各ワイヤはそれぞれ出力部に Z 軸を中心に半径 b で等間隔に固定し，それらの

他端はベース上に Z 軸を中心に半径 a の距離で等間隔に固定する．このときワ

イヤの両端を結ぶ直線は Z 軸に交わる． 
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図 6.1 提案する回転 2 自由度パラレルワイヤ駆動機構の機構学モデル 
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6.2.2 機構寸法の決定 

 本項では，決定した機構寸法を示す．パラレルワイヤ駆動機構では機構の寸

法，出力節の姿勢および出力節に発生する力に依存して，ワイヤに発生する張

力が変化する．そのため，図 6.1に示すパラレルワイヤ駆動機構の各寸法 a~dを

設計変数として定義し，人体動作の補助を想定した中で，張力が抑制されるよ

うな設計変数の組み合わせを第 6.3.5項で示す方法で求めた．また，その寸法で

構成された機構の動作範囲が，試作機製作に向けて十分なものかを第 6.3.4 項で

示す方法で確認した．決定した機構寸法を表 6.1に示す． 

 

表 6.1 機構寸法 

a[mm] b[mm] c[mm] d[mm] 

400 140 350 100 

 

6.2.3 運動学解析 

提案する回転 2 自由度パラレルワイヤ駆動機構における逆運動学解析につい

て図 6.1 を用いて説明する．出力部対偶点を SPi(i=1~3)，ベース部対偶点を

SBi(i=1~3)，時計回り方向を正とした各軸回りの回転変位を ， ， ，各軸回

りの回転行列を  XR ，  YR ，  ZR と定義する．ただし，本解析において各

ワイヤは剛体リンクとみなす．この時，出力節に回転変位を与えた場合の各軸

周りの変換行列 Dは次式で表される． 

       ZYX RRRD 
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(6.1) 

 よって，姿勢変化前の出力対偶点 SPi(i=1~3)の座標を(XPi, YPi, ZPi)，姿勢変化後

の各出力対偶点の座標(X’Pi, Y’Pi, Z’Pi)をとすると，姿勢変化後の出力部対偶点の

座標は次式で表される．姿勢変化後のワイヤと出力節の座標との連結点の座標

は次式で表される．  
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(6.2) 

また，ワイヤ並進変位 Δliは，姿勢変化前のワイヤ長を li，姿勢変化後のワイ

ヤ長を li’， ベース部対偶点 SBiの座標を(XBi, YBi, ZBi)として次式で表される． 

 iii lll   

     2BP
2

BP
2

BP iiiiii ZZYYXX   

     2BP
2

BP
2

BP iiiiii ZZYYXX   

(6.3) 

 

6.2.4 動作範囲の解析 

本項では，姿勢変化後の相対座標系における Z 軸方向のモーメントのつり合

いが支柱の存在により無視できることを利用し，提案する機構の可動範囲を算

出する． 

初めに，提案する機構の相対座標系から見た力のつり合い式を解く．出力部

に絶対座標系で回転変位 α，β，γを与えた場合の各軸回りの座標変換を相対座標

系で表現するには，その逆変換行列を用いる．  

まず，図 6.2に示すように，絶対座標系での各出力部対偶点までの位置ベクト

ルを rPi(rPXi, rPYi, rPZi)( i = 1～3 )，各ベース部対偶点までの位置ベクトルを rBi(rBXi, 

rBYi, rBZi) ( i = 1～3 )，相対座標系での姿勢変化後の各出力部対偶点までの位置ベ

クトルを r’Pi(r’Pxi, r’Pyi, r’Pzi)( i = 1～3 )，各ベース部対偶点までの位置ベクトルを

r’Bi(r’Bxi, r’Byi, r’Bzi) ( i = 1～3 )，相対座標系での姿勢変化後のワイヤの方向を示す

単位ベクトルを p’i，各ワイヤ張力を Ti( i = 1～3 )と定義する． 
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図 6.2 姿勢変化後の各座標系からみた各ベクトル 

 

絶対座標系で出力節に回転変位 α，β，γを与えた場合の各軸回りの変換行列 D

は式(6.4)で表されるため，相対座標系から見た姿勢変化後の各ベース部までの位

置ベクトル r’Biは次式で表される． 
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(6.4) 

相対座標系での姿勢変化後のワイヤの方向を示す単位ベクトル p’iは姿勢変化

後の各ワイヤ長 li’を用いて以下の式で表される． 
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このとき相対座標系における，姿勢変化後の原点 O 周りのモーメントのつり

合いを考えると以下の式が成り立つ． 
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 (6.6) 

 ここで，相対座標系での Z軸回りのモーメントのつり合いは無視できるため，
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式(6.6)の Z 座標を取り除いた行列成分が 0 になればモーメントがつり合うこと

になる． 
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※ただし， ],[ 212 wwW  ， TTT
T

],[
1

21
3

2 T ． 

以上の式より次式が成り立つ． 
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(6.8) 

従って張力成分は次式で成り立つ． 

 TTT TT
T

TTT )1,(]1,,[
1

],,[ 3
1

221

3

321 wWT


  (6.9) 

機構の動作条件は T>0 であるため，以下を満たせばよい． 

 
3

1
2 wW


 >0 (6.10) 

式(6.10)の α，β にそれぞれ-90deg から 90deg の範囲で 5deg 刻みに代入し，条

件を満たす α，β を決定した．この時の γは 0とした． 

決定した α，β，および各機構寸法を用いて，前項の順運動学解析を行い提案

する回転 2 自由度パラレルワイヤ駆動機構の動作範囲を算出した．算出した動

作範囲を図 6.3に示す． 
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図 6.3 提案するパラレルワイヤ駆動機構の動作範囲 

 

図 6.3の青点が動作可能範囲を示しており，動作範囲はそれぞれ-80deg≦α≦

95deg，-85deg≦β≦85degであった． 

 

6.2.5 ワイヤ張力の解析 

 提案する機構の動作範囲内において，姿勢保持のために必要な各ワイヤの張

力を算出し，その中で最大のものを必要最大ワイヤ張力とした．図 6.4 に 2.2.4

項で述べた固有値解析を用いて算出した必要ワイヤ張力を示す．ワイヤ張力算

出範囲は-80deg<α<95deg，0deg<β<85degとし，α，β ともに 5degずつそれぞれ変

化させた．機構が Y 軸に対して左右対称であることから，β の範囲は

0deg<β<85degとした．提案機構の寸法は，第 6.3.2 項で示したものとした． 
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図 6.4 各回転角における必要最大ワイヤ張力 

 

同図より，特異点付近で必要最大ワイヤ張力が大きくなっており，α=-70deg，

β=45degで最大値 0.96N となっている． 

したがって，試作機駆動部には，最低でもこのワイヤ張力を発揮できるアク

チュエータを選定する． 

 

6.3 スキルアシストを用いた人体動作補助への応用 

6.3.1 人とロボットの特長 

人は物体の把持力の調整や手触りでの物体の表面性状の判別を可能にする触

覚を持ち，周辺環境の認識を行う視覚・聴覚といったセンサとして優れた能力

を持つ．また，それらの情報をもとに柔軟な判断や咄嗟の危険性の認識を行う

思考能力を持つ．人はこれらの能力で適宜技術の習得や状況に合わせた適切な

作業を行うことができる．しかし，柔軟な判断を行う一方で人のセンサ能力は

感覚的なものであり，四肢などの任意の動作に対して長さ・角度といった絶対

的な指標をもとにした正確な動作を苦手とし，その動作にはブレが発生し再現

性がない．そのため，人は正確な動作を習得するために何度も同じ動作を繰り

返し，その技術を感覚的に習得する必要がある． 

一方で，ロボットは定められた動作を高い精度・分解能で行える．そのため，

生産現場では安定した生産効率を得られることから，多くのロボットを導入し
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ている．その反面，人とは異なり周囲の状況に応じた臨機応変な動作を苦手と

する．医療現場ではリハビリテーションを患者の病状に応じて行うため，同分

野にロボットを導入する場合は患者や周囲の状況に応じて臨機応変な動作をす

る必要がある．しかし，そのためには多くのセンサと複雑な制御が必要となり，

コストの増加が避けられない． 

以上より，人とロボットの協調作業によるスキルアシストの実現には人の長

所である優れた感覚・柔軟な判断力とロボットの長所である正確な位置決めを

組み合わせることが考えられる．そのためには，ロボットの強制的な補助では

なく，人の動作を主体として，その動きに応じた補助を行うことが重要である． 

 

6.3.2 パラレルワイヤ駆動機構を用いたスキルアシスト 

 図 6.5に示す，提案する回転 2自由度パラレルワイヤ駆動機構を用いたスキル

アシストの簡単な流れを説明する． 

 

目標とする動作軌跡
（目標軌跡）

ワイヤ
受動軸

駆動部

出力点

ワイヤの
巻き取り・排出

出力点

人の動作方向

(a) 出力点が目標軌跡上にある場合 (b) 出力点の目標軌跡上からの逸脱 (c) 出力点の目標軌跡上への誘導

アシスト方向

駆動軸

 

図 6.5 人体動作補助装置の試作機 

 

図 6.5は，提案する回転 2自由度パラレルワイヤ駆動機構の上面図であり，ス

キルアシストにおいて必要な目標とする動作軌跡(以下，目標軌跡)を緑色の直線

で表している． 

まず，図 6.5(a)に示すように，出力部の中心である出力点が目標軌跡上にある

場合，出力部を人が主体として自由に動作できるようにする．このとき各駆動

部の状態を受動状態と定義する．受動状態では，出力部の姿勢に応じてワイヤ

の長さを伸縮させることで，人の操作に応じた出力部の動作が可能である． 

次に，人が自由に動作を行う中で，図 6.5(b)に示すように，出力点が目標軌跡

から逸脱してしまった場合，図 6.5(c)に示すように，ロボットによって出力点を

目標軌跡上へと強制的に誘導する．このときの駆動させる駆動部の状態を駆動

状態と定義する．駆動状態では，モータの操作によってワイヤの長さを伸縮す

ることで，出力部の姿勢を制御，すなわち人の動作をアシストすることが可能

である． 



- 63 - 

 

最後に，出力点が目標軌跡上へと復帰した場合，再び機構を受動状態とする． 

この流れを適宜繰り返し行うことで，スキルアシストを行う． 

また，このように，パラレルワイヤ駆動機構をスキルアシストへ応用するた

めには，普段は被験者の動作を拘束せず，必要なときのみ制御を行えるような

駆動部の動作切り替えが必要となる． 

 

6.4 試作機の設計・製作 

本章では，第 6.3節で示した回転 2自由度パラレルワイヤ駆動機構を用いた人

体動作補助装置の設計，および製作を行う． 

 

6.4.1 駆動部の概要 

本項では，前項で述べたように，普段は被験者の動作を拘束せず，必要なと

きのみ制御を行えるような，受動状態と駆動状態の切り替え可能な駆動部の設

計，および製作を行う． 

6.4.1.1 摩擦を利用したワイヤ巻き取り機構 

パラレルワイヤ駆動機構を用いたスキルアシストを実現するため，駆動部に

求められる機能は以下の 3つであり，(i)を常に満たしながら(ii)，(iii)それぞれの

状態を作り出し，適宜切り替える必要がある． 

(ⅰ) 機構の姿勢保持のため，各ワイヤ張力が常に零以上． 

(ⅱ) 出力部の動作に合わせたワイヤの巻き取り，および排出が可能 

(ⅲ) ワイヤを強制的に巻き取り可能． 

 そこで，図 6.6に示す，摩擦を利用したワイヤ巻き取り機構でを提案する． 

 

出力部待対偶点
ワイヤ

プーリ
入力点

定荷重ばね
アクチュエータ

(駆動or受動)

 

図 6.6 摩擦を利用したワイヤ巻き取り機構 

 

同機構は，定荷重ばねから引き出したワイヤを，モータの出力回転軸に巻き

つけてワイヤを引き出す，かつ，巻き取る機構である． 
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 ワイヤ駆動機構では，通常，ワイヤをモータなどで巻き取り，長さを調節す

る方法が一般的であったが，近年，ばねを用いて張力を発生する方式も利用さ

れており，本機構においても，定荷重ばねによってワイヤ張力を発生する方法

を用いる． 

 ここで，定荷重ばねとは，一定な初期曲率をもった帯鋼を，初期曲率より若

干大きな半径を有する回転自由なドラムに巻きつけたもので，この帯鋼の外端

を引っ張るとき，図 6.7 に示すように，出力荷重が引出し量(ストローク)によら

ず一定になることを利用したばねである(37)． 

 

ストローク

出
力
荷
重

最大ストローク

定荷重ばね

線
ば
ね

 

図 6.7 定荷重ばねのストロークと出力荷重の関係 

 

本機構では，定荷重ばねにより常にワイヤに一定の張力を作用させることで，

パラレルワイヤ駆動機構の動作条件である機能(i)を常に満たす．また，ワイヤ

のモータ軸への巻き数を変化することで出力部に作用するワイヤ張力の調節が

可能である(6.4.1.5目参照)．さらに，万が一モータが緊急停止してしまった場合

においてもワイヤ張力が零未満になることはなく，出力部の姿勢保持が可能で

あり，安全性の確保も期待できる． 

また，モータはトルク制御を行うこととし．常に励磁状態となる．トルク制

御ではモータへ電流指令を行うことで，それに比例したトルクを発揮させるこ

とが可能である． 

以上の機構を利用して本機構は外力に対して受動的にワイヤの長さを変化さ

せる場合と，モータの回転により能動的にワイヤの長さを変化させる場合との

切り替えが可能である．すなわち，モータの発揮トルクを 0Nとしてモータを回

転自由とした状態では，モータの出力軸はプーリとして働き，外力に対してワ

イヤ長が受動的に伸長し，出力部の姿勢が変化する．したがって，受動状態の

機能(ii)を満たす．また，モータを回転させトルクを発生させた場合には，モー

タの回転軸に巻きつけたワイヤを，定荷重ばねによって発生しているワイヤと

ドラム間の押付けによる摩擦を利用して巻き取り，出力部の姿勢を制御できる．
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したがって，駆動状態の機能(iii)を満たす．これらを利用して，外力に対して受

動的に出力部の姿勢を変化させながらも，目的とする軌道への追従を補助する．  

 

6.4.1.2 定張力保持装置の概要 

 本駆動部には，定荷重ばねを用いてワイヤに常に一定の張力を与えながらワ

イヤを巻き取る装置(以下，定荷重保持装置)を用いた．製作した定張力保持機構

を図 6.8に示す． 

 

モータ軸

ワイヤ

プーリ

定荷重ばね
巻き付けドラム

定荷重ばね

ワイヤ
巻き付けドラム

ベアリングホルダ

ベアリングホルダ

低頭ボルト ばね板
定荷重ばね

巻き付けドラム

ワイヤ
巻き付けドラム

ワイヤ通し穴

ストッパ

 

(a) 全体図             (b) 側面図 

図 6.8 定荷重保持装置 

 

同装置は，ブラケットに固定されたシャフトと，両端ベアリングで支持され

たシャフトが平行に固定されている．前者には定荷重ばねを通して回転自由と

しており，後者にはワイヤ巻き付けドラムと定荷重ばねのばね板巻き付けドラ

ム(以下，定荷重ばね巻き付けドラム)を止めねじで固定した．定荷重ばねは，副

板を取り外し，片端を定荷重ばね巻き付けドラムに設けたタップ穴を利用して

低頭ボルトで固定した．このとき，ドラムのタップ穴の位置に合わせた副板固

定用の穴の拡張と，低頭ボルトの頭部の厚さを極限まで薄くする加工が必要と

なる． 

ワイヤは，図 6.9に示すように，方端にスリーブを固定しておき，シャフトの

キー溝を通してワイヤ巻き付けドラムのタップ穴に引っ掛けることで固定した．    

組み立ておよび取り付け位置変更を容易にするため，ベースにはアルミフレ

ームを採用した． 

また，ワイヤを過剰に巻き取り，定荷重ばねのばね板がすべて巻き取られた
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場合，固定部でばね板の変形が発生する．したがって，同問題の予防のため，

ワイヤにストッパを取り付け，ワイヤ排出口にストッパより径の小さなワイヤ

通し穴をとりつけた． 

 

ワイヤ
巻き付けドラム

ワイヤ

スリーブ

シャフト

止めねじ
 

図 6.9 ワイヤ固定方法 

 

同装置は，巻き付けたワイヤを引き出してワイヤ巻き付けドラムを回転させ

た場合に，同じシャフトに固定された定荷重ばね巻き付けドラムも回転するこ

とで，定荷重ばねが引き出されドラムに巻き付けられる構造になっている．そ

れにより，同シャフトにトルクが発生し，ワイヤの引き出し量によらず常に一

定のワイヤ張力を発生させることが可能となる．また，ワイヤ巻き付けドラム

の径と定荷重ばね巻き付けドラムの径の比率を変更することで，ワイヤに発生

する張力を調節可能である． 

今回選定した定荷重ばねは，図 6.10に示す，アキュレイトの CR-14で，加工

の簡便さと出力部姿勢保持に必要なトルクを考慮し，出力荷重は 49N とした．

最大ストロークは 1000mm，耐用回数は 10000回，ばねの材質はばね用ステンレ

ス鋼(SUS301CSP)，ドラムはポリプロピレンである． 

また，使用した部品の一覧を表 6.2に示す．定荷重ばね巻き付けドラムの径は

20mm，ワイヤ巻き付けドラムの径は 10mm とした． 
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副板固定用の穴

副板

 

(a) 加工前           (b) 加工後 

図 6.10 定荷重ばね(CR-14:アキュレイト) 

 

表 6.2 定張力保持機構製作に用いた部品一覧 
番号 形式 Description 個数

1 ミスミ：CR-14 定荷重バネ_49[N] 3

2 ミスミ：NSFMRRA8-62-B3-S3 回転軸_定荷重バネブラケット用 3

3 ミスミ：FAEAS-AM-T3-A87-B40-L86-X43-H45-DA8-Y10-V65-S12.5-W20-NA5 L型ブラケット_定荷重バネブラケット用 4

4 ミスミ：FATBS-AM-T3-A87-B30-L86-X43-F71-H45-G68.5-M6-D8-Y10-V66-S19.5-NA5 L型ブラケット_定荷重バネブラケット用 4

5 NSFMKRRA20-102-F5-S5-KA15-A72 回転軸 3

6 ROBACF60-N20-L32-H0.3 バネ巻き取りドラム 3

7 ROBACF40-N20-L25-H0.3 ワイヤ巻き取りドラム 3

8 FALBS-SUD-T1.5-A20-B20-L80-X23-H9-N8-Y7.5-V68.5-S10-MA6 L型ブラケット_ワイヤストッパ用 4

9 SBGSNA6904DD-40 ベアリングホルダ 6

10 EUBH35 ワイヤ排出用プーリ 3

11 SCB5-18 六角穴付ボルト_M5×25 20

12 SCB5-8 六角穴付ボルト_M5×8 20

13 WSX-SUS-M5X14-2 ワッシャ_5.5×14 20

14 KESF6-36 平行キー_バネ巻き取りドラム用 3

15 KESF6-18 平行キー_ワイヤ巻き取りドラム用 3

16 CBSTSR5-10 超極低頭ボルト　六角穴タイプ_M5 12

17 SHRS-05-12 六角穴付き止めねじ_M5 30

18 HBLSS5-SET 薄型ブラケット 24

19 HFS5-2080-200 ベース(アルミフレーム) 3  

 

6.4.1.3 アクチュエータの概要 

 本研究では，肘関節の動作補助を想定した装置の作成を行う．したがって，

まず，肘関節最大発揮トルクの測定を行い，その数値を基に使用するモータに

必要なトルクを算出する． 

 肘関節最大発揮トルク測定実験の様子を図 6.11 に示す．片端にばねばかりを

接続した紐を被験者の手首に介し，被験者は肘関節がおおよそ 30，80，120deg

になる姿勢で上肢を固定する．ただし，被験者は椅子に座り，利き腕の肘を正

面の机に乗せ，反対の手は机に触れない姿勢とした．その状態で紐の両端を前

腕と垂直方向に徐々に引いていき，被験者が上肢の姿勢を維持出来なくなると

きの力 Tfを測定する．手首に加わる力 2Tfと被験者の肘から力点までの距離 Lf

から肘関節発揮トルクを算出した．なお，被験者は本研究室の成人男性 5 名と

した． 
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図 6.11 肘関節最大発揮トルク測定実験の様子 

 

 算出結果を表 6.3に示す． 

 

表 6.3 各肘関節角度における肘関節発揮トルク算出結果 

関節角度（屈曲）[deg] 30 80 120 

関節発揮トルク

[Nm] 

被験者 1 52.0 98.8 83.2 

被験者 2 47.0 70.5 51.7 

被験者 3 41.4 41.4 41.4 

被験者 4 51.0 96.9 76.5 

被験者 5 36.0 48.0 52.0 

平均値[Nm] 45.5 71.1 61.0 

 

表 6.3 より，5 人中肘関節最大発揮トルクは 98.8Nm である．また，肘関節を

約 80degにしたとき，いずれの被験者も最大のトルクを発揮している．  

 この値を基に駆動部に使用するモータに必要なトルクを算出する．図 6.12 に

装置の概略図を示す．同図(a)に示すように，1 本のワイヤ張力 Ti で回転中心周

りのトルク Tt を発揮しているとする．回転中心から出力点までの位置ベクトル

(b，c)と，その出力点に発生するワイヤ張力のベクトル(Tisinθ，Ticosθ)との外

積から，Ttは次式となる． 
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式(3.1)を，Tiについて解くと次式となる． 
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図 6.12 装置の概略 

 

ここで出力部に発生する最大トルク Ttmaxを実験の結果から 100N とすると，

発揮する腕の角度は 80deg であることから，図 6.12(d)に示すように，基本姿勢

から 10deg 傾斜した状態が最大トルク発揮時の姿勢である．この姿勢での出力

点位置ベクトルを(b’,c’ )として(3.2)式に代入し，各変数に装置の寸法を入力する

と，最大ワイヤ張力 Timaxは次式となる． 
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tmax
max 














































ba

dc
bT

ba

dc
Tc

T
T

ii

i
 

(6.13) 

ただし，b’=bcos(10[deg])－ csin(10[deg])，c’=ccos(10[deg] + bsin(10[deg])である．    

よって，モータの出力回転軸半径を R(=0.01[m])とし，モータにかかる最大ト

ルク Tm,maxは次式となる． 

 
]Nm[67.2maxmax,m  iRTT  (6.14) 

以上より，定格トルクが 2.67Nm 以上であるモータを選定する必要がある． 

しかし，今回は試作機の製作のため，簡便性と迅速さを優先し，既存のモー

タを使用することとした． 

使用するモータは，多摩川精機株式会社製の AC サーボモータ

(TS4609N6019E100)であり，取り付けられていた減速機は取り外す．使用するモ

ータの寸法を図 6.13に，仕様を表 6.4に示す． 
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図 6.13 減速機付 AC サーボモータ(TS4609N6019E100)の寸法 

 

表 6.4 減速機付 AC サーボモータ(TS4609N6019E100)の仕様 

仕様 TS4609

定格出力[W] 400

定格トルク[Nm] 1.27

瞬間最大トルク[Nm] 3.82

定格回転速度[min
-1

] 3000

最高回転速度[min
-1

] 5000

許容ラジアル荷重[N] 196

許容スラスト荷重[N] 68.6

ブレーキ静摩擦トルク[Nm] 1.27

概略質量[kg] 1.8  

 

6.4.1.4 駆動部の製作 

 製作した駆動部の全体図を図 6.14 に示す．駆動部は，入力点がそれぞれ Z 軸

から 400mm の位置に 120deg ずつ等間隔に配置した．このとき，入力点の高さ

は Z=-100mm とした． 
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ストッパー

ワイヤ

定張力保持機構

最大ワイヤ引き出し量（約500[mm]）

モータ

入力点
プーリ

 

図 6.14 駆動部の全体図 

 

 同図に示すように，定張力保持機構から引き出したワイヤを，約 500mm 離し

た位置に固定されたモータの出力回転軸に巻き付け，入力点プーリを介して出

力部へと排出する構造としている． 

 定張力保持機構とモータは，ストッパがモータ軸に巻き込ませることを防止

するため，最大ワイヤ引き出し量(約 500mm)分だけ距離をとって固定した． 

 また，入力点の位置が出力部の姿勢変化に伴い変化することを防ぐため，図

6.15 に示すように，スラスト軸受で固定された入力点プーリを介してワイヤを

排出している．プーリを固定している台をスラスト軸受に固定することで，ワ

イヤの変位に応じたプーリの角度変化を可能にしている．使用したプーリは

MISUMIのエンプラベアリング V溝タイプ(EVBH24)であり，ワイヤが溝から逸

脱しないよう，やすりで溝を深くする加工を加えた． 

 

ワイヤ

スラスト軸受

プーリ プーリ固定台

 

図 6.15 入力点プーリ 

 

 モータ出力回転軸へのワイヤ巻き付け部は図 6.16 のような構造になっている． 
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プーリ

モータ軸

定張力保持機構

入力点プーリ

ワイヤ

巻き付け角

プーリ

ゴムキャップ

モータ
出力回転軸

 

(a) 構造の概略図        (b) 製作した構造 

図 6.16 モータ出力回転軸 

 

この構造では，モータ軸の横にプーリを平行に配置する．定荷重機構から引

き出したワイヤをモータ軸の下から巻き付け，八の字を書くようにプーリを介

して入力点プーリへと送る．これにより，巻き付け開始時のワイヤ中心軸と排

出時のワイヤ中心軸を一直線上に配置でき，さらに，巻き付け角を大きくする

ことができる． 

 この構造を用いず，モータ出力回転軸にワイヤを 1重以上で巻き付けた場合，

図 6.17 に示すように，巻き付け開始時のワイヤ中心軸と排出時のワイヤ中心軸

に径の分だけ必ずずれが発生する．したがって，巻き付けられたワイヤはモー

タ軸に対して垂直になることはなく，ワイヤの伸縮時にワイヤ締め付け位置が

変位してしまい，いずれワイヤがモータ出力回転軸から外れてしまう． 

 

ワイヤ径分のずれ Tc

To

T1－T2(＞0)

軸方向の成分の力が発生

ワイヤ

モータ軸

 

図 6.17 モータ出力回転軸に巻き付けたワイヤの中心軸のずれ 

 

また，回転軸がスクリュー上になっていたことから，上からゴムキャップを
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取り付けた．それにより，ワイヤ巻き付け面を平坦にするとともに，摩擦力の

向 上 を 行 っ た ． 使 用 し た ゴ ム キ ャ ッ プ は ， MISUMI の

DXFH-D26-V20-T10-L30-C16 であり，材質エーテル系ポリウレタン，硬度はシ

ョア A90 である．ウレタンゴムは，機械的強度，耐摩耗性に優れており，ショ

ア A90は野球の硬球程の硬度である(38)． 

 

6.4.1.5 モータ出力回転軸とワイヤ間の摩擦力算出 

 本目では，前目で説明した駆動部の，モータ出力回転軸とワイヤとの摩擦力

を算出する． 

まず，ワイヤの巻き付け角 θwを算出する． 図 6.18 に示すように，プーリを

中心座標(x1, y1)で半径 R1の円，モータ出力回転軸を中心座標(x2, y2)で半径 R2の

円とし，xy座標系に配置する．また，2円の中心間距離を H，2円の中心を結ん

だ直線と x軸のなす角を θ1，同直線と 2円の共通接線の交点を G，なす角を θ2，

プーリ中心と Hまでの距離を Iとおく． 

 

55

5
(x2, y2)

(x1, y1) R1

R2

θ1

プーリ モータ軸

定荷重機構

入力点プーリ

θw

O

y

x

ガイド

G θ2

 

図 6.18 xy 座標上に配置した提案する構造 

 

今回は，プーリの外形をφ12mm，溝部の径をφ10mm，モータ軸の外形をφ

20mm，ガイドの外形をφ24mm とし，プーリ中心座標を(0，7)，モータ軸中心

座標を(x2，10)，2 円の中心間距離 H＝19mm とした．このとき，x2は式(6.15)で

表され，2円の中心を結んだ直線と X軸のなす角 θ1は式(6.16)で表される． 

 
76.18...76166.18)710(19)( 222

12
2

2 ≒ yyLx  (6.15) 



- 74 - 

 

 

[deg]08.9]rad[158.0
076.18

710
tantan 1

12

121
1 

























  ≒

xx

yy
  (6.16) 

 ここで，三角形の合同条件よりプーリ中心と G までの距離 I は次式で表され

る． 
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 よって，2 円の中心を結んだ直線と 2 円の共通接線のなす角を θ2は次式で表

される． 
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 ゆえに，求める巻き付け角 θwは次式で表される． 

 [deg]2419008.9)1.5290(36090)90(360w ≒   (6.19) 

次に，図 6.19 に示す概略図を用いて，モータ出力回転軸とワイヤとの摩擦力

を算出する． 

 

駆動軸(固定軸)

Tc

To = Tc/exp(μ θw )

摩擦力:Ff

θw

出力部

定荷重ばね

 

図 6.19 モータ出力回転軸の概略図 

 

まず，定張力保持機構側のワイヤの張力を Tc，出力部側のワイヤ張力を Tp，

摩擦係数を μ，摩擦力を Ffとおく．定張力保持機構側のワイヤの張力 Tc，およ

び摩擦係数 μの値はそれぞれ実測値を用いる． 

出力部側のワイヤ張力 Tpは次式で求まる． 

 
]N[7.5...662464.5

w

c
p ≒


e

T
T (θw＝241[deg],Tc =20[N],μ＝0.3) (6.20) 

 したがって，求める摩擦力 Ffは次式で求まる． 
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 ]N[3.14ocf  TTF  (6.21) 

 

6.4.2 回転 2 自由度自在継手の概要 

 回転 2 自由度を実現するため，試作機の回転中心にユニバーサルジョイント

の構造を用いる．設計したユニバーサルジョイント(以下，回転 2 自由度自在継

手)の 3Dモデルを図 6.20 に示す． 
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図 6.20 回転 2 自由度自在継手の概略図 

 

各軸の両端はラジアル軸受を搭載したベアリングホルダで支えている．また，

軸同士が干渉しないよう，X軸のシャフトのみを支柱に通し，Y 軸のシャフトは

ユニット両端に固定した．また，各軸にはエンコーダを搭載し，出力部の回転

角度姿勢(α，β)をフィードバック可能とした． 

耐荷重は各軸方向 100Nとし，出力部非装着時の可動範囲は-60deg≦α≦60deg，

-180deg≦β≦180degとした． 

 製作した回転 2 自由度自在継手を図 6.21 に示す．また，製作に用いた各部品

を表 6.5に示す． 

 回転 2自由度自在継手は，回転中心が入力点から 100mm の高さになるよう固

定した，また，試作機に腕を装着して行う実験を想定し，回転中心付近に，図

6.21 に示す，肘置きを搭載した．肘置きの土台はアルミプレート，表面にはス

ポンジを用いており，土台を回転 2自由度自在継手に六角ボルトで固定した． 
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図 6.21 製作した回転 2 自由度自在継手 

 

表 6.5 回転 2 自由度自在継手の製作に用いた部品一覧 

番号 形式 Description 個数合計

1 SHFM12 シャフトホルダ　-フランジ型（鋳造品）　スリット・スタンダードタイプ- 4

2 PSCBNJ12-15 セットカラー　ベアリング固定用スリットコンパクトタイプ　ショートノーズ 6

3 LAFWD-SSM-T5-A56-B30-L40-P5-V20-S15-N5-X20-H40-F26-G15-D20.5-NA3 Ｌ型仕上げアングル　取付板・ブラケット　ーフリー寸法タイプー 2

4 PSFRHP12-58-F10-P10 回転軸　片端段付タイプ 1

5 PSFRHP12-43-F10-P10 回転軸　片端段付タイプ 1

6 SSFHRW4-42-M2-N2 回転軸　両端めねじタイプ 4

7 PSFHR12-43 回転軸　ストレートタイプ 1

8 PSFHR12-59 回転軸　ストレートタイプ 1

9 PNFQQ-50-36-10-CBC アルミフリープレート　Ａ５０５２Ｐ 2

10 PNFQQ-52-38-10-CBC アルミフリープレート　Ａ５０５２Ｐ 4

11 PNFQQ-65-56-15-CBC アルミフリープレート　Ａ５０５２Ｐ 1

12 PNFQQ-105-56-15-CBC アルミフリープレート　Ａ５０５２Ｐ 1

13 PNFQQ-150-20-20-CBC アルミフリープレート　Ａ５０５２Ｐ 1

14 PNFQQ-158-80-10-CBC アルミフリープレート　Ａ５０５２Ｐ 1

15 BSM-6901ZZ ベアリングホルダーセット 直接取付タイプ 四角型 BSM 2

16 BGHW6901ZZ-25-40 ベアリングホルダセット　Ｔ型ダブル　高さ選択タイプ 2

17 HFS5-4040-120 ５シリーズ　正方形　４０×４０ｍｍ　２列溝　４面溝 2

18 HFS5-4040-100 ５シリーズ　正方形　４０×４０ｍｍ　２列溝　４面溝 2

19 KKT-HCSNNSZC5-20 ステンレス六角穴付きボルト【1～1,000個入り】 40

20 CBM5-14 アルミフレーム用六角穴付ボルト 4

21 CBM5-18 アルミフレーム用六角穴付ボルト 4

22 CBM5-10 アルミフレーム用六角穴付ボルト 10

23 TRSS3-10 十字穴付トラス小ねじ-ステンレス・単品販売－ 6

24 TRSS2-8 十字穴付トラス小ねじ-ステンレス・単品販売－ 8

25 HBLFSDW5-SST ５シリーズ（溝幅６ｍｍ）　－２列溝用－　突起付反転ブラケット 15

26 HBLTD6 ６シリーズ（溝幅８ｍｍ）－２列溝用－　押出厚型ブラケット 1

27 E6B2-CWZ6C 1800P/R 2M OMRON ロータリエンコーダ(インクリメンタル形　1800P/R) 2

28 E69-C610B OMRON カップリング_異口径タイプ(φ6,φ10) 2  

 

6.4.3 出力部の概要 

 製作した出力部を図 6.22 に示す．出力部はアルミフレームで構成しており，

総質量は約 2Kg である．ワイヤ固定点の高さは回転中心から 350mm，Z 軸から

出力点までの距離は 140mm とした． 

ワイヤは，先端にスリーブで輪を作っておき，L字ブラケットにスプリングフ

ックと S 字フックを用いて固定した．それにより，ワイヤの取り付け，および

取り外しが容易となる． 
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出力部は，2本のアルミフレームで支え，Z 軸上に空間を作ることで，腕を通

すスペースを確保した．また，被験者が把持できるよう把持部を設けた．把持

部は，被験者の前腕の長さに合わせた高さ調節を行うため，アルミフレーム用

のスライダ(ミスミ：HFAFSTB5)で 2 本のアルミフレームに垂直に取り付けた．

高さは，肘置きから最小で 125mm，最大で 350mm まで変更可能であり，2本の

アルミフレームの長さを延長することで調節範囲は拡大可能である． 

出力部最上部には赤い球を Z 軸上となるように取り付け，試作機を上空から

モニタリングした場合に，被験者が出力部の中心位置を容易に観察できるよう

にした． 

 

スプリングフック

球

ブラケット

S字フック

140

Z

X

Y

O

3
5

0

ワイヤ固定点

把持部

把持部

スライダ

 

 (a) 全体図         (b) 把持部 

図 6.22 製作した出力部 

 

6.4.4 試作機の概要 

 前項までに示した駆動部，回転 2 自由度自在継手および出力部を組み合わせ

て製作した試作機を図 6.23 に示す．機構の構造，および寸法は，前章で説明し

た回転 2自由度パラレルワイヤ駆動機構を採用している． 

 さらに，本試作機は，座位での出力部動作を行うため，ベース部が地面から

約 600mm の高さになるように，アルミフレームで土台を製作した． 

試作機出力点の動作範囲は，回転中心に設置したエンコーダを用いた測定と

動作範囲解析の結果から，-55.8deg≦α≦58.9deg，-85deg≦β≦85degであった． 
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駆動部

X

出力部

ワイヤ

Y
Z

エンコーダ

把持部

肘置き椅子

 
(a) 3D モデル        (b) 製作した試作機 

図 6.23 人体動作補助装置の試作機 

 

6.5 計測・制御系 

出力点座標を算出するためには，出力部姿勢の角度を計測する必要がある．

そこで，第 6.4.3項で示したように，回転 2自由度自在継手の X軸，および Y 軸

にロータリエンコーダを設置した．選定したロータリエンコーダ(E6B2-CWZ69C 

1800P/R 2M)の仕様を表 6.6，寸法を図 6.24に示す． 

 

表 6.6 ロータリエンコーダの仕様 

仕様 E6B2-CWZ69C 1800P/R

分類
インクリメンタル形
シャフトタイプ

電源電圧
DC5-5%～24+15%V

(リップル(p-p)5%以下)

消費電力 80mA以下

分解能[パルス/回転] 1800

出力相 A相，B相，Z相

制御出力(出力形式) NPNオープンコレクタ

原点位置ポイント あり

出力位相差
A相、B相の位相差 90±

45°(1/4T±1/8T)

出力立ち上がり，
立ち下がり時間

1µs以下 (コード長2m、制

御出力電圧5V、負荷抵抗

1kΩ)

起動トルク  0.98mN.m以下

慣性モーメント  1×10
-6 

kg.m
2
 以下

軸許容力
ラジアル: 30N

スラスト: 20N

許容最高回転数[r/min] 6000

接続方式
コード引き出しタイプ

(コード長: 2m)

材質

本体：アルミニウム
シャフト： SUS420J2

ケース： ABS

質量[g] 約100  
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図 6.24 ロータリエンコーダ(E6B2-CWZ69C 1800P/R 2M)の寸法 

 

制御系には，Math Works 社が開発している数値解析ソフトウェアである

MATLAB, Simulink を用いる．同ソフトウェアを利用した制御環境を図 3.20に

示す．ホスト PC とターゲット PC を用意し．前者は制御プログラムの作成およ

びコンパイル，後者はリアルタイム OS による装置の制御に用いる．両者は LAN

で接続され，ホスト PC からターゲット PCへの制御プログラムの転送およびタ

ーゲット PC からホスト PC へ計測したデータの転送を行う． 

ターゲット PC には National Instruments 製のアナログ入出力ボード(PCI6229) 

，およびカウンタ/パルス出力ボード(PCI6601)を接続し，モータドライバ(多摩川

精機株式会社：TA8411N3462E759)への指令値出力やロータリエンコーダからの

パルス入力を行っている． 

また，各モータのパラメータ変更は，SV-NETコントローラ(TA8440N1060E100)

に接続したノート PCを用いて行った．ノート PC には，パラメータ設定用のソ

フトウェアであるMotion Designer のインストールが必要である． 

ターゲット PC の仕様を表 6.7 に，アナログ入出力ボードの仕様を表 6.8 に，

カウンタ/パルス出力ボードの仕様を表 6.9 に，モータドライバの標準機能を図

6.10に示す． 
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Host-PC

(MATLAB Simulink)

Target-PC

(RealtimeOS)

TCP/IP

アナログ入出力ボード
(PCI6229)

モータドライバ
(TA8411N3462E759)

1~3

モータ(TS4609N6019E100)

1~3

SV-NETコントローラ
(TA8440N1060E100)

ノートPC

(Motion Designer)

カウンタ/パルス出力ボード
(PCI6601)

エンコーダ1，2

(E6B2-CWZ69C 1800P/R 2M)

 

図 3.20 MATLAB/Simulinkによる制御環境 

 

表 6.7 TargetPCの仕様 

構成 形式 メーカー名

CPU  Core i3-6100 3.7GHz Intel

M/B PRIME H270-PRO ASUS

Mem W4U2133PS-4G （8GB) CFD

HDD WD10EZEX （1TB) WD

DVD/CD DRW-24D5MT ASUS

ATXcase SIL-452-KKN1-JP CoolerMaster

ATX電源 RA-650S オウルテック  

 

表 6.8 アナログ入出力ボード(National Instruments:PCI-6229)の仕様 

仕様 NI PCI6229

バスコネクタ PCI

アナログ入力チャンネル数
シングルエンド：32

差動：16

同期サンプリング なし

最大サンプルレート[kS/s] 1800

アナログ入力分解能[bit] 16

アナログ入力の絶対確度[mV] 3

アナログ出力チャンネル数 4

アナログ出力分解能[bit] 16

最大アップデートレート[KS/s] 833

出力幅[V] ±10  

 

 

 

表 6.9 カウンタ/パルス出力ボード(National Instruments:PCI-6601)の仕様 
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仕様 NI PCI6601

バスコネクタ PCI

カウンタ/タイマ数 4

分解能[bit] 32

所要電力 5VDC(±5%)

互換性 TTL/CMOS

プルダウン電流[μA] 10~200

最大ソース周波数[MHz] 80  

 

表 6.10モータドライバ TA8411標準機能 

 

 

6.6 結言 

本章では，まず人体に装着して動作補助を行うことを目的とした回転 2 自由

度パラレルワイヤ駆動機構を提案した．同機構は中央の支柱以外ワイヤにより

構成されるため，人体に装着しやすく，軽量かつ柔軟などの特長を有する．ま

た，上記で述べた解析法を利用して各寸法を決定し，動作範囲，最大ワイヤ張

力の算出を行った．その結果，動作範囲は-80deg≦α≦95deg，-85deg≦β≦85deg，

姿勢保持に必要な最大ワイヤ張力は，α=-70deg，β=45degで 0.96N であった． 

次に，パラレルワイヤ駆動機構を用いたスキルアシストの概要を説明した後，

前章で提案した回転 2 自由度パラレルワイヤ駆動機構を同アシストに応用する

ことを検討した．そのためには，人の動作に応じた受動と駆動の切り替え可能

な駆動部装置が必要であることを示した． 

次に，肘関節動作アシストを目的とした，簡単な試作機を製作した．駆動部

には，AC サーボモータと定荷重保持装置を組み合わせることで受動と駆動の切
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り替を可能とする，摩擦を利用したワイヤ巻き取り機構を提案した．また，回

転中心の X，Y 軸にはロータリエンコーダを設置し，出力部姿勢の測定を行うこ

ととした．  

最後に，同試作機の姿勢測定，および駆動部制御に必要な測定・制御系の製

作を行った． 
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第 7章 ワイヤ駆動を利用したスキルアシスト制御 

 

7.1 緒言 

  本章では，前章で製作した試作機を用いたスキルアシストの方法として，連

続軌跡動作と不連続軌跡動作のスキルアシスト方法を示す．連続軌跡動作アシ

ストでは，直線，円，および楕円動作を，不連続連続軌跡動作では四角形，お

よび自由曲線を扱うこととし，それぞれについて目標点の算出方法を示す．  

 

7.2 スキルアシスト方法 

7.2.1 連続軌跡動作のアシスト方法 

 提案する機構は原点を中心に姿勢 2 自由度を補助するため，原点を中心とし

た球面上を出力点が動作するよう補助を行う．ただ，説明および後述の軌跡な

どの評価を容易にするため，目標軌跡や出力点位置は XY 平面上で表現されたも

のを用いる．以上の前提のもと，まず本項では目標軌跡を連続的な関数で表現

できる軌跡とし，例として位置(X0, Y0)を通り，傾き s である以下の直線が，目標

軌跡の場合の制御手法を説明する． 

   00 YXXsY   (7.1) 

一般に，n+1本のワイヤを有するパラレルワイヤ駆動機構は，1本でワイヤ張

力を制御しながら，すべてのワイヤを駆動させて出力点位置を制御するが，そ

の一方で出力点が高剛性に位置決めされ，機構へ人が入力できない．よって，

本研究では，図 7.1(a)に示すように出力点が目標軌跡上にある場合は，すべての

ワイヤ駆動装置のアクチュエータを受動状態とし，人が出力点を操作できる状

態とする． 

次に，人の操作により図 7.1(b)に示すように出力点が偏差を生じながら変位し

たとする．このとき検出した各受動関節角を α1, β1として，式(6.1)の回転行列 D  

に同角度を代入して求めた出力点位置を P1=(X1, Y1, Z1)
Tとする．さらに，XY 平

面に投影した出力点位置を P1’=(X1, Y1)
Tとすると，同位置と最短距離にある目標

軌跡上の点は，図 7.1(c)のように P1’を通って目標軌跡と直交する位置 P2’ =(X2, 

Y2)
Tとして，以下のように求まる． 

 
 
  

















0011
2

1010
2

22
1

1
'

+YXX+sYs

+XYY+sXs

+s
P  (7.2) 

これを XY 平面上の目標位置とし，同方向に移動するようにワイヤ 2本を選択

のうえ，ワイヤ駆動装置のアクチュエータの駆動量を決定して制御する 
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最後に，出力点位置が目標軌跡上に復帰した場合，再びすべてのワイヤ駆動

装置を受動状態とする．これら一連の動作を適宜繰り返すことでスキルアシス

トを行う．同手法では，駆動装置の受動と駆動状態を高速に切り替える必要が

あるが，提案したワイヤ駆動装置が摩擦力を用いてワイヤを牽引するため，切

り替えによる振動や断続感を吸収し，安定かつ滑らかな制御を可能にする．さ

らに，ワイヤに生じる張力の最小値と最大値が構造的に決定されており，アク

チュエータが不測の動作をした場合でも，ワイヤが弛んでガイドプーリから外

れることや出力点やワイヤに過大な力が加わってワイヤが切れることもなく比

較的安全である． 

 

目標軌跡

ワイヤ
受動軸

駆動部

出力点

ワイヤの巻き取り

出力点

人の動作方向

(a) 出力点が目標軌跡上にある場合 (b) 出力点の目標軌跡上からの逸脱 (c) 出力点の目標軌跡上への誘導

アシスト方向

駆動軸

P1’ P1’

P2’

X

Y

Z
X

Y

Z

 

図 7.1  連続軌跡動作のアシスト方法 

 

7.2.2 駆動ワイヤの決定方法 

提案する機構では，ワイヤ駆動装置の定荷重ばねにより，張力の最小値が受

動的に決定されているため，出力点の制御に必要なワイヤ 2 本を駆動すればよ

く，残りのワイヤ 1 本は受動のままにする．すなわち，同機構の制御では張力

調整が不要であり，単に出力点位置の偏差に応じた駆動ワイヤのアクチュエー

タ制御量を決めるだけでよい． 

 同駆動ワイヤと制御量の決定方法は次のとおりである．まず，偏差を生じた

ときの各受動関節角 α1, β1を用いて式(6.3)で求めたワイヤ長を l1 = (l1,1, l1,2, l1,3)
T

とする．さらに，支柱長さ L を半径，原点を中心とした出力点が実際に動作す

る球の方程式と P2’から目標出力点位置 P2を次のように決定できる． 

 




















2

2
2
2

2

2

2

2

YXL

Y

X

P  (7.3) 

このとき，以下の式の各成分を用いて連立方程式を立てて解くことで，目標

の回転変位 α2, β2を得る．なお，eZ=(0,0,1)Tである．     

   222, PDe  ZL  (7.4) 
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次に，α2, β2より式(7.3)を用いて得られるワイヤ長を l2とする．このとき，以

下の式で求まるワイヤ牽引量 dl = (dl1, dl2, dl3)の各値のうち，dli>0となるワイヤ

を駆動ワイヤ j, k (j=1~3, k=1~3, j≠k)と選択する． 

 21 lll d  (7.5) 

以上より選択したワイヤのアクチュエータ駆動量 u=(uj, uk)
 Tは，各ワイヤの牽

引量 dl ' = (dlj, dlk)
T，出力軸半径 Rおよび予備実験により決定される比例定数 KP

を用いて次のように求まる． 

 
lu d

R

KP  (7.6) 

なお，目標軌跡が曲線のときは，出力点の現在位置 P1と同曲線の最短距離に

ある同曲線上の位置を，曲線の関数およびP1を用いて目標位置P2として計算し，

同様の制御を行うことで動作補助が実現できる． 

 

7.2.3 不連続軌跡動作のアシスト方法 

本項では，目標軌跡を連続的な関数で表現できない軌跡とした場合の制御手

法を説明する． 

 

7.2.3.1 アシスト方法 

 本研究では，目標軌跡が連続的な関数で表現できない場合，その軌跡上に任

意数の離散点を配置し，それらを直線で結ぶことで不連続な軌跡として近似的

に表現する方法を用いることにした．  

同方法では，まず，出力点位置 P1と最短距離の直線を選択し，同直線をその

瞬間の目標軌跡(以下，目標直線軌跡)として選択する．ただし，離散点を結ぶす

べての直線と出力点の距離を算出する方法では，離散点が多数存在する軌跡の

場合計算量が多大になり，アシストに影響を及ぼすことが危惧される．したが

って，本研究では，図 7.2に示すように，直前までの目標直線軌跡，および同直

線に隣接する 2 直線との最短距離のみを算出し，その中で最短距離にある直線

を目標軌跡として選択する． 

 

P1

目標直線軌跡

離散点

 

図 7.2  目標直線軌跡の選択 
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次に目標点の決定を行う．目標点の算出方法を，図 7.3 を用いて以下に示す． 

本研究では，目標点は，離散点間を結ぶ直線上にある現在の出力点との距離

が最小の点とする． 

 いま，目標直線軌跡が離散点 Pdh(XEh, YEh, ZEh)，Pd(h+1)(XE(h+1), YE(h+1) , ZE(h+1))の 2

点間を結ぶ直線の場合を考える．同直線は媒介変数 t を用いて次式で表される．  

 

tCZz

tBYy

tAXx

h

h

h

・

・
・







d

d

d

     , 




























hh

hh

hh

ZZC

YYB

XXA

d)1(d

d)1(d

d)1(d

 (7.7) 

また，出力点 P1(X1, Y1, Z1)から同直線上へ下した垂線の足表す，式(4.7)の媒介

変数 tPは次式で表される 

 
222

d1d1d1
P

)()()(

CBA

ZZCYYBXXA
t hhh




  (7.8) 

 目標点位置は，tPが 0 の場合は Pdh，tPが 1 の場合は Pd(h+1)と一致し，0≦tP≦1

の場合，同値を式(4.7)に代入することで目標点位置が求まる．tP＜0または tP＞1

の場合は，出力点位置に応じて対象の直線を切り替えたのち，同様にして目標

点を算出する． 

 

tP＞ 1→次の直線へ

tP＜ 0→前の直線へ

P1

Pdh

Pd(h+1)

P2

tP=0

tP=1

 

図 7.3 出力点算出方法 

 

次に，選択した目標軌跡に対して，第 7.2.1項で説明した直線動作アシストを

実行する．ただし，今回は無限遠の直線ではなく，離散点間の直線を理想軌跡

とする必要があり，目標直線上にあっても離散点を超えようとした場合，図 7.4

に示すように，その離散点方向にアシストが働くように設定する必要がある． 
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アシスト方向

P1

目標直線軌跡

 

図 7.4  離散点間の直線に対するアシスト方向 

 

離散点方向に補正力を発生させるプログラムに適応するアルゴリズムについ

て，図 7.5に示す． 

 

点に戻す方向にアシスト力を発揮させるため
暫定的に作成する理想軌跡

(a) 指定した点に向かって補正力を発生させる場合

(b) 2点間から外れたかを判定する方法について

範囲内範囲外
範囲内 範囲外

離散点Pdh (Xdh, Ydh)

出力点P1’(X1, Y1)

しきい値

θi

Pdh (Xdh, Ydh)

Pdh+1(Xd(h+1), Yd(h+1))

P1’(X1, Y1)

(Y1- Ydh, Xdh - X1)

 

図 7.5  離散点方向へ補正力を発生させるためのアルゴリズム 

 

目標の補正正方向をプログラムで実現するには「目標の補正方向と垂直な理

想軌跡」を暫定的に作成すればよい．そのため，離散点方向に補正力を発生さ

せるには，図 7.5(a)に示すように「出力点と目標補正方向と垂直方向，かつ離散

点を通る理想軌跡」を設定すればよい．この理想軌跡を作成するための 2 点は，

離散点 PEh’(XEh, YEh)(h=1,2,3,…)と，離散点周りに出力点 P1’(X1, Y1)を 90[deg]回転

させた点：(Y1- YEh, XEh - X1)を選択する． 

また，出力点が離散点を通る目標軌跡との垂線より外へ変位したことを判別

するには，図 7.5(d)に示すように出力点と 2 つの離散点 PEh’(XEh, YEh)，

PE(h+1)’(XE(h+1), YE(h+1))がなす角 θiを用いる．離散点を通る 2 つの垂線は，目標直
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線軌跡から外れたかを判別するしきい値となる．そのため，出力点がしきい値

を超えた場合，θiは必ず鈍角となる．したがって，出力点位置と 2つの離散点の

座標から内積の式を用いて cosθiを計算する公式を応用し，次式にて 2 点間から

外れたか判別することができる． 

まず，点 PEh’(XEh, YEh)から外れた場合は 

 
     hhhhhh YYYYXXXX E)1E(E1E)1E(E1   < 0 (7.9) 

 次に，点 PE(h+1)’(XE(h+1), YE(h+1))から外れた場合は 

      )1E(E)1E(1)1E(E)1E(1   hhhhhh YYYYXXXX < 0 (7.10) 

これらを実装することで，2点間の直線を理想軌跡とすることを可能にする． 

 最後に，出力点が移動した場合，再び最短距離にある直線を選択し，目標軌

跡を切り替え，同様のアシストを行う．これら一連の動作を出力点位置に合わ

せて適宜繰り返し行うことで，不連続軌跡動作のアシストを可能にする． 

ここで，出力点が離散点付近で目標軌跡が頻繁に切り替わるような動作した

場合，装置の応答性により切り替えが追い付かず，試作機の誤動作，および操

作性の低下が危惧される. 

したがって，本研究では，出力点が離散点付近に存在する場合，目標軌跡の

切り替えが連続して行われないよう対策する．同対策の概要を図 7.6に示す． 

 

tP=0

Pdh Pｄ(h+1)

tP=1tP=0.1

tP=0.45 tP=0.55

tP=0.9

アシスト力を低下

この範囲を出力点が移動しなければ
目標軌跡の切り替え不可

 

図 7.6 目標軌跡切り替え時の操作性低下への対策 

 

同対策では，出力点から目標軌跡に下した垂線の足 tPの位置を利用する．  

現在の目標軌跡に対して，0.45≦tP≦0.55 の範囲を出力点が移動しない限り，
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目標軌跡の切り替えを不可能とした．つまり目標軌跡を切り替える場合は，現

在の目標軌跡の中央付近まで出力点を移動させる必要がある．  

また，0≦tP≦0.1または 0.9≦tP≦1の範囲ではアシスト力を低下させ，目標軌

跡切り替え時の操作性の低下を防ぐ． 

 

7.2.3.1 鋭角における目標軌跡切り替え方法 

本目では，隣接する 2 直線のなす角が小さい場合における目標軌跡の切り替

え方法について述べる 

まず，図 7.7に示すように，隣接する線分のなす角が大きい場合と小さい場合

を比較して考える．同図の領域 A は，目標軌跡が r 番目または r+1 番目の線分

である場合，tPがそれぞれ tP＞1，0＜tPとなる領域を示す． 

 

r
r + 1

出力点
領域A

動作方向
目標軌跡

アシスト力

サンプリング毎に
目標軌跡がrとr+1とで交互に切り替わる

(iii) 目標軌跡がrの時に領域Aから出た場合

r

r + 1

r

r + 1

r

r + 1

(ii) 目標軌跡がr+1の時に領域Aから出た場合

(i) 出力点が領域A内にある場合

(a) 隣接する線分のなす角が大きい場合 (b) 隣接する線分のなす角が小さい場合
 

図 7.7 離散点付近での目標軌跡の切り替わりについて 

 

 

隣接する線分のなす角が小さい場合，出力点が領域 A 内に位置するとき，前

目で述べた目標軌跡切り替え条件より，サンプリング毎にそれが前後交互に切

り替わることとなる．ここで，出力点が同領域内に滞在する時間を比較すると，

領域範囲や動作方向の変更の有無などから，高確率で領域 A が大きい方が長く

なることが推測される．したがって，目標軌跡が r 番目の線分のまま領域 A 内

から r+1 番目の線分の方向へ動作してしまい，操作者の動作を妨害する場合が

ある． 

そこで本研究では，隣接する線分のなす角が小さい場合，領域 A 内における

連続した目標軌跡の切り替えを防止することで滑らかな目標軌跡の切り替えを

可能とする手法を用いる． 
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まず，出力点の進行方向を示す指標を D，目標軌跡とその前後の線分とのな

す角をそれぞれ b ， a とする．なお進行方向について， 1D  は離散点番号が増

加する方向， 1D は離散点番号が減少する方向を表し，同値は直前の目標軌

跡において出力点が 0.45≦tP≦0.55の領域を通過した時の方向で決定する． 

次に，閾値 uを設定する．この閾値を用いて，図 7.8に示すように，“tP＜0の

とき 1D  かつ b u  ”または“tP＞1 のとき 1D かつ a u  ”の場合，すなわ

ち，閾値より小さな角おいて出力点が直前までとは逆方向に進もうとした場合

に目標軌跡を切り替えなければよい． 

以上のことからスキルアシストプログラムの目標軌跡切り替えの条件を， 

“ 0Ht  かつ 1D または b u  ”または“ 1Ht  かつ 1D  または a u  ”とおく.  

これにより，隣接する線分のなす角が小さい場合においても滑らかな目標軌跡

の切り替えを可能とする． 

 

出力点進行方向

φa

φb

r

r + 1

進行方向

φb

φa

r

r + 1

 

(a) 0Ht  ， 1D  かつ b u    (b) 1Ht  ， 1D かつ a u   

図 7.8 目標軌跡を切り替えない場合 

 

7.3 スキルアシスト例 

7.3.1 円動作アシスト 

 本項では，連続軌跡動作アシストの一例として，円動作アシストの説明を行

う． 

 提案機構を用いて円動作を行う場合，出力点が原点を中心とした球面上を動

作することから，図 7.9 に示すように， XY 平面となす角 φで出力点が通る等高

線を目標軌跡とすればよい． 
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X

Y

O

Z

L-L

L

L

-L

φ

 

図 7.9 目標軌跡が円の場合 

 

この場合，目標軌跡は媒介変数 t を用いて次式で表される．なお，L を支柱長

さとする． 

 





sin

cos 222

Lz

tLy

tx







 (7.11) 

本研究では，出力点に対して最短距離である目標軌跡上の点を目標点とする．

以下に目標点位置の算出方法を示す． 

 出力点 P1=(X1, Y1, Z1)と目標軌跡との距離 dmについて，以下の関係式が成り立

つ． 

 

EtLYtX

ZLYtLXtd





222
11

2
1

2
1

2222
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2
m
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)sin()cos()(




 (7.12) 

 Eは定数を表す．上式を t について微分すると， 

 

t
tL
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2
m
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2
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 (7.13) 

となる． 

0)( 2
m d を満たす t の値を tmとすると，同値は次式で表される． 

 

2
1

2
1

1
m

cos

YX

LX
t





 

(7.14) 

以上より目標点 P2=(X2, Y2, Z2)の座標は次式となる． 

 






















sin

cos

2

222
2

p2

LZ

tLY

tX

p
 (7.15) 

 Y2の符号は Y1と一致する． 
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7.3.2 楕円動作アシスト 

 本項では，連続軌跡動作アシストの一例として，楕円動作アシストの説明を

行う． 

目標軌跡を，図 7.10 に示すように，XY 平面へ投影した場合に長軸 2ae，短軸

2be，中心が原点の楕円とする． 

 

X

Y

O

Z

L-L

L

L

-L

-ad

bd

-bd

ad

 

図 7.10 目標軌跡が楕円の場合 

 

支柱長さを L とすると，同軌跡は媒介変数 t を用いて次式で表される． 

 

2
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(7.16) 

ここで出力点 P1(X1, Y1, Z1)と目標直線軌跡との距離を dmとすると，dm
2を t に

ついて微分した結果が次式となる． 
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 (7.17) 

したがって， 0)( 2
m d を満たす t の値 tmを式(4.16)に代入することで目標点が

求まる． 

 tm の算出にはニュートン法を用いることとし，f(t)=(dm
2)’とおくと，以下の式

を繰り返し計算することで同値が求める．なお，初期値 0t は X1を用いる． 
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 (7.18) 

Xp≧aeまたは tgが発散する場合，式(4.16)のルート内の値が 0 および負となる

ため tm を得られない．このような場合には目標軌跡を次式で表し，同様の解法

を用いる． 
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(7.19) 

 

7.3.3 四角形動作アシスト 

 本項では，不連続軌跡動作アシストの一例として，四角形動作アシストの説

明を行う． 

不連続動作アシストでは，第 4.2.3項で示したように，目標軌跡は任意数の離

散点を直線で結んだ軌跡とする．したがって，四角形動作を行う場合，離散点

を 4 つ指定し，それらを順に結ぶ軌跡を作成すればよい．ただし，ここでいう

四角形動作は，図 7.11 に示すように，XY 平面に投影した時の四角形である． 

その後，第 4.2.3項で示した方法を用いてアシストを行う． 

 

X

Y

O

Z

L-L

L

-L

Pdh

Pd(h+1)

Pd(h+2)

Pd(h+3)

 

図 7.12 目標軌跡が四角形の場合 
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7.4 結言 

本章では，まず，前章で製作した試作機を用いたスキルアシストの方法とし

て，連続軌跡動作と不連続軌跡動作のスキルアシスト方法を示した． 

目標軌跡を連続的な関数で表現できる連続軌跡の動作アシスト方法では，直

線動作軌跡を例として，出力点から最短距離にある目標点の算出方法，アシス

ト時に駆動させる 2 本のワイヤの決定方法，およびアクチュエータの駆動量算

出方法を示した． 

目標軌跡を連続的な関数で表現できない不連続動作のアシストでは，その軌

跡上に任意数の離散点を配置し，それらを直線で結ぶことで不連続な軌跡とし

て近似的に表現する方法を提案した．また，同方法用いたスキルアシストの方

法を示し，連続軌跡動作アシストの例として，円，および楕円動作を取り上げ，

それぞれについて目標点の算出方法を示した． 

 



- 95 - 

 

第 8章 試作機を用いたスキルアシスト実験 

 

8.1 緒言 

本章では，試作機と前章で述べた制御手法を用いて行った直線，円，楕円，

正方形動作スキルアシスト実験についてそれぞれ結果を示し，追従および繰り

返し位置決め精度評価を行う． 

 

8.2 実験方法および評価方法 

第 7 章までの方法に基づく制御プログラムを作成し，試作機を用いてスキル

アシスト実験を行った．連続軌跡動作アシスト実験では ，X 軸となす角が 0，

45，90，135 degの直線，出力部と XY 平面とがなす角が常に 70 degとなる円，

長軸 320 mm, 短軸 160 mm の楕円を目標軌跡とした．不連続軌跡動作アシスト

では一辺 150 mm の正方形と自由曲線(星形)を目標軌跡とした．ただし，それぞ

れ XY 平面上への投影した場合の形を示す． 

実験では，右利きの成人男性 3 人を対象とし，まず被験者が右の前腕を装置

に装着した状態で出力部を初期位置(α=β=0deg)で静止させ，動作を開始する．被

験者はスキルアシストの補助に従って目標軌跡と出力点位置を一致させるよう

動作する．各軌跡において操作は 5 往復もしくは 5 周行い，各動作での追従お

よび繰り返し位置決め精度を評価する．また，比較のため，すべてのワイヤ駆

動装置を受動状態にしてアシストを行わない場合の動作実験も行う．この場合，

図 8.1 に示すように，Z 軸負方向に向いたビデオカメラ(EX-F1:CASIO)を試作機

の上方約 700mm に設置し，目標軌跡を表示したモニタ(ProLite B2280HS:iiyama)

に同時に出力点を表示させる．そのうえで，被験者はモニタを見て目標軌跡と

出力点を一致させるよう努めながら操作する． 目標軌跡は，モニタ表面に透明

なフィルムを貼付し，そこに水性マジックで描画することで被験者に表示する． 
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カメラ
(EX-F1:CASIO)

Z

X

Y
O

約
7

0
0

m
m

操作者

出力部

モニタ
(ProLite B2280HS:iiyama)

モニタ表面に透明フィルムを貼付

透明フィルムに目標軌跡を描画

出力点
目標点

 

図 8.1 実験の様子 

 

 また，スキルアシストを行う場合と行わない場合で操作速度をある程度統一

するため，実験中被験者は一定間隔のビート音を聞き，その音に合わせて操作

する．その音のテンポ，動作 1 往復もしくは 1 周中の音の回数，および音が鳴

った時の目安の位置を表 8.1に示す． 

 

表 8.1 実験中に鳴らす音のテンポおよび 1動作中のその回数 

アシスト動作 テンポ[BPM] 動作1往復もしくは1周中の音の回数[回] 目安の位置

直線 70 2 端点

円 55 2 X軸との交点

楕円 45 2 X軸との交点

四角 50 4 四隅

自由軌跡(星形) 45 5 頂点  

 

前章で説明したアクチェータの駆動量を決定する比例係数 KP は 4.5，制御お

よび計測周波数は 100Hz とする． 

ここで，予備実験を行ったとき，出力部の動作速度が速く，唐突にワイヤが

緩む方向に変位した場合，ワイヤの巻取りが追い付かずアシスト精度が悪化す

る問題が発生した．したがって，同問題の対策として，スキルアシストを行う

場合，モータ回転軸に常に一定トルクを発揮させることで定常的なワイヤ張力

の向上を行う．各モータへの MTLABからの指令値は実験的に 0.2[V]と決定した． 

評価は各動作での追従および繰り返し位置決め精度で行う．追従位置決め精

度評価には，出力点位置と最短距離にある目標軌跡上の点における目標回転変

位とエンコーダによって計測した出力点における回転変位との差を誤差 Δθe と
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し，その最大，平均および標準偏差を用いる．また，人が不得意と推測される

動作の繰り返し位置決め精度の評価として，各 1 往復もしくは 1 周ごとにばら

つきの評価値を算出し，その平均および標準偏差を用いる．ばらつきの評価値

seは誤差の二乗和を測定値の数で除し，平方根をとった値である． 

 
   212

2
12e    (8.1) 
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  (8.2) 

ただし，n：データ数，(α1，β1)：出力姿勢，(α2，β2)：目標姿勢である． 

また，エンコーダから計測した回転変位を用いて算出した XY 平面上の出力点

軌跡も算出した． 

 

8.3 実験結果および評価結果 

8.3.1 直線動作スキルアシスト実験 

本項では，XY 平面への投影図が X軸となす角 0，45，90，135 degの直線を目

標軌跡とするスキルアシスト実験の結果およびその評価結果を示す． 

本実験では，各被験者で操作量をおおよそ統一するため，スキルアシストを

行う場合は直線の端点のみを，スキルアシストを行わない場合は目標直線に加

えて端点もモニタで示した． X軸となす角 θsの各目標軌跡における端点(動作開

始点と折り返し点)を表 8.2 に示す．被験者は動作開始点，折り返し点，動作開

始点の順に各点を通るように出力部を 5往復動作させる． 

 

表 8.2  X軸となす角 θsの各目標軌跡における動作開始点と折り返し点の座標 

θs[deg] 0 45 90 135 

動作開始点座標[mm] (190, 0) (-85, -85) (0, -120) (85, -85) 

折り返し点座標[mm] (-190, 0) (135, 135) (0, 190) (-135, 135) 

 

実験結果として，被験者 3 人の各直線動作における出力点軌跡，動作全体で

の誤差の最大，平均および標準偏差，動作 1 往復ごとのばらつきの評価値の平

均および標準偏差，および出力点動作速度を測定した． 

ここでは例として，まず被験者 2の出力点軌跡を図 8.2から図 8.5に示す．同

図の(a)はスキルアシストを行った場合の，同図(b)はスキルアシストをともなわ

ない場合の軌跡である． 

 

 



- 98 - 

 

-50

-25

0

25

50

-250 -200 -150 -100 -50 0 50 100 150 200 250

Y
[m

m
]

X [mm]

目標軌跡 出力点軌跡

 

-50

-25

0

25

50

-250 -200 -150 -100 -50 0 50 100 150 200 250

Y
[m

m
]

X [mm]

目標軌跡 出力点軌跡

 
(a) スキルアシスト有 (b) スキルアシスト無 

図 8.2 被験者 2の直線(θs=0deg)動作実験時の出力点軌跡 
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(a) スキルアシスト有 (b) スキルアシスト無 

図 8.3 被験者 2の直線(θs=45deg)動作実験時の出力点軌跡 
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(a) スキルアシスト有 (b) スキルアシスト無 

図 8.4 直線(θs=90 deg)動作実験時の出力点軌跡 
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(a) スキルアシスト有 (b) スキルアシスト無 

図 8.5 被験者 2の直線(θs=135 deg)動作実験時の出力点軌跡 
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図 8.2から図 8.5の(b)より，目標軌跡が θs=0 degおよび θs=45 deg の直線の場

合，スキルアシスト無しの出力点軌跡はおおよそ目標軌跡方向に動いているが，

1往復ごとに軌跡が並行移動するようにばらつき，動作の繰り返し性が低い．目

標軌跡が θs=90 degの直線の場合，スキルアシスト無しの出力点軌跡は左右に膨

らんでおり，前腕の屈曲と伸展運動の繰り返し動作は不安定であることが推測

される．さらに，1往復ごとのばらつきも大きく，動作の繰り返し性が低い．目

標軌跡が θs=135 deg の直線の場合，スキルアシスト無しの出力点軌跡は Y 軸負

方向に膨らんでおり，前腕の屈曲運動の力が強く影響していることが推測され

る．さらに，1往復ごとのばらつきも大きく，動作の繰り返し性が低い． 

それに対し，図 8.2 から図 8.5 の(a)より，スキルアシストを行った場合では，

いずれの目標軌跡に対しても正確に一致しながら動作しているとともに，各往

復動作で軌跡はばらつかず，繰り返し性も高いことが分かる． 

次に，動作全体での誤差の最大，平均および標準偏差について被験者 3 人で

平均した値を図 8.6および表 8.3に示す． 
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(a) スキルアシスト有 (b) スキルアシスト無 

図 8.6 直線動作における被験者 3人の各追従位置決め精度評価値の平均値 

 

表 8.3 直線動作における被験者 3人の各追従位置決め精度評価値の平均値 

0 45 90 135

平均値[deg] 0.52 0.32 0.27 0.28

標準偏差[deg] 0.23 0.24 0.20 0.19

最大値[deg] 1.05 1.13 1.12 0.95

平均値[deg] 1.63 2.95 2.31 1.97

標準偏差[deg] 0.80 1.91 1.56 1.69

最大値[deg] 3.68 8.33 6.92 6.92

θ s[deg]

アシスト有

アシスト無
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同図および同表より，スキルアシストを行ったほうがすべての値において小

さくなっており，誤差の平均値は最大でも 0.52 deg，標準偏差は最大でも 0.23 deg，

最大値は最大でも 1.13 deg と非常に小さな値である．また，最もスキルアシス

トの効果が大きい θs=45 degの直線軌跡動作では，平均値で 9.4倍，標準偏差で

7.9倍，最大値で 7.4倍程度，最もスキルアシストの効果が小さい θs=0 degの直

線軌跡動作でも，平均値で 3.2 倍，標準偏差で 3.4 倍，最大値で 3.5 倍程度精度

が向上していることから，高い追従位置決め精度を有することを確認した． 

なお，スキルアシストを行った場合では動作方向によらずいずれの評価値も

同程度であったため，追従位置決め精度の異方性は小さいことも分かるが，0deg

方向の直線のみ平均誤差が大きい．これは，同方向の軌跡においては，特に人

が Y 軸方向の位置を保持するために肘の屈曲力を用いるが，同屈曲力が腕のそ

の他の動作力より大きいためにアシストによる補正が足りなかったためと推測

される． 

 最後に，繰り返し位置決め精度の評価結果として，動作 1 往復ごとのばらつ

きの評価値の平均および標準偏差を被験者 3人で平均した値を表 8.4に示す。 

 

表 8.4 直線動作における被験者 3人の繰り返し位置決め精度評価値の平均値 

0 45 90 135

平均値[deg] 0.71 0.56 0.51 0.53

標準偏差[deg] 0.03 0.06 0.04 0.04

平均値[deg] 1.3 1.7 1.5 1.4

標準偏差[deg] 0.13 0.15 0.21 0.17

θ s[deg]

アシスト有

アシスト無
 

 

同表より，スキルアシストを行った方がすべての動作方向において平均値，

標準偏差ともに小さくなっており，各 1 往復動作でばらつきの小さい同様な動

作を行えていることがわかる．標準偏差に着目すると θs=0degの直線では 4.3倍，

θs=45deg の直線では 2.5 倍，θs=90deg の直線では 5.0 倍，θs=135deg の直線では

4.4倍程度の繰り返し位置決め精度の向上がみられ，さらに，スキルアシストを

行った場合では動作方向によらず各値同程度であったため，繰り返し位置決め

精度の異方性も小さい． 

したがって，連続軌跡である様々な方向の直線を目標軌跡とした場合，提案

機構およびその制御手法を用いて高い追従および繰り返し位置決め精度を有す

るスキルアシストを行えることがわかり，その有用性を確認できた． 
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8.3.2 円動作スキルアシスト実験 

本項では，XY 平面となす角 φ=70 degで出力点が通る等高線を目標軌跡とする

スキルアシスト実験の結果およびその評価結果を示す． 

実験は， XY 平面への投影位置が X 軸との正の交点を動作開始点とし，時計

および反時計回り(以下，CW および CCW)にそれぞれ 5周動作させた． 

実験結果として，被験者 3人の円動作(CW，CCW)における出力点軌跡，動作

全体での誤差の最大，平均および標準偏差，動作 1 周ごとのばらつきの評価値

の平均および標準偏差，および出力点動作速度をを測定した． 

ここでは例として，まず被験者 2の出力点軌跡を図 8.7から図 8.8に示す．同

図の(a)はスキルアシストを行った場合の，同図(b)はスキルアシストを行わない

場合の軌跡である． 

 

-160

-120

-80

-40

0

40

80

120

160

-160 -120 -80 -40 0 40 80 120 160

Y
[m

m
]

X [mm]

目標軌跡 出力点軌跡

     

-160

-120

-80

-40

0

40

80

120

160

-160 -120 -80 -40 0 40 80 120 160

Y
[m

m
]

X [mm]

目標軌跡 出力点軌跡

 

(a) スキルアシスト有 (b) スキルアシスト無 

図 8.7 被験者 2の CW 方向円動作実験時の出力点軌跡 
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(a) スキルアシスト有 (b) スキルアシスト無 

図 8.8 被験者 2の CCW 方向円動作実験時の出力点軌跡 
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図 8.7および図 8.8の(b)より，いずれの動作方向においてもスキルアシストを

ともなわない場合では，円運動による遠心力により目標軌跡に対し外側に大き

く誤差が生じているとともに，周回ごとに異なる軌跡をなしている．それに対

し，図 8.7および図 8.8 の(a)より，スキルアシストを行った場合では，ともなわ

ない場合と同様の理由で誤差が円の外側に生じている部分もあるものの，安定

しかつ比較的精度よく目標軌跡上へ補正されていることが分かる． 

次に，動作全体での誤差の最大，平均および標準偏差について被験者 3 人で

平均した値を図 8.9および表 8.5に示す． 
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(a) スキルアシスト有 (b) スキルアシスト無 

図 8.9 円動作における被験者 3人の各動作追従位置決め精度評価値の平均値 

 

表 8.5 円動作における被験者 3人の各追従位置決め精度評価値の平均値 

CW CCW

平均値[deg] 0.61 0.50

標準偏差[deg] 0.41 0.33

最大値[deg] 1.94 1.48

平均値[deg] 2.74 2.95

標準偏差[deg] 2.03 2.14

最大値[deg] 8.46 9.84

アシスト有

アシスト無

動作方向

10.0
 

 

同図および同表より，スキルアシストを行った方がいずれの動作方向におい

てもすべての値が小さくなっている．誤差の平均値は最大でも 0.61 deg，標準偏

差は最大でも 0.41 deg，最大値は最大でも 1.94 degと非常に小さな値である．ま

た，すべての評価値において CW 方向動作では 4.4 倍以上，CCW 方向動作では

5.8倍以上減少していることから，高い追従位置決め精度を有することを確認し

た． 
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また，スキルアシストを行わなかった場合の結果において，直線軌跡の結果

と比較して円軌跡動作の誤差が大きく，人は前腕を同じ円軌跡上に繰り返し動

作させるのが苦手であることが分かった．それに対しスキルアシストにより，

円軌跡の場合においても，直線軌跡の場合と同程度の繰り返し位置決め精度で

補助が行われていることが分かる．なお，いずれの精度も，多少の差があるも

のの，運動方向および回転変位に関係なく同程度であることもわかった． 

最後に，繰り返し位置決め精度評価結果として，動作 1 周ごとのばらつきの

評価値の平均および標準偏差を被験者 3人分で平均した値を表 8.6に示す。 

 

表 8.6 円動作における被験者 3人の各繰り返し位置決め精度評価値の平均値 

CW CCW

平均値[deg] 0.77 0.71

標準偏差[deg] 0.025 0.033

平均値[deg] 1.6 1.7

標準偏差[deg] 0.16 0.30

動作方向

アシスト有

アシスト無
 

 

同表より，スキルアシストを行った方がいずれの動作方向においても平均値，

標準偏差ともに小さくなっており，各 1 周動作でばらつきの小さい同様な動作

を行えていることがわかる．標準偏差に着目すると CW 方向では 6.4 倍，CCW

方向では 9.0倍程度の繰り返し位置決め精度の向上がみられ，さらに，スキルア

シストを行った場合では動作方向によらず各値同程度であったため，繰り返し

位置決め精度の異方性も小さい． 

したがって，連続軌跡である円を目標軌跡とした場合，提案機構およびその

制御手法を用いて高い追従および繰り返し位置決め精度を有するスキルアシス

トを行えることがわかり，その有用性を確認できた． 

 

8.3.3 楕円動作スキルアシスト実験 

本項では，XY 平面への投影図が長軸 320mm，短軸 160mm の楕円を目標軌跡

とするスキルアシスト実験の結果およびその評価結果を示す． 

実験は， XY 平面への投影位置が X 軸との正の交点を動作開始点とし，時計

および反時計回り(以下，CW および CCW)にそれぞれ 5周動作させた． 

実験結果として，被験者 3 人の各楕円動作(CW，CCW)における出力点軌跡，

動作全体での誤差の最大，平均および標準偏差，動作 1 周ごとのばらつきの評

価値の標準偏差，および出力点動作速度をを測定した． 

ここでは例として，まず被験者 1の出力点軌跡を図 8.10および図 8.11に示す．



- 104 - 

 

同図の(a)はスキルアシストを行った場合の，同図(b)はスキルアシストを行わな

い場合の軌跡である． 
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(a) スキルアシスト有 (b) スキルアシスト無 

図 8.10 被験者 1の CW 方向楕円動作実験時の出力点軌跡 
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(a) スキルアシスト有 (b) スキルアシスト無 

図 8.11 被験者 1の CCW 方向楕円動作実験時の出力点軌跡 

 

図 8.10および図 8.11 の(b)より，いずれの動作方向においてもスキルアシスト

を行わない場合では，楕円運動による遠心力により目標軌跡に対し外側に大き

く誤差が生じているとともに，軌跡が六角形のような形になっている．これは，

自在継手などの機構的要因によると考えられる．また，周回ごとに異なる軌跡

をなしており，繰り返し性も低い．それに対し，図 8.10および図 8.11の(a)より，

スキルアシストを行った場合では，ともなわない場合と同様の理由で誤差が円

の外側に生じている部分もあるものの，安定しかつ比較的精度よく目標軌跡上

へ補正されていることが分かる． 

次に，動作全体での誤差の最大，平均および標準偏差について被験者 3 人で

平均した値を図 8.12および表 8.7に示す． 
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(a) スキルアシスト有 (b) スキルアシスト無 

図 8.12 楕円動作における被験者 3人の各追従位置決め精度評価値の平均値 

 

表 8.7 楕円動作における被験者 3人の各追従位置決め精度評価値の平均値 

CW CCW

平均値[deg] 0.57 0.46

標準偏差[deg] 0.35 0.32

最大値[deg] 1.73 1.78

平均値[deg] 3.51 3.03

標準偏差[deg] 2.30 1.79

最大値[deg] 9.94 7.55

アシスト有

アシスト無

動作方向

 

 

同図および同表より，スキルアシストを行った方がいずれの動作方向におい

てもすべての評価値が小さくなっており，誤差の平均値は最大でも 0.57deg，標

準偏差は最大でも 0.35deg，最大値は最大でも 1.78degと非常に小さな値である．

また，スキルアシストを行わない場合では動作方向によって各評価値に差があ

るが，スキルアシストを行った場合では同程度であることから追従位置決め精

度の異方性は小さいことも分かる． 

 最後に，繰り返し位置決め精度評価結果として，動作 1 周ごとのばらつきの

評価値の平均値および標準偏差を被験者 3人分で平均した値を表 8.8に示す。 
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表 8.8楕円動作における被験者 3人の各繰り返し位置決め精度評価値の平均値 

CW CCW

平均値[deg] 0.75 0.68

標準偏差[deg] 0.034 0.036

平均値[deg] 1.9 1.7

標準偏差[deg] 0.11 0.14

動作方向

アシスト有

アシスト無
 

 

同表より，スキルアシストを行った方がいずれの動作方向においても各評価

値が小さくなっており，各 1 周動作でばらつきの小さい同様な動作を行えてい

ることがわかる．標準偏差に着目すると CW方向では 3.2倍，CCW方向では 4.0

倍程度の繰り返し位置決め精度の向上がみられ，さらに，スキルアシストを行

った場合では動作方向によらず各値同程度であったため，繰り返し位置決め精

度の異方性も小さい． 

したがって，連続軌跡である楕円軌跡動作に対して，提案機構およびその制

御手法を用いて高い追従および繰り返し位置決め精度を有するスキルアシスト

を行えることがわかり，その有用性を確認できた． 

 

8.3.3 正方形動作スキルアシスト実験 

本項では，XY 平面への投影図が一辺 150mm の正方形を目標軌跡とするスキ

ルアシスト実験の結果およびその評価結果を示す． 

離散点は(0，0)，(150，0)，(150，150)，(0，150)[mm]の 4 点とし，原点から

CW および CCW 方向にそれぞれ 5周動作させた． 

実験結果として，被験者 3人の各正方形動作(CW，CCW)における出力点軌跡，

動作全体での誤差の最大，平均および標準偏差，動作 1 往復ごとのばらつきの

評価値の平均および標準偏差，および出力点動作速度をを測定した． 

ここでは例として，まず，被験者 1の出力点軌跡を図 8.13および図 8.14 に示

す．同図の(a)はスキルアシストを行った場合の，同図(b)はスキルアシストを行

わない場合の軌跡である． 
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(a) スキルアシスト有 (b) スキルアシスト無 

図 8.13 被験者 1の CW 方向正方形動作実験時の出力点軌跡 

-20

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

-20 0 20 40 60 80 100120140160180200

Y
[m

m
]

X [mm]

目標軌跡

出力点軌跡

       

-40

-20

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

-40 -20 0 20 40 60 80 100120140160180200

Y
[m

m
]

X [mm]

目標軌跡
出力点軌跡

 

(a) スキルアシスト有 (b) スキルアシスト無 

図 8.14 被験者 1の CCW 方向正方形動作実験時の出力点軌跡 

 

図 8.13および図 8.14 の(b)より，スキルアシストを行わない場合では，Y 軸方

向に動作するときに，おもに上腕のねじり回転により固定される X 軸方向位置

の誤差が大きく，繰り返し性も低い．また，逆に肘の屈曲により Y 軸方向を固

定して X 軸方向に動作するときは，操作者に近い X 軸付近では比較的繰り返し

性が高いが，肘が伸展している対辺側では誤差が大きく，繰り返し性も低い． 

これに対し，図 8.13 および図 8.14の(a)より，スキルアシストを行った場合で

は，行わない場合に比べ誤差は小さく，繰り返し性も高い．しかし，角部にお

いて，人がそれまでの直線動作を続けようとして軌跡の行き過ぎが生じている．

また，CCW 方向動作では X軸上の辺およびその対辺で，目標軌跡の外側に誤差

が大きくなっている．これは，X軸上の辺では，アシスト方向への補正力に対し

て腕を屈曲させる力が強いことが，その対辺では，アシスト方向への補正力に

対して腕を伸展させる力に加え出力部の自重による力が発生したことが原因で

あると考えられる． 
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次に，動作全体での誤差の最大，平均および標準偏差について被験者 3 人で

平均した値を図 8.15および表 8.9に示す． 
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(a) スキルアシスト有 (b) スキルアシスト無 

図 8.15 正方形動作における被験者 3人の各追従位置決め精度評価値の平均値 

 

表 8.9 正方形動作における被験者 3人の各追従位置決め精度評価値の平均値 

CW CCW

平均値[deg] 0.63 0.74

標準偏差[deg] 0.43 0.45

最大値[deg] 2.14 2.77

平均値[deg] 1.49 1.76

標準偏差[deg] 1.12 1.22

最大値[deg] 5.34 6.51

動作方向

アシスト有

アシスト無

 

 

同図および同表より，スキルアシストを行った方がいずれの動作方向におい

ても各評価値が小さくなっており，誤差の平均値は最大で 0.74deg，標準偏差は

最大で 0.45deg，最大値は最大で 2.77deg である．しかし，これらの値は他の動

作軌跡のスキルアシスト実験結果に比べ大きな値である．  

 最後に，繰り返し位置決め精度評価結果として，1周ごとのばらつきの評価値

の平均および標準偏差を被験者 3人分で平均した値を表 8.10に示す。 
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表 8.10楕円動作における被験者 3人の各繰り返し位置決め精度評価値の平均値 

CW CCW

平均値[deg] 0.79 0.86

標準偏差[deg] 0.034 0.029

平均値[deg] 1.2 1.3

標準偏差[deg] 0.15 0.13

動作方向

アシスト有

アシスト無
 

 

同表より，スキルアシストを行った方がいずれの動作方向においても各評価

値が小さくなっており，各 1 周動作でばらつきの小さい同様な動作を行えてい

ることがわかる． 

ここまで各評価を行ってきたが，現状の実験条件ではスキルアシストを行っ

た場合において他の軌跡の結果に比べ誤差が非常に大きい．その原因は，離散

点での軌跡の行き過ぎによる誤差が考えられ，さらに，同誤差はスキルアシス

ト装置の位置決め誤差ではなく，操作者が動作方向を判断できないことによる

誤差の割合がかなり高い．したがって，正確な位置決め評価を行えていないこ

とも危惧される． 

以上より，X軸上およびその対辺で出力点軌跡の誤差小さくするため，アクチ

ェータの駆動量を決定する比例係数 KPの値を 4.5 から 5.5 に増加し，さらに，

離散点での軌跡の行き過ぎを防ぐためスキルアシスト実験中に操作者が離散点

の位置のみ観察できるようにして再びスキルアシストを伴う実験を行った． 

この実験結果も，被験者 3人の各正方形動作(CW，CCW)における出力点軌跡，

動作全体での誤差の最大，平均および標準偏差，動作 1 往復ごとのばらつきの

評価値の平均および標準偏差，および出力点動作速度を測定した． 

ここでは例として，まず被験者 1の出力点軌跡を図 8.16および図 8.17に示す．

同図(a)はスキルアシストを行った場合の，同図(b)には比較のためスキルアシス

トを行わない場合の軌跡を示す． 
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(a) スキルアシスト有 (b) スキルアシスト無 

図 8.16 被験者 1の CW 方向正方形動作実験時の出力点軌跡(実験条件変更後) 
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(a) スキルアシスト有 (b) スキルアシスト無 

図 8.17 被験者 1の CCW 方向正方形動作実験時の出力点軌跡 

(実験条件変更後) 

 

図 8.16および図 8.17 の(a)より，実験条件変更前と比較して誤差は非常に小さ

く，角部での行き過ぎもかなり小さくなっている．また，スキルアシストを行

わない場合に比べ，正方形のどの線分でも正確に一致しながら動作しており，

繰り返し性も高い．なお，同行き過ぎ量は，制御的な問題だけでなく，ワイヤ

の柔軟性やワイヤ駆動装置における滑りにより生じていることも考えられるた

めに，今後詳細に原因を検討すべきであるが，精度よりも安定性やロバスト性

が重要なリハビリなどの人体補助においては許容されるものと考えている． 

次に，動作全体での誤差の最大，平均および標準偏差について被験者 3 人で

平均した値を図 8.18および表 8.11に示す． 
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(a) スキルアシスト有 (b) スキルアシスト無 

図 8.18 正方形動作における被験者 3人の各追従位置決め精度評価値の平均値 

(実験条件変更後) 

 

表 8.11 正方形動作における被験者 3人の各追従位置決め精度評価値の平均値 

(実験条件変更後) 

CW CCW

平均値[deg] 0.29 0.27

標準偏差[deg] 0.20 0.19

最大値[deg] 1.32 1.23

平均値[deg] 1.49 1.76

標準偏差[deg] 1.12 1.22

最大値[deg] 5.34 6.51

アシスト有

アシスト無

動作方向

 

 

同図および同表より，実験条件変更前と比較して，いずれの値も小さくなっ

ている．誤差の平均値は最大で 0.29deg，標準偏差は最大で 0.20deg，最大値は最

大で 1.32degと非常に小さな値である．また，平均値では最小でも 5.1倍，標準

偏差では最小でも 5.5 倍，最大値では最小でも 4.0 倍程度精度が向上しており，

高い追従位置決め精度を確認した． 

 最後に，繰り返し位置決め精度評価結果として，1周ごとのばらつきの評価値

の平均および標準偏差を被験者 3人分で平均した値を表 8.12に示す。 
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表 8.12 正方形動作における 

被験者 3人の各繰り返し位置決め精度評価値の平均値(実験条件変更後) 

CW CCW

平均値[deg] 0.54 0.52

標準偏差[deg] 0.034 0.037

平均値[deg] 1.2 1.3

標準偏差[deg] 0.15 0.13

動作方向

アシスト無

アシスト有

 

 

同表より，標準偏差は実験条件変更前と比較して同程度であるが，平均値は

かなり小さくなっている．また，スキルアシストを行わない場合と比較すると，

スキルアシストを行ったほうがすべての動作方向および変位において小さくな

っており，各 1 周動作でばらつきの小さい同様な動作を行えていることがわか

る．標準偏差に着目すると CW 方向では 4.4 倍，CCW 方向では 3.4 倍程度の繰

り返し位置決め精度の向上がみられ，さらに，スキルアシストを行った場合で

は動作方向によらず各値同程度であったため，繰り返し位置決め精度の異方性

も小さい． 

したがって，アクチュエータの駆動量を増加させることで装置の追従および

繰り返し位置決め精度の向上が得られることが分かった．しかし，駆動軸での

摩擦力の限界や操作性の観点から，実験的に適切な比例定数 KPを決定する必要

がある． 

以上より，不連続軌跡である正方形軌跡動作に対して，提案機構およびその

制御手法を用いて高い追従および繰り返し位置決め精度を有するスキルアシス

トを行えることがわかり，その有用性を確認できた． 

 

8.4 結言 

本章では，試作機と前章で述べた制御手法を用いて行った直線，円，楕円，

正方形，自由曲線(星形)動作スキルアシスト実験についてそれぞれ結果を示し，

追従および繰り返し位置決め精度評価を行った． 

直線動作アシスト実験では，XY 平面への投影図が X 軸となす角 0，45，90，

135 degの直線を目標軌跡とし，誤差の平均値は最大でも 0.52deg，標準偏差は最

大でも 0.23deg，最大値は最大でも 1.13deg と非常に小さな値であったことから

高い追従位置決め精度を確認した．また，繰り返し位置決め精度については，1

往復動作ごとのばらつきの評価値の平均が 0.5deg程度，標準偏差が 0.06 以下で

あり非常に小さな値であることから，1往復動作ごとにばらつきの小さい同様の

動作を行えていることがわかる． 
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円動作アシスト実験では，XY 平面となす角 φが 70 degの等高線を目標軌跡と

し，誤差の平均値は最大でも 0.61deg，標準偏差は最大でも 0.341deg，最大値は

最大でも 1.94deg と非常に小さな値であったことから高い追従位置決め精度を

確認した．また，繰り返し位置決め精度については，1周動作ごとのばらつきの

評価値の平均が 0.7deg 程度，標準偏差が 0.03程度と非常に小さな値であること

から，1周動作ごとにばらつきの小さい同様の動作を行えていることがわかる． 

楕円動作アシスト実験では，XY 平面への投影図が長軸 320mm，短軸 160mm

の楕円を目標軌跡とし，誤差の平均値は最大でも 0.57deg，標準偏差は最大でも

0.35deg，最大値は最大でも 1.78degと非常に小さな値であったことから高い追従

位置決め精度を確認した．また，繰り返し位置決め精度については，1周動作ご

とのばらつきの評価値の平均が 0.7deg程度，標準偏差が 0.03程度と非常に小さ

な値であることから，1周動作ごとにばらつきの小さい同様の動作を行えている

ことがわかる． 

正方形動作アシスト実験では，XY 平面への投影図が一辺 150mm の正方形を

目標軌跡とした．同実験では，アシスト時のアクチュエータ駆動量の増加によ

る追従位置決め精度の向上を確認した．駆動量増加後は誤差の平均値は最大で

も 0.29deg，標準偏差は最大でも 0.20deg，最大値は最大でも 1.32degと非常に小

さな値であったことから高い追従位置決め精度を確認した．また，繰り返し位

置決め精度については，1周動作ごとのばらつきの評価値の平均が 0.5deg程度，

標準偏差が 0.03 程度と非常に小さな値であることから，1 周動作ごとにばらつ

きの小さい同様の動作を行えていることがわかる． 

以上より，提案機構およびその制御手法を用いて高い追従および繰り返し位

置決め精度を有するスキルアシストを行えることがわかり，その有用性を確認

できた．さらに，この結果から，療法士・施術士が患者に対して行った作業教

示をロボットが記憶し，その後患者のみで同様の動作を反復することを可能に

することが期待される． 
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第 9章 結論 

 本研究で得られた結果を以下に示す． 

 

(1) 補助者を必要とせず，動作を補助および測定することを目的に，パラレルワ

イヤ駆動機構を用いた立位バランス能力測定装置，およびスキルアシスト装置

を提案した．また，提案した機構について逆運動学，および固有値解析を利用し

た張力解析を行い，同機構が十分な動作範囲をもつこと，および過度なワイヤ張

力が発生しないことを確認した． 

 

(2) 立位バランス能力測定装置を用いて，複数の被験者に対して転倒限界での足

圧中心位置を測定し，さらに面積比を用いて個人差を具体的な値で示すことで，

転倒回避能力に関する能力の個人差を明確にあらわすことが可能であることを

示した．このことから，転倒回避能力の評価に有用であることが考えられる． 

 

(3) 立位バランス能力測定装置を用い，両足支持において姿勢を傾斜させ重心動

揺の測定を行った結果，転倒限界近づくにつれ COP の変動が激しくなり個人差

が顕著に現れた．また，片足支持では姿勢を傾斜させない場合でも同様な傾向が

見られ，本装置を用いれば安全を確保しながら，これまで主に行われてきた安定

した直立姿勢における測定結果より，明確に立位バランス能力の差異を測定し

得ることが示された． 

 

(4) 提案機構のワイヤを駆動する装置として，定荷重ばねを用いる構造を提案し

た．同装置は，駆動状態ではワイヤとワイヤを巻きつけたモータ出力回転軸間の

摩擦力によりアクチュエータの駆動力を伝達し，ワイヤを強制的に巻き取るこ

とで出力節の位置決めを可能とする．非駆動状態では，ブレーキを解除すること

で出力軸が受動的に回転し，定荷重ばねによりワイヤが緩まない必要最低限の

張力が常に生じながら，外力によりワイヤが受動的に繰り出される． 

 

(5) 提案機構の試作機を用い，連続的な関数で表される連続軌跡および表されな

い不連続軌跡を目標軌跡とするスキルアシスト制御手法を提案した．提案手法

では，まず，目標軌跡上に出力点がある場合，機構を非駆動状態にし，人の操作

を機構へ変位として入力させる．次に目標軌跡へ最短で補正できる動作方向を

算出し，その方向に寄与するワイヤ 2本を選択し，ワイヤを駆動させる．同機構

および手法では，ワイヤ駆動装置により最低限のワイヤ張力が受動的に生じて

いるため，駆動に必要なワイヤ 2 本を用いて単に出力点を位置決めするだけで
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よい．なお，同制御では各ワイヤ駆動装置の非駆動，駆動状態を高速に切り替え

る必要があるが，アクチュエータの動作が摩擦によりワイヤへ伝達されるため，

振動や断続感なく切り替え可能である． 

 

(6) 試作機および制御手法を用いた直線，円，楕円，正方形を目標軌跡とした動

作実験を行い，動作軌跡，動作方向によらず高い追従および繰り返し位置決め精

度を有することを確認した．また，これらの結果より，複雑な目標軌跡の場合で

も同制御手法を応用することで精度よく安定した動作補助の実現が期待できる． 
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付録 A 転倒限界の測定実験における測定結果 

 表 A.1に，転倒限界を測定した被験者の性別，年齢，身長および体重を示す．

両足支持および片足支持での測定結果として，表 A.2 に各被験者の TAを値とそ

の平均値±標準偏差を示す．また，図 A. 1～図 A. 12に，両足支持での COP の

変化および転倒限界での COP をそれぞれ赤小丸および青四角で，測定時の各被

験者の足部接地状態の足型とともに示す．同様に，片足支持での結果について

図 A. 13～図 A. 24に示す．なお，座標系には図 3.11に示したフォースプレート

の中心を原点とする OF-XFYFを用いている． 

 

表 A. 1 転倒限界を測定した被験者の性別，年齢，身長および体重 

被験者 性別 年齢 [years] 身長 [mm] 体重 [kg] 

1 男性 21 1790 60 

2 男性 23 1740 64 

3 男性 24 1830 65 

4 男性 33 1730 70 

5 男性 34 1690 66 

6 男性 47 1650 61 

7 男性 47 1600 57 

8 男性 48 1750 82 

9 女性 21 1590 48 

10 女性 23 1690 67 

11 女性 24 1600 45 

12 女性 35 1630 45 

平均±標準偏差 

男性 34.6±11.5 1722.5±74.2 65.6±7.7 

女性 25.8±6.3 1627.5±45.0 51.3±10.6 

計 31.7±10.7 1690.8±79.0 60.8±10.9 
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表 A.2 被験者の性別，年齢および TAの値とその平均値±標準偏差 

被験者 両足支持 右片足支持 左片足支持 

No. 性別 
年齢 

[years] 
TA 男女別 TA 男女別 TA 男女別 

1 男性 21 0.54  

0.48±0.092 

0.29  

0.23±0.086 

0.18  

0.17±0.055 

2 男性 23 0.50  0.28  0.31  

3 男性 24 0.64  0.37  0.16  

4 男性 33 0.52  0.21  0.15  

5 男性 34 0.44  0.12  0.16  

6 男性 47 0.32  0.09  0.12  

7 男性 47 0.37  0.24  0.16  

8 男性 48 0.51  0.23  0.14  

9 女性 21 0.50  

0.46±0.059 

0.19  

0.20±0.008 

0.21  

0.21±0.024 
10 女性 23 0.42  0.21  0.20  

11 女性 24 0.53  0.20  0.25  

12 女性 35 0.39  0.19  0.18  

年代別 
青年群 23±1.40 0.52±0.063 0.26±0.062 0.22±0.05 

中年群 41±7.34 0.42±0.071 0.18±0.057 0.15±0.02 

全被験者 32±10.7 0.47±0.083 0.22±0.071 0.19±0.05 
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COP 転倒限界転倒限界でのCOP  
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図 A. 1 被験者 1の両足支持における測定結果 
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図 A. 2 被験者 2の両足支持における測定結果 
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COP 転倒限界転倒限界でのCOP  
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図 A. 3 被験者 3の両足支持における測定結果 
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図 A. 4 被験者 4の両足支持における測定結果 
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COP 転倒限界転倒限界でのCOP  
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図 A. 5 被験者 5の両足支持における測定結果 
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図 A. 6 被験者 6の両足支持における測定結果 
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COP 転倒限界転倒限界でのCOP  
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図 A. 7 被験者 7の両足支持における測定結果 

 

-125

-75

-25

25

75

125

175

-150-5050150

A = 65508mm2 T = 33112mm2 TA = 0.505

YF[mm]

XF[mm] OF

 

図 A. 8 被験者 8の両足支持における測定結果 

 

 



 126 

 

COP 転倒限界転倒限界でのCOP  
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図 A. 9 被験者 9の両足支持における測定結果 
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図 A. 10 被験者 10の両足支持における測定結果 
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COP 転倒限界転倒限界でのCOP  
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図 A. 11 被験者 11の両足支持における測定結果 
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図 A. 12 被験者 12の両足支持における測定結果 
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COP 転倒限界転倒限界でのCOP  
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図 A. 13 被験者 1の片足支持における測定結果 

 

-125

-75

-25

25

75

125

175

-1000100

-125

-75

-25

25

75

125

175

-1000100

YF[mm]

XF[mm]

YF[mm]

XF[mm]

T = 5009mm2

TA = 0.282

T = 5412mm2

TA = 0.311

A = 17774mm2 A = 17394mm2

右足 左足

OF OF

 

図 A. 14 被験者 2の片足支持における測定結果 
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図 A. 15 被験者 3の片足支持における測定結果 
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図 A. 16 被験者 4の片足支持における測定結果 
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COP 転倒限界転倒限界でのCOP  
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図 A. 17 被験者 5の片足支持における測定結果 
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図 A. 18 被験者 6の片足支持における測定結果 
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COP 転倒限界転倒限界でのCOP  
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図 A. 19 被験者 7の片足支持における測定結果 
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図 A. 20 被験者 8の片足支持における測定結果 
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COP 転倒限界転倒限界でのCOP  
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図 A. 21 被験者 9の片足支持における測定結果 
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図 A. 22 被験者 10の片足支持における測定結果 
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COP 転倒限界転倒限界でのCOP  
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図 A. 23 被験者 11 の片足支持における測定結果 
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図 A. 24 被験者 12の片足支持における測定結果 
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付録 B 傾斜姿勢時の重心動揺測定結果 

表 B. 1に，傾斜姿勢時の重心動揺を測定した被験者の性別，年齢，身長およ

び体重を示す．また，表 B.2に測定中の被験者の視覚条件を示す．両足支持での

測定結果として，図 B.1～図 B.5に，各視覚条件における各被験者の Crに対する

L，S および SA0の値とその平均値を示す．同様に，右片足支持での測定結果を

図 B. 4～図 B. 6に示す． 

 

表 B. 1 重心動揺を測定した被験者の性別，年齢，身長および体重 

被験者 性別 年齢 [years] 身長 [mm] 体重 [kg] 

1 男性 22 1790 60 

2 男性 23 1740 64 

3 男性 23 1690 58 

4 男性 23 1770 60 

5 男性 23 1730 68 

6 男性 23 1770 61 

7 男性 24 1600 57 

8 男性 22 1750 65 

9 男性 22 1640 52 

10 男性 24 1660 56 

平均±標準偏差 22.9±0.7 1714.0±61.1 60.1±5.0 

 

表 B. 2 被験者の視覚条件 

条件 A 
被験者の COP が目標位置に達した後も 

ディスプレイによる教示を継続させる． 

条件 B 
被験者の COP が目標位置に達した後は 

COP を非表示とし，動作を教示しない． 

条件 C 
被験者の COP が目標位置に達した後は 

被験者に眼を閉じるように指示する． 
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 図 B. 1 両足支持における視覚条件 Aでの重心動揺 
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 図 B. 2  両足支持における視覚条件 Bでの重心動揺 
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 図 B. 3  両足支持における視覚条件 C での重心動揺 
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図 B. 4  右片足支持における視覚条件 Aでの重心動揺 
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図 B. 5  右片足支持における視覚条件 Bでの重心動揺 
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付録 C 直線動作スキルアシスト実験結果 

XY平面への投影図が X軸となす角 0，45，90，135 degの直線を目標軌跡とす

る被験者 3人のスキルアシスト実験の結果として，図 C.1から図 C.12に各被験

者の各直線動作における出力点軌跡を示す．また，各被験者の 5 往復動作全体

での誤差の最大値，平均値および標準偏差を図 C.13から図 C.15および表 C.1か

ら表 C.3に示す．さらに，動作 1往復ごとのばらつきの評価値の平均および標準

偏差を表 C.4から表 C.6に，出力点動作速度を表 C.7に示す． 

なお，図中のエラーバーは標準偏差を表す． 

 

        

(a) スキルアシスト有             (b) スキルアシスト無 

図 C.1 被験者 1の直線(θs=0deg)動作実験時の出力点軌跡 

 

        

(a) スキルアシスト有             (b) スキルアシスト無 

図 C.2 被験者 2の直線(θs=0deg)動作実験時の出力点軌跡 

 

             

(a) スキルアシスト有             (b) スキルアシスト無  

図 C.3 被験者 3の直線(θs=0 deg)動作実験時の出力点軌跡 

 

             

(a) スキルアシスト有             (b) スキルアシスト無 

図 C.4 被験者 1の直線(θs=45 deg)動作実験時の出力点軌跡 
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(a) スキルアシスト有            (b) スキルアシスト無 
図 C.5 被験者 2の直線(θs=45 deg)動作実験時の出力点軌跡 

          

(a) スキルアシスト有          (b) スキルアシスト無   

図 C.6 被験者 3の直線(θs=45 deg)動作実験時の出力点軌跡 

           

(a) スキルアシスト有          (b) スキルアシスト無 

図 C.7 被験者 1の直線(θs=90 deg)動作実験時の出力点軌跡 

           

(a) スキルアシスト有          (b) スキルアシスト無 

図 C.8 被験者 2の直線(θs=90 deg)動作実験時の出力点軌跡 
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 (a) スキルアシスト有          (b) スキルアシスト無 

図 C.9 被験者 3の直線(θs=90 deg)動作実験時の出力点軌跡 

       

(a) スキルアシスト有          (b) スキルアシスト無 

図 C.10 被験者 1の直線(θs=135 deg)動作実験時の出力点軌跡 

       

(a) スキルアシスト有          (b) スキルアシスト無 

図 C.11 被験者 2の直線(θs=135 deg)動作実験時の出力点軌跡 

        

(a) スキルアシスト有          (b) スキルアシスト無 

図 C.12 被験者 3の直線(θs=135 deg)動作実験時の出力点軌跡 
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(a) スキルアシスト有          (b) スキルアシスト無 

図 C.13 各直線動作における被験者 1の追従位置決め精度評価値 

 

表 C.1 各直線動作における被験者 1の追従位置決め精度評価値 

(a) スキルアシスト有          (b) スキルアシスト無 

  

 

 

(a) スキルアシスト有          (b) スキルアシスト無 

図 C.14 各直線動作における被験者 2の追従位置決め精度評価値 

 

表 C.2 各直線動作における被験者 2の追従位置決め精度評価値 

(a) スキルアシスト有          (b) スキルアシスト無 
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(a) スキルアシスト有          (b) スキルアシスト無 

図 C.15 各直線動作における被験者 3の追従位置決め精度評価値 

 

表 C.3 各直線動作における被験者 3の追従位置決め精度評価値 

(a) スキルアシスト有          (b) スキルアシスト無 

  

 

表 C.4 各直線動作における被験者 1の繰り返し位置決め精度評価値 

(a) スキルアシスト有             (b) スキルアシスト無 

  

 

表 C.5 各直線動作における被験者 2の繰り返し位置決め精度評価値 

(a) スキルアシスト有          (b) スキルアシスト無 
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平均値[deg] 0.47 0.42 0.33 0.32

標準偏差[deg] 0.24 0.34 0.24 0.24

最大値[deg] 1.05 1.57 1.10 1.10

θ s[deg] 0 45 90 135

平均値[deg] 1.24 4.73 1.55 1.79

標準偏差[deg] 0.93 2.70 1.10 1.66

最大値[deg] 4.00 10.34 6.60 7.28

θ s[deg] 0 45 90 135

1週目[deg] 0.92 0.48 0.56 0.59

2週目[deg] 0.84 0.54 0.54 0.66

3週目[deg] 0.79 0.49 0.46 0.61

4週目[deg] 0.87 0.47 0.48 0.59

5週目[deg] 0.92 0.43 0.58 0.54

平均[deg] 0.87 0.48 0.52 0.60

標準偏差[deg] 0.051 0.037 0.048 0.037

θ s[deg] 0 45 90 135

1週目[deg] 1.47 1.48 1.96 1.82

2週目[deg] 1.47 1.53 1.86 1.66

3週目[deg] 1.39 1.40 1.90 1.47

4週目[deg] 1.56 1.67 1.55 1.21

5週目[deg] 1.50 1.81 1.25 1.49

平均[deg] 1.48 1.58 1.70 1.53

標準偏差[deg] 0.053 0.147 0.265 0.203

θ s[deg] 0 45 90 135

1週目[deg] 0.52 0.53 0.45 0.43

2週目[deg] 0.58 0.52 0.51 0.39

3週目[deg] 0.57 0.59 0.46 0.36

4週目[deg] 0.56 0.52 0.42 0.38

5週目[deg] 0.55 0.55 0.39 0.38

平均[deg] 0.56 0.54 0.44 0.39

標準偏差[deg] 0.020 0.025 0.040 0.024

θ s[deg] 0 45 90 135

1週目[deg] 0.96 0.99 1.32 1.26

2週目[deg] 1.12 1.40 1.77 1.52

3週目[deg] 1.26 1.46 1.30 1.50

4週目[deg] 1.54 1.32 1.42 1.02

5週目[deg] 1.13 1.09 1.83 1.21

平均[deg] 1.20 1.25 1.53 1.30

標準偏差[deg] 0.196 0.180 0.227 0.189
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表 C.6 各直線動作における被験者 3の繰り返し位置決め精度評価値 

(a) スキルアシスト有          (b) スキルアシスト無 

  

 

表 C.7 直線動作における各被験者の出力点動作速度 

 

θ s[deg] 0 45 90 135

1週目[deg] 0.68 0.50 0.60 0.58

2週目[deg] 0.65 0.65 0.53 0.70

3週目[deg] 0.71 0.85 0.61 0.57

4週目[deg] 0.69 0.57 0.58 0.58

5週目[deg] 0.71 0.65 0.53 0.53

平均[deg] 0.69 0.64 0.57 0.59

標準偏差[deg] 0.022 0.115 0.037 0.057

θ s[deg] 0 45 90 135

1週目[deg] 1.38 2.14 1.00 1.53

2週目[deg] 1.03 2.22 1.25 1.28

3週目[deg] 0.97 2.21 1.41 1.14

4週目[deg] 1.15 1.98 1.24 1.38

5週目[deg] 0.97 2.32 1.28 1.30

平均[deg] 1.10 2.17 1.23 1.33

標準偏差[deg] 0.155 0.114 0.134 0.127

θ s=0° θ s=45° θ s=90° θ s=135° θ s=0° θ s=45° θ s=90° θ s=135° θ s=0° θ s=45° θ s=90° θ s=135°

アシスト無
[mm/s]

452 346 353 401 475 413 390 405 428 408 398 379

アシスト有
[mm/s]

444 413 361 376 481 375 403 368 451 388 400 378

被験者1 被験者2 被験者3
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付録 D 円動作スキルアシスト実験結果 

XY平面となす角 φ=70degで出力点が通る等高線を目標軌跡とする被験者 3人

のスキルアシスト実験の結果として，図 D.1 から図 D.6 に各被験者の各方向円

動作における出力点軌跡を示す．また，各被験者の 5 周動作全体での誤差の最

大値，平均値および標準偏差を図 D.7 から図 D.9 および表 D.1 から表 D.3 に示

す．さらに，動作 1周ごとのばらつきの評価値の平均および標準偏差を表 D.4か

ら表 D.6に，出力点動作速度を表 D.7に示す． 

なお，図中のエラーバーは標準偏差を表す． 

 

        

(a) スキルアシスト有             (b) スキルアシスト無 

図 D.1 被験者 1の CW 方向円動作実験時の出力点軌跡 

          

(a) スキルアシスト有             (b) スキルアシスト無 

図 D.2 被験者 2の CW 方向円動作実験時の出力点軌跡 

           

(a) スキルアシスト有             (b) スキルアシスト無  

図 D.3 被験者 3の CW 方向円動作実験時の出力点軌跡 
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(a) スキルアシスト有             (b) スキルアシスト無 

図 D.4 被験者 1の CCW 方向円動作実験時の出力点軌跡 

 

           

(a) スキルアシスト有            (b) スキルアシスト無 
図 D.5 被験者 2の CCW 方向円動作実験時の出力点軌跡 

 

        

(a) スキルアシスト有          (b) スキルアシスト無   

図 D.6 被験者 3の CCW 方向円動作実験時の出力点軌跡 
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(a) スキルアシスト有          (b) スキルアシスト無 

図 D.7 各方向円動作における被験者 1の追従位置決め精度評価値 

 

表 D.1 各方向円動作における被験者 1の追従位置決め精度評価値 

(a) スキルアシスト有             (b) スキルアシスト無 

 

 

 

(a) スキルアシスト有          (b) スキルアシスト無 

図 D.8 各方向円動作における被験者 2の追従位置決め精度評価値 

 

表 D.2 各方向円動作における被験者 2の追従位置決め精度評価値 

(a) スキルアシスト有             (b) スキルアシスト無 
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(a) スキルアシスト有          (b) スキルアシスト無 

図 D.9 各方向円動作における被験者 3の追従位置決め精度評価値 

 

表 D.3 各方向円動作における被験者 3の追従位置決め精度評価値 

(a) スキルアシスト有             (b) スキルアシスト無 

 
 

表 D.4 各方向円動作における被験者 1の繰り返し位置決め精度評価値 

(a) スキルアシスト有             (b) スキルアシスト無 

 
 

表 D.5 各方向円動作における被験者 2の繰り返し位置決め精度評価値 

(a) スキルアシスト有             (b) スキルアシスト無 
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平均値[deg] 0.48 0.46 平均値[deg] 2.37 2.86

標準偏差[deg] 0.34 0.32 標準偏差[deg] 1.75 2.18

最大値[deg] 1.56 1.43 最大値[deg] 9.20 8.95

10.0

CW CCW CW CCW

1週目[deg] 0.84 0.83 1週目[deg] 1.76 1.64

2週目[deg] 0.88 0.77 2週目[deg] 1.51 1.39

3週目[deg] 0.85 0.77 3週目[deg] 1.82 1.94

4週目[deg] 0.88 0.85 4週目[deg] 1.91 1.30

5週目[deg] 0.91 0.77 5週目[deg] 1.75 1.70

平均[deg] 0.87 0.80 平均[deg] 1.75 1.59

標準偏差[deg] 0.024 0.037 標準偏差[deg] 0.13 0.23

CW CCW CW CCW

1週目[deg] 0.77 0.66 1週目[deg] 1.48 1.44

2週目[deg] 0.77 0.58 2週目[deg] 1.63 1.51

3週目[deg] 0.78 0.64 3週目[deg] 1.76 2.34

4週目[deg] 0.74 0.60 4週目[deg] 1.85 1.90

5週目[deg] 0.74 0.72 5週目[deg] 1.68 1.86

平均[deg] 0.76 0.64 平均[deg] 1.68 1.81

標準偏差[deg] 0.019 0.047 標準偏差[deg] 0.12 0.32 10.0
11.0
12.0

[d
e
g
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表 D.6 各方向円動作における被験者 3の繰り返し位置決め精度評価値 

(a) スキルアシスト有             (b) スキルアシスト無 

 
 

表 D.7 円動作における各被験者の出力点動作速度 

 

CW CCW CW CCW

1週目[deg] 0.69 0.66 1週目[deg] 1.35 1.49

2週目[deg] 0.75 0.68 2週目[deg] 1.28 2.04

3週目[deg] 0.66 0.67 3週目[deg] 1.58 1.11

4週目[deg] 0.67 0.70 4週目[deg] 1.48 1.67

5週目[deg] 0.68 0.68 5週目[deg] 1.90 1.99

平均[deg] 0.69 0.68 平均[deg] 1.52 1.66

標準偏差[deg] 0.030 0.015 標準偏差[deg] 0.22 0.34

10.0

誤
差

[d
e
g
]

CW CCW CW CCW CW CCW

アシスト無
[mm/s]

365 295 405 375 364 354

アシスト有
[mm/s]

456 405 345 358 357 363

被験者1 被験者2 被験者3
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付録 E 楕円動作スキルアシスト実験結果 

XY 平面への投影図が長軸 320mm，短軸 160mmの楕円を目標軌跡とする被験

者 3人のスキルアシスト実験の結果として，図 E.1から図 E.6に各被験者の各方

向楕円動作における出力点軌跡を示す．また，各被験者の 5 周動作全体での誤

差の最大値，平均値および標準偏差を図 E.7から図 E.9および表 E.1から表 E.3

に示す．さらに，動作 1周ごとのばらつきの評価値の平均および標準偏差を 

表 E.4から表 E.6に，出力点動作速度を表 E.7に示す． 

なお，図中のエラーバーは標準偏差を表す． 

 

        

(a) スキルアシスト有             (b) スキルアシスト無 

図 E.1 被験者 1の CW 方向楕円動作実験時の出力点軌跡 

             

(a) スキルアシスト有             (b) スキルアシスト無 

図 E.2 被験者 2の CW 方向楕円動作実験時の出力点軌跡 

       

(a) スキルアシスト有             (b) スキルアシスト無  

図 E.3 被験者 3の CW 方向楕円動作実験時の出力点軌跡 
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(a) スキルアシスト有             (b) スキルアシスト無 

図 E.4 被験者 1の CCW 方向楕円動作実験時の出力点軌跡 

 

           

(a) スキルアシスト有            (b) スキルアシスト無 
図 E.5 被験者 2の CCW 方向楕円動作実験時の出力点軌跡 

 

        

(a) スキルアシスト有          (b) スキルアシスト無   

図 E.6 被験者 3の CCW 方向楕円動作実験時の出力点軌跡 
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(a) スキルアシスト有          (b) スキルアシスト無 

図 E.7 各方向楕円動作における被験者 1 の追従位置決め精度評価値 

 

表 E.1 各方向楕円動作における被験者 1 の追従位置決め精度評価値 

(a) スキルアシスト有          (b) スキルアシスト無 

 

 

 

(a) スキルアシスト有          (b) スキルアシスト無 

図 E.8 各方向楕円動作における被験者 2 の追従位置決め精度評価値 

 

表 E.2 各方向楕円動作における被験者 2 の追従位置決め精度評価値 

(a) スキルアシスト有          (b) スキルアシスト無 
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(a) スキルアシスト有          (b) スキルアシスト無 

図 E.9 各方向楕円動作における被験者 3 の追従位置決め精度評価値 

 

表 E.3 各方向楕円動作における被験者 3 の追従位置決め精度評価値 

(a) スキルアシスト有          (b) スキルアシスト無 

 

 

表 E.4 各方向楕円動作における被験者 1の繰り返し位置決め精度評価値 

(a) スキルアシスト有          (b) スキルアシスト無 

 

 

表 E.5 各方向楕円動作における被験者 2の繰り返し位置決め精度評価値 

(a) スキルアシスト有          (b) スキルアシスト無 

 

0.0
1.0
2.0
3.0
4.0
5.0
6.0
7.0
8.0
9.0
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11.0

CW CCW

誤
差

[d
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]

平均値

最大値

0.0
1.0
2.0
3.0
4.0
5.0
6.0
7.0
8.0
9.0

10.0
11.0

CW CCW

誤
差

[d
eg

]

平均値

最大値

CW CCW CW CCW

平均値[deg] 0.70 0.56 平均値[deg] 3.78 3.47

標準偏差[deg] 0.42 0.40 標準偏差[deg] 2.43 2.13

最大値[deg] 2.16 2.14 最大値[deg] 10.05 9.62

CW CCW CW CCW

1週目[deg] 0.63 0.71 1週目[deg] 1.72 1.76

2週目[deg] 0.71 0.69 2週目[deg] 1.90 1.78

3週目[deg] 0.72 0.67 3週目[deg] 1.80 1.58

4週目[deg] 0.64 0.66 4週目[deg] 1.81 1.75

5週目[deg] 0.70 0.61 5週目[deg] 2.00 1.64

平均[deg] 0.68 0.67 平均[deg] 1.84 1.70

標準偏差[deg] 0.037 0.035 標準偏差[deg] 0.095 0.078

CW CCW CW CCW

1週目[deg] 0.73 0.57 1週目[deg] 1.61 1.29

2週目[deg] 0.75 0.61 2週目[deg] 1.79 1.81

3週目[deg] 0.70 0.60 3週目[deg] 1.81 1.64

4週目[deg] 0.71 0.64 4週目[deg] 1.83 1.75

5週目[deg] 0.77 0.67 5週目[deg] 2.06 1.71

平均[deg] 0.73 0.62 平均[deg] 1.82 1.64

標準偏差[deg] 0.025 0.036 標準偏差[deg] 0.143 0.186
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表 E.6 各方向楕円動作における被験者 3の繰り返し位置決め精度評価値 

(a) スキルアシスト有          (b) スキルアシスト無 

 
 

表 E.7 楕円動作における各被験者の出力点動作速度 

 

CW CCW CW CCW

1週目[deg] 0.89 0.80 1週目[deg] 1.76 1.66

2週目[deg] 0.86 0.77 2週目[deg] 2.02 2.06

3週目[deg] 0.81 0.76 3週目[deg] 1.98 1.99

4週目[deg] 0.85 0.71 4週目[deg] 1.96 1.67

5週目[deg] 0.77 0.70 5週目[deg] 1.97 1.88

平均[deg] 0.83 0.75 平均[deg] 1.94 1.85

標準偏差[deg] 0.042 0.038 標準偏差[deg] 0.090 0.163

CW CCW CW CCW CW CCW

アシスト無
[mm/s]

342 303 329 319 332 310

アシスト有
[mm/s]

267 289 317 311 312 308

被験者1 被験者2 被験者3
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付録 F 正方形動作スキルアシスト実験結果 

XY 平面への投影図が一辺 150mm の正方形を目標軌跡とする被験者 3 人のス

キルアシスト実験の結果として，図 F.1から図 F.6に各被験者の各方向正方形動

作における出力点軌跡を示す．また，各被験者の 5 周動作全体での誤差の最大

値，平均値および標準偏差を図 F.7 から図 F.9 および表 F.1 から表 F.3 に示す．

さらに，動作 1周ごとの誤差の評価値の標準偏差を表 F.4から表 F.6に，出力点

動作速度を表 F.7に示す． 

なお，図中のエラーバーは標準偏差を表す． 

 

   

(a) スキルアシスト有(条件変化後) (b) スキルアシスト有 (b) スキルアシスト無 

図 F.1 被験者 1の CW 方向正方形動作実験時の出力点軌跡 

   

(a) スキルアシスト有(条件変化後) (b) スキルアシスト有 (b) スキルアシスト無 

図 F.2 被験者 2の CW 方向正方形動作実験時の出力点軌跡 

   

 (a) スキルアシスト有(条件変化後) (b) スキルアシスト有 (b) スキルアシスト無  

図 F.3 被験者 3の CW 方向正方形動作実験時の出力点軌跡 
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(a) スキルアシスト有(条件変化後) (b) スキルアシスト有 (b) スキルアシスト無 

図 F.4 被験者 1の CCW 方向正方形動作実験時の出力点軌跡 

 

 

(a) スキルアシスト有(条件変化後) (b) スキルアシスト有 (b) スキルアシスト無 

図 F.5 被験者 2の CCW 方向正方形動作実験時の出力点軌跡 

 

 

 (a) スキルアシスト有(条件変化後) (b) スキルアシスト有 (b) スキルアシスト無   

図 F.6 被験者 3の CCW 方向正方形動作実験時の出力点軌跡 
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(a) スキルアシスト有(条件変化後) (b) スキルアシスト有 (b) スキルアシスト無 

図 F.7 各方向正方形動作における被験者 1 の追従位置決め精度評価値 

 

表 F.1 各方向正方形動作における被験者 1 の追従位置決め精度評価値 

(a) スキルアシスト有(条件変化後) (b) スキルアシスト有 (b) スキルアシスト無 

 

 

 

(a) スキルアシスト有(条件変化後) (b) スキルアシスト有 (b) スキルアシスト無 

図 F.8 各方向正方形動作における被験者 2 の追従位置決め精度評価値 

 

表 F.2 各方向正方形動作における被験者 2 の追従位置決め精度評価値 

(a) スキルアシスト有(条件変化後) (b) スキルアシスト有 (b) スキルアシスト無 
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標準偏差[deg] 0.14 0.15 標準偏差[deg] 0.46 0.37 標準偏差[deg] 1.06 1.19

最大値[deg] 0.80 0.70 最大値[deg] 2.59 2.36 最大値[deg] 6.49 6.33
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(a) スキルアシスト有(条件変化後) (b) スキルアシスト有 (b) スキルアシスト無 

図 F.9 各方向正方形動作における被験者 3 の追従位置決め精度評価値 

 

表 F.3 各方向正方形動作における被験者 3 の追従位置決め精度評価値 

(a) スキルアシスト有(条件変化後) (b) スキルアシスト有 (b) スキルアシスト無 

 

 

表 F.4 各方向正方形動作における被験者 1の繰り返し位置決め精度評価値 

(a) スキルアシスト有(条件変化後) (b) スキルアシスト有 (b) スキルアシスト無 

 
 

表 F.5 各方向正方形動作における被験者 2の繰り返し位置決め精度評価値 

(a) スキルアシスト有(条件変化後) (b) スキルアシスト有 (b) スキルアシスト無 
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CW CCW CW CCW CW CCW

平均値[deg] 0.39 0.31 平均値[deg] 0.69 0.77 平均値[deg] 1.34 1.80

標準偏差[deg] 0.28 0.23 標準偏差[deg] 0.42 0.55 標準偏差[deg] 0.89 1.17

最大値[deg] 1.72 1.65 最大値[deg] 1.95 3.35 最大値[deg] 3.59 6.37

CW CCW CW CCW CW CCW

1週目[deg] 0.48 0.47 1週目[deg] 0.80 0.92 1週目[deg] 1.56 1.34

2週目[deg] 0.57 0.59 2週目[deg] 0.78 0.97 2週目[deg] 1.54 1.40

3週目[deg] 0.52 0.50 3週目[deg] 0.78 0.93 3週目[deg] 1.10 1.04

4週目[deg] 0.42 0.55 4週目[deg] 0.75 0.91 4週目[deg] 0.99 1.19

5週目[deg] 0.43 0.61 5週目[deg] 0.76 0.92 5週目[deg] 1.34 1.32

平均[deg] 0.49 0.54 平均[deg] 0.78 0.93 平均[deg] 1.30 1.26

標準偏差[deg] 0.056 0.053 標準偏差[deg] 0.018 0.022 標準偏差[deg] 0.227 0.130

CW CCW CW CCW CW CCW

1週目[deg] 0.50 0.43 1週目[deg] 0.68 0.75 1週目[deg] 1.35 1.60

2週目[deg] 0.49 0.44 2週目[deg] 0.71 0.76 2週目[deg] 1.15 1.14

3週目[deg] 0.52 0.43 3週目[deg] 0.78 0.76 3週目[deg] 1.02 1.29

4週目[deg] 0.48 0.52 4週目[deg] 0.82 0.81 4週目[deg] 1.31 1.28

5週目[deg] 0.53 0.47 5週目[deg] 0.82 0.75 5週目[deg] 1.02 1.52

平均[deg] 0.50 0.46 平均[deg] 0.76 0.77 平均[deg] 1.17 1.37

標準偏差[deg] 0.017 0.034 標準偏差[deg] 0.058 0.019 標準偏差[deg] 0.138 0.169
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表 F.6 各方向正方形動作における被験者 3の繰り返し位置決め精度評価値 

(a) スキルアシスト有(条件変化後) (b) スキルアシスト有 (b) スキルアシスト無 

 

 

表 F.7 正方形動作における各被験者の出力点動作速度 

 

CW CCW CW CCW CW CCW

1週目[deg] 0.63 0.58 1週目[deg] 0.79 0.80 1週目[deg] 1.24 1.44

2週目[deg] 0.62 0.52 2週目[deg] 0.81 0.85 2週目[deg] 1.20 1.37

3週目[deg] 0.64 0.53 3週目[deg] 0.85 0.89 3週目[deg] 1.00 1.39

4週目[deg] 0.57 0.56 4週目[deg] 0.83 0.93 4週目[deg] 1.19 1.25

5週目[deg] 0.65 0.57 5週目[deg] 0.86 0.92 5週目[deg] 1.12 1.24

平均[deg] 0.62 0.55 平均[deg] 0.83 0.88 平均[deg] 1.15 1.34

標準偏差[deg] 0.029 0.025 標準偏差[deg] 0.027 0.047 標準偏差[deg] 0.086 0.079

CW CCW CW CCW CW CCW

アシスト無
[mm/s]

144 136 143 133 135 129

アシスト有
[mm/s]

125 130 161 159 161 156

アシスト有

(条件変化後)

[mm/s]

133 120 131 135 357 363

被験者1 被験者2 被験者3
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